
＼も肇
キーさま
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‐ゞ
流

　

ん

だ
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Ｂ

〔山
口
例
①
二
三
五
八
～
六
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一

０
山
口
県
行
政
組
織
規
則

　　　　　　　　　　　　　　　　　

改
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年だ平年年年年年年と平年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年 ÷々年

：
月

二
月
ニ
ー

二
月

二
月
ー

第
一
編

　

総
規

　　

第
一
章

　

組
織

（山
口
県
行
政
組
織
規
則
）

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　

五五五五五五五五五五五五五五五五五五五五五五五五五四四四四四四四
（
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八
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八
二
１^
金
）

第
一編

　

総
規

　　

第
一章

　

組
織

（山
口
県
行
政
組
織
規
則
）

　　　　　　　　　　 　
五四三ニニＭｏｏ０九八八八七七七六六六五

　

（
年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年

　

山

平
成
一
九
年
一〇
月
一
二
日
規
則
第
八
七
号
、

平
成
一
九
年
：
一月
二
五
日
規
則
第
一８
号

平
成
二
〇
年

　

三
月

七
日
規
則
第

・六
号

平
成
二
〇
年

　

一ニ月
一
八
日
規
則
第
一
四
号

平
成
二
０
年

　

三
月
三
一
日
規
則
第
三
一
号

平
成
二
〇
年
一
〇
月
一
四
日
規
則
第
六
九
号

平
成
二
〇
年
一０
月
三
－
臼
規
則
第
七
四
号

平
成
二
〇
年
一

　

一月
二
五
巳
規
則
第
七
九
号

平
成
二
〇
年
一；
月
二
四
日
規
則
第
八
五
号

平
成
二
一年

　

三
月
三
一
日
規
則
鱒
二
八
号

平
成
二
一年

　

九
月
二
九
日
規
則
第
六
六
号

五四三三三二ニニ
年年年年年年年年年毎年

平
成
二
一年
一
〇
月
－

平
成
二
一年
：
月
ー

平
成
二
一年
一
－一月
－

　
　

　　　　

　
　

平
成
－

平
成
－

平
成
－

平
成
ニ
ーニ年

；
月
＝

　

日

　

則
‘

　

ノ
ラ

平
成
ニ
ーニ年

　

七
月
－
－一日
規
則
第
三
四
号

平
成
二
三
年

　

七
月
一
九
日
規
則
第
三
六
号

平
成
二
四
年

　

三
月
三
Ｏ
Ｂ
規
則
第
二
二
号

平
成
二
五
年

　

三
月
二
九
日
規
則
第
二
八
号

山
口
県
行
政
組
織
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

　

山
口
県
行
政
組
織
規
則

二
月
一
七
日
規
則
第
六
〇
号

三
月
三
一
日
規
則
第
二
四
号

七
月
二
九
日
規
則
第
四
四
号

○
月
一
四
日
規
則
第
五
二
号

三
月
三
一
日
規
則
第
二
七
号

七
月
一
四
日
規
則
第
五
五
号

二
月
二
二
日
鏡
別
第
六
三
号

－ニ月
三
一日
規
則
第
三
二
号

六
月
二
四
日
規
則
第
四
八
号

二
月
二
０
日
規
則
第
六
九
号

三
月
三
一
日
規
則
第
一九
号

三
月
三
〇
日
規
則
第
二
九
号

六
月
二
九
日
規
則
第
六
五
号

０
月

六
日

　　

第
七
五
号

第
三
款

　

役
付
職
員

（第
十
二
条
）

第
四
款

　

職
員
の
駐
在

（第
十
三
条
）

第
二
節

　

会
計
管
理
局

第
一款

　

設
置
（第
十
四
条
）

第
二
款

　

分
課
（第
十
五
条
）

　

第
三
款

　

課
の
分
掌
事
務

（第
十
六
条
・
第
十
七
条
）

　

第
四
歌

　

役
付
職
員
（第
十
八
条
）

第
三
章

　

出
先
機
関

　

第
一節

　

名
称
、
位
置
、
所
掌
事
務
等

　

第
一
獣

　

総
務
部
に
慶
す
る
出
先
機
関

　　

第
一
日

　

県
税
事
務
所

（第
十
九
条
ー
第
二
十
一条
）

　　

第
二
百

　

防
災
行
政
連
絡
所
（第
二
十
二
条
ー
第
二
十
四
条
）

　　

第
三
日

　

防
災
セ
ン
タ
ー

（第
二
十
四
条
の
ニ
ー
第
二
十
四
条
の

　　　　　　

　
　

　　

第
四
日

　

消
防
学
校
（第
二
十
五
条
ー
第
二
十
七
条
）

　　

第
五
日

　

少
年
消
防
ク
ラ
ブ
会
館

（第
二
十
八
条
・
第
二
十
九
条
）

　　

第
二
款

　

総
合
企
画
部
に
属
す
る
出
先
機
関

　　

第
一
日

　

東
京
事
務
所
（第
三
十
条
ー
第
三
十
二
条
）

　　

第
二
日

　

県
民
局
（第
三
十
三
条
ー
第
三
十
五
条
）

　　

第
三
日

　

セ
ミ
ナ
ー
パ
ー
ク

（第
三
十
五
条
の
ニ
ー
第
三
十
五
条
の

Ｂ

〔山
口
例
①
二
三
五
八
～
六
０
〕

目
次

　　　　　　　　　　　

′

第
一章

　

総
則

（第
一
条
ー
第
七
条
）

第
二
章

　

本
庁

　

第
一節

　

知
事
部
局

　　

第
一
款

　

分
課

（第
八
条
）

　　

第
二
歌

　

課
、
室
及
び
分
室
の
分
掌
事
務

（第
九
条
ー
第
十
一
条
）

Ｂ
〔山
口
例
①
二
三
五
八
～
六
０
〕

声
．

第
三
款

　

削
除

第
四
歌

　

環
境
生
活
部
に
属
す
る
出
先
機
関

第
一
日

　

県
民
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー
（第
四
十
四
条
ー
第
四
十
六

　　　

条
）

第
二
目

　

交
通
安
全
学
習
館
（第
四
十
七
条
ー
第
四
十
七
条
の
三
）

第
三
日

　

男
女
共
同
参
画
相
談
セ
ン
タ
ー

（第
四
十
七
条
の
四
・
第

四
十
七
条
の
五
）

第
四
日

　

大
内
寮

（第
四
十
七
条
の
五
の
ニ
ー
第
四
十
七
条
の
五
の

四
）

第
五
日

　

動
物
愛
護
セ
ン
タ
ー

（第
四
十
七
条
の
五
の
五
ー
第
四
十

七
条
の
五
の
七
）

第
六
日

　

自
然
公
園
施
設
（第
四
十
七
条
の
六
ー
第
四
十
七
条
の

　　　

八
）

第
七
日

　

自
然
観
察
公
園

（第
四
十
七
条
の
八
の
ニ
ー
第
四
十
七
条

の
八
の
四
）

第
五
歌

　

健
康
福
祉
部
に
属
す
る
出
先
機
関

第
一
日

　

健
康
福
祉
セ
ン
タ
ー

（第
四
十
七
条
の
九
ー
第
四
十
七
条

の
十
二
）

第
二
日

　

社
会
福
祉
事
務
所
（第
四
十
八
条
ー
第
五
十
一条
）

第
一
編

　

総
規

　　

第
一
章

　

組
織

（山
口
県
行
政
組
織
規
則
）

第
三
日

　

保
健
所
（第
五
十
一条
の
ニ
ー
第
五
十
一
条
の
五
）

第
四
目

　

福
祉
総
合
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

（第
五
十
二
条
ー
第
五
十

　　　

六
条
）

第
五
日

　

環
境
保
健
セ
ン
タ
ー
（第
五
十
七
条
ー
第
五
十
九
条
）

第
六
目

　

削
除

第
七
目

　

削
除

第
八
日

　

削
除

第
九
日

　

萩
看
護
学
校
（第
五
十
九
条
の
十
・第
五
十
九
条
の
十

三
｝

第
十
日

　

精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
（第
五
十
九
条
の
十
四
ー
第
五

　　　

十
九
条
の
十
六
）

第
十
一
日

　

健
康
づ
く
り
セ
ン
タ
ー

（第
五
十
九
条
の
十
七
ー
第
五

十
九
条
の
十
九
）

第
十
二
日

　

削
除

第
十
三
目

　

知
的
障
害
者
更
生
相
談
所
（第
五
十
九
条
の
二
十
一

　

ｏ

第
五
十
九
条
の
二
十
二
）

第
十
四
日

　

身
体
障
害
者
更
生
相
談
所
（第
五
十
九
条
の
二
十
三
ー

第
五
十
九
条
の
二
十
五
）

第
十
五
目

　

身
体
障
害
者
福
祉
セ
ン
タ
ー

（第
五
十
九
条
の
二
十
六

　　　　

十
第
五
十
九
条
の
二
十
八
）

八
五



　　　

第
一編

　

総
規

　　

第
一軍

　

組
織

（山
□
県
行
政
組
織
規
則
）

　

（行
政
組
織
の
分
類
）

第
二
条

　

前
条
の
行
政
組
織
は
、
本
庁
、
出
先
機
関
及
び
附
属
機
関
（以
下
こ

　

の
章
に
お
い
て

「機
関
」
と
い
う
Ｊ

に
分
類
す
る
も
の
と
す
る
。

　

（用
語
の
意
義
）

第
三
条

　

こ
の
規
則
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該

各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　

一

　

本
庁

　

山
口
県
部
制
条
例
（昭
和
三
十
一年
山
口
県
条
例
第
四
十
二

　

号
）
第
一
条
の
規
定
に
よ
り
設
置
さ
れ
た
部
及
び
こ
れ
に
属
す
る
地
方
自

　

治
法

（昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
百
五
十
八
条
第
一
項
の
規

　

定
に
よ
り
設
置
す
る
内
部
組
織
で
第
二
章
第
一節
で
定
め
る
も
の
（以
下

　　

「知
事
部
局
」
と
い
う
。）
並
び
に
地
方
自
治
法
第
百
七
十
一
条
第
五
項

　

の
規
定
に
よ
り
設
置
す
る
会
計
管
理
者
の
補
助
組
織
で
寛
二
章
第
二
節
で

　

定
め
る
も
の
を
い
う
。

二

　

出
先
機
関

　

地
方
自
治
法
第
百
五
十
六
条
第
一項
の
規
定
に
よ
り
設
置

　

さ
れ
た
行
政
機
関
、
地
方
自
治
法
第
百
五
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り

　

設
置
す
る
内
部
組
織
の
う
ち
本
庁
に
属
し
な
い
も
の
及
び
地
方
自
治
法
第

　

二
百
四
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
設
置
さ
れ
た
公
の
施
設
を
い
う
。

三

　

附
属
機
関

　

地
方
自
治
法
第
百
三
十
八
条
の
四
第
三
項
の
規
定
に
よ
り

　

設
置
さ
れ
た
審
査
会
、
審
議
会
、
調
査
会
そ
の
他
の
調
停
、
審
査
、
諮
問

　

又
は
調
査
の
た
め
の
機
関
を
い
う
。

八
八

　

四

　

役
付
職
員

　

職
員
の
職
の
設
置
等
に
関
す
る
規
則
（昭
和
三
十
六
年
山

　　

口
県
規
則
第
五
十
二
号
）
別
表
第
一組
織
上
の
職
の
表
に
掲
げ
る
職
名
を

　

有
す
る
職
員
を
い
う
。

　

五

　

庶
務
に
関
す
る
こ
と
。

　

次
に
掲
げ
る
事
務
を
い
う
。

　

イ

　

公
印
の
管
守
に
関
す
る
こ
と
。

　　

ロ

　

職
員
の
身
分
、
服
務
、
福
利
原
生
及
び
健
康
管
理
に
関
す
る
こ
と
。

　　

ハ

　

文
書
の
収
受
、
発
送
、
編
さ
ん
及
び
保
存
に
関
す
る
こ
と
。

　　

二

　

予
算
経
理
に
関
す
る
こ
と
。

　

ホ

　

所
内
の
取
締
り
に
関
す
る
こ
と
。

　　

へ

　

日
直
及
び
宿
直
に
関
す
る
こ
と
。

　

ト

　

建
物
そ
の
他
の
公
有
財
産
及
び
物
品
に
関
す
る
こ
と
。

　

チ

　

他
の
分
課
の
所
管
に
属
し
な
い
事
項
に
関
す
る
こ
と
。

　　　　

昭^
四
四
規
則
一
六
・
昭
六
〇
規
則
三
六
・平
一
二
規
則
五
六
・
平
一
六
規
則
二
七
・

　　　　

平
一九
規
則
三
二
・
一
部
改
正
）

　

（規
定
の
範
囲
）

第
四
条

　

機
関
の
設
置
、
内
部
組
織
、
分
掌
事
務
等
に
つ
い
て
は
、
法
令
及
び

条
例
に
定
め
が
あ
る
も
の
を
除
く
ほ
か
、
こ
の
規
則
で
定
め
る
も
の
と
す

　

る
。

２

　

法
令
又
は
条
例
の
定
め
に
よ
り
設
置
さ
れ
た
機
関
の
名
称
、
位
置
及
び
管

轄
区
域
等
に
つ
い
て
も
、
必
要
な
事
項
は
、
こ
の
規
則
に
掲
記
す
る
も
の
と

Ｂ
〔山
口
例
①
二
三
五
八
～
六
０
〕

Ｂ
〔山
口
例
①
二
三
五
八
～
六
０
〕

第
八
条

　

地
方
自
治
法
第
百
五
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
表
の

　

上
欄
に
掲
げ
る
部
に
そ
れ
ぞ
れ
同
衰
の
中
欄
に
掲
げ
る
局
、
課
及
び
室
を
置

　

き
、
こ
れ
ら
の
課
及
び
室
に
そ
れ
ぞ
れ
同
衰
の
下
綱
に
掲
げ
る
班
を
置
く
。

　　　　

す
る
。

癒
ｒ

　　　　

（雲

象
型

七
．
－部
改
正
）

　

（組
織
の
特
例
）

常
五
条

　

知
事
は
、
臨
時
又
は
特
別
の
事
務
を
処
理
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と

認
め
る
と
き
は
、
こ
の
規
則
の
定
め
に
か
か
わ
ら
ず
、
特
に
職
員
を
指
定

し
、
又
は
別
に
組
織
を
設
け
て
処
理
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

（行
政
機
能
の
発
揮
）

第
六
条

　

機
関
は
、
知
事
の
統
轄
の
も
と
に
、
相
互
の
連
絡
を
図
り
、
す
べ
て

　

一
体
と
し
て
行
政
機
能
を
発
揮
す
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（地
域
行
政
連
絡
協
議
会
）

第
七
条

　

出
先
機
関
相
互
の
連
絡
調
整
を
行
う
と
と
も
に
、
市
町
と
の
緊
密
な

　

連
携
を
保
ち
、
も
つ
て
地
域
に
お
け
る
県
行
政
の
総
合
的
で
円
滑
な
推
進
を

　

図
る
た
め
、
地
域
行
政
連
絡
協
議
会
を
置
く
。

２

　

地
域
行
政
連
絡
協
議
会
の
組
織
及
び
運
営
に
つ
い
て
必
要
な
事
項
は
、
別

　

に
定
め
る
。

　　　　　

平^
九
規
則
七
二
・
全
改
、
平
一八
規
則
二
○
・
一部
改
正
）

　　

第
二
章

　

本
庁

　　　

第
一節

　

知
事
部
局

　　　　

第
一
款

　

分
課

　　

（局
、
課
、
室
、
班
及
び
分
室
）

　　　　

第
一
編

　

総
規

　　

第
一
章

　

組
織

（山
ロ
県
行
政
組
織
規
則
）

部 務 総 部

財

　

政

　

課

岩
国
基
地
対

策
〇ロー

安
課

防
災
危
機
管

理
諜

税

　

務

　

課

管

　

財

　

課

学
事
文
書
課

給
与
厚
生
課

人

　

事

　

課

局
・
課
・
室

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　

、

　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　

′

　　

［

消
防
救
急
班

　

産
業
保
安
班

防
災
企
画
班

危
機
対
策
班

　

通
信
管
理
班

管
理
班

　

企
画
班

徴
収
対
策
班

　

収
納
・
シ
ス

テ
ム
管
理
班

課
税
班

庁
舎
管
理
班

　

財
産
活
用
班

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
推
進
班

　

設
備
管
理
班

学
事
宗
務
班

　

法
令
班

情
報
公
開
。文
書
班

私
学
振
興
班

　

大
学
班

経
理
班

給
付
班

　

保
健
福
利
班

旅
費
報
酬
班

総
務
企
画
班

　

人
事
班

行
政
管
理
班

　

給
与
班

班

部 務 総

秘
す
書

八
九



《
１

Ｂ

【山
口
例
①
二
三
五
八
～
六
０
〕

　　　　　

口

　　

感

　

　

　　　

　

　

　▲

　

－

　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　

血　

　　　

　　

　

　

部

　

活

　

生

　

境

　

環

医
務
保
険
課

医
療
政
策
課

厚

　

政

　

課

自
然
保
護
課

廃
棄
物
・
リ

サ
イ
ク
ル
対

策
謀

生
活
衛
生
課

環
境
政
策
課

男
女
共
同
参

画
課

人
権
対
策
室

県
民
生
活
課

医
療
指
導
班

保
険
指
導
班

　

県
立
病
院
班

医
療
企
画
班

　

医
療
対
策
班

医
師
確
保
対
策
班

看
護
指
導
班

総
務
管
理
班

　

企
画
調
整
班

地
域
保
健
福
祉
班

保
護
医
療
班

自
然
・
野
生
生
物
保
護
班

自
然
共
生
推
進
班

広
域
指
導
班

産
業
廃
棄
物
指
導
班

　

適
正
処
理

推
進
班

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
推
進
班

指
導
班

　

水
道
班

　

食
の
安
心
・安
全
推
進
班

乳
肉
衛
生
・
動
物
愛
護
班

環
境
企
画
班

地
球
温
暖
化
対
策
班

　

大
気
・
化

学
物
質
環
境
班

　

水
環
境
班

環
境
ア
セ
ス
メ
ン

ト
班

総
務
企
画
班

　

県
民
活
動
推
進
班

　

地
域
安
心
・

安
全
推
進
班

部

　

健
康
増
進
課

　

健
康
づ
く
り
班

　

感
染
症
班

精
神
・難
病
班

Ｂ
〔山
□
例
①
二
三
五
八
～
六
０
〕

部

　

産 水 林 農 部

　

化 文

　

ツ

　

ー

　

ポ

　

ス

　

光 観

ぶ
ち
う
ま
や

ま
ぐ
ち
推
進

・‐課
‘ー

・
′・

農
林
水
産
政

策
謀

文
化
振
興
課

ス
ポ
ー
ツ
推

進
課

国

　

際

　

課

交
通
政
策
課

イ
ン
バ
ウ
ン

ド
推
進
室

観
光
プ
ロ

モ
ー
シ
ョ
ン

推
進
室

観
光
政
策
課

産
業
人
材
課

労
働
政
策
課

市
場
・金
融
班

　

販
路
開
拓
推
進
班

　

６
次
産
業

推
進
班

総
務
管
理
班

　

企
画
調
整
班

団
体
指
導
班

　

農

山
漁
村
女
性
活
躍
推
進
班

鳥
獣
被
害
対
策
班

地
域
文
化
班

文
化
環
境
班

　

文
化
財
班

地
域
ス
ポ
ー
ツ
班

競
技
ス
ポ
ー
ツ
班

調
整
班

　

交
流
推
進
班

地
域
交
通
班

空
港
利
用
促
進
班

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

総
務
企
画
班

　

観
光
政
策
班

労
働
福
祉
班

　

雇
用
・労
働
企
画
班

　

働
き
方
改

革
推
進
班

農

九
ー

林

　

・

　　　　　

，

　　　　　

・

　　　

…

跡
糾“”融解
獅醐掛金融班
販路関妬推進班

部

・

　　

．
．

・

九
Ｏ

部

　

画 企 合 総

局進推ルタジデ 市

　

町

　

課

中
山
間
地
域

づ
く
り
推
進

課 統
計
分
析
課

広
報
広
聴
課

や
ま
ぐ
ち
未

来
の
ま
ち
開

発
室

政
策
企
画
課

デ
ジ
タ

ル
・
ガ

パ
メ
ン

ト
推
進

課 デ
ジ
タ

ル
政
策

課

行
政
Ｄ
Ｘ
推
進
班

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
班

　

シ
ス
テ

ム
班

　　　　　　　　　　　　　　

′

調
整
班

　

企
画
班

社
会
実
装
推
進
班

地
域
企
画
班

　

行
政
班

財
政
班

　

地
方
債
ｏ
公

営
企
莱
班

税
政
班

地
域
づ
く
り
班

　

や
ま
ぐ
ち
暮
ら
し
創
造
班

統
計
情
報
班

　

人
口
統
計
班

商
工
労
働
統
計
班

経
済
学
事
統
計
班

　

調
査
分
析
班

広
聴
企
画
班

　

広
報
推
進
班

総
務
企
画
班

　

政
策
班

調
整
班

　

土
地
・水
資

源
対
策
班

第
一
編

　

総
規

　　

第
一章

　

組
織

（山
口
県
行
政
組
織
規
則
）

第
一編

　

総
規

　　

第
一
章

　

組
織

（山
口
県
行
政
組
織
規
則
）

部

　

働 労

　

業 産

経
営
金
融
課

企
業
立
地
推

進
課

産
業
脱
炭
素

化
推
進
豊

産
業
政
策
課

局擬応て育子・もどこ 障
害
者
支
援

課 長
寿
社
会
課

義

　

務

　

課

こ
ど
も

家
庭
課

こ
ど
も

政
策
課

新
事
業
支
援
班

技
術
革
新
支
援
班

　

次
世
代
産

業
推
進
班

指
導
班

経
営
支
援
班

　

金
融
支
援
班

総
務
企
画
班

　

産
業
企
画
班

産
業
資
源
班

　

電

力
対
策
班

児
童
環
境
班

青
少
年
・家
庭
福
祉
班

少
子
化
対
策
推
進
班

保
育
・
母
子
保
健
班

在
宅
福
祉
推
進
班

　

施
設
福
祉
推
進
班

　

社
会
参

加
推
進
班

生
涯
現
役
推
進
班

　

地
域
包
括
ケ
ア
推
進
班

　

施

設
班

援
護
班

　

介
護
保
険
班

薬
事
班

　

製
薬
指
導
班

麻
薬
礎
劇
物
班



部

　

築 建

　

木 土

都
市
計
画
課

道
路
建
設
課

道
路
整
備
課

技
術
管
理
課

監

　

理

　

課

漁
港
漁
場
整

備
課

水
産
振
興
課

森
林
整
備
課

森
林
企
画
課

畜
産
振
興
課

農
村
整
備
課

農
薬
振
興
課

調
整
班

　

街
路
公
園
班

市
街
地
整
備
班

　

ま
ち

づ
く
り
推
進
班

　

下
水
道
班

流
域
下
水
道
班

管
理
班

　

建
設
班
‐道
路
企
画
班

路
政
班

　

整
備
班

　

市
町
道
班

経
理
班

　

企
画
班

　

建
設
Ｄ
Ｘ
推
進
班

　

技
術
指

導
班

　

工
事
検
査
班

情
報
管
理
班

　

監
察
班

総
務
管
理
班

　

企
画
調
整
班

建
設
業
班

　

用
地

補
償
班

漁
港
管
理
班

計
画
班

　

整
備
班

水
産
管
理
班

経
営
体
育
成
班

　

生
産
振
興
班

漁
業
調
整
取
締
班

林
地
保
全
班

　

浩
山
林
道
班

　

造
林
保
護
班

林
業
振
興
班

　

林
業
企
画
班

事
業
体
支
援
班

畜
産
経
営
班

　

衛
生
・
飼
料
班

　

生
産
班

経
理
班

　

改
良
医
指
導
班

整
備
班

　

技
術
管
理

班

　

計
画
調
整
班

農
地
調
整
班

　

農
産
班

園
芸
振
興
班

　

農
業
技

術
班

経
営
体
育
成
班

築部

都市計画課
畑僅職推獅醐公幅細道獅街獅唖禰細道膿

２

　

前
項
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
課
に
そ
れ
ぞ

れ
同
表
の
中
細
に
掲
げ
る
分
室
を
置
き
、
こ
れ
ら
の
分
室
に
そ
れ
ぞ
れ
同
表

　

の
下
欄
に
掲
げ
る
班
を
置
く
。

住

　

宅

　

課

建
築
指
導
課

港

　

湾

　

課

河

　

川

　

課

砂

　

防

　

課

山
ロ
き
ら
ら

俸
記
念
公
園

交
流
拠
点
化

推
進
室

管
理
班

　

住
宅
企
画
班

民
間
住
宅
支
援
班

　

県

営
住
宅
管
理
班

　

県
営
住
宅
計
画
班

　

県
営
住
宅

整
備
班

管
理
班

　

指
導
班

　

審
査
班

開
発
審
査
班

　

営

繕
調
整
班

　

営
繕
第
一
班

営
繕
第
二
班

　

電
気

設
備
班

機
械
設
備
班

管
理
班

　

港
政
班

計
画
振
興
班

　

事
業
班

水
政
班

　

計
画
調
整
班

事
業
班

　

ダ
ム
班

管
理
班

砂
防
保
全
班

　

災
害
復
旧
班

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

課

　　　　

分

　

室

防
災
危
機
管

理
課

Ｂ

〔山
口
例
①
二
三
五
八
～
六
０
〕

　

キー」

　

－

　　　

①

　

　

　　　　　

五

消
防
防
災
航

空
セ
ン
タ
ー

Ｂ

〔山
ロ
例
①
二
三
五
八
～
六
０
〕

３

　

第
一
項
に
規
定
す
る
課
の
う
ち
、
人
事
課
、
政
策
企
画
課
、
県
民
生
活

課
、
厚
政
課
、
産
業
政
策
課
、
観
光
政
策
課
、
農
林
水
産
政
策
課
及
び
監
理

課
を
こ
れ
ら
の
課
が
そ
れ
ぞ
れ
属
す
る
部
の
主
管
課
と
す
る
。

　　　　

（昭
四
四
規
則
一
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昭
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規
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．昭
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規
則
二
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・
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○
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三
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－昭
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則
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‐
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規
則

　　　　

二
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・昭
六
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規
則
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五
・
平
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則
一

　

一
・
平
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規
則
一
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三
規
則
ー
六
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四
規
則
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・
平
五
規
則
一
四
－平
六
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則
一
八
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則
一
〇
八
・
平
八
規
則
三

　　　　

四
－平
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規
則
四
榊
・平
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規
則
二
一
・乎
：
規
則
三
八
・
平
一
二
規
則
五
六
・

　　　　

平
一
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規
則
一
五
・
平
一
四
規
則
二
九
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一
五
規
則
三
０
‐平
一
六
規
則
二
七
・
平

　　　　

一
七
規
則
三
九
・
平
一
八
規
則
六
一
・
平
一
九
規
則
三
二
・
平
二
〇
規
則
三
一
・
平
二

　　　　

一
規
則
二
八
・
平
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；
規
則
一
七
・
平
二
三
規
則
一
八
・平
二
四
規
則
二
二
・平
二
五

　　　

第
一
編

　

総
規

　　

第
一
章

　

組
織

（山
口
県
行
政
組
織
規
則
）

国
際
課

県
民
生
活
課

旅
券

セ
ン

夕
．１

消
費
生
活
セ

ン
タ
ー

消
費
者
政
策
班

消
費
者
教
育
ｏ相
談

班

　　

・

部

　

務 総 部

人事課，リ、
室・諜

ー

　

行
幸
啓
等
皇
室
に
関
す
る
こ
と
。

二

　

組
織
及
び
定
員
に
関
す
る
こ
と
。

三

　

職
員
の
任
免
、
給
与
、
分
限
、
懲
戒
及
び
服
務
に
関
す

る
こ
と
。

四

　

職
員
の
人
事
評
価
及
び
研
修
に
関
す
る
こ
と
。

五

　

栄
典
及
び
表
彰
に
関
す
る
こ
と
。

六

　

人
事
委
員
会
と
の
連
絡
に
関
す
る
こ
と
。

七

　

庁
中
儀
式
に
関
す
る
こ
と
。

八

　

行
政
運
営
の
合
理
化
及
び
近
代
化
に
関
す
る
研
究
及
び

推
進
に
関
す
る
こ
と
。

九

　

行
政
一般
の
監
察
に
関
す
る
こ
と
。

ナ

　

事
務
考
査
に
関
す
る
こ
と
。

分
掌
事
務

　　　　

規
則
二
八
・
平
＝
六
規
則
二
四
・
平
二
七
規
則
二
七
・平
二
八
規
則
三
二
・
平
二
九
規

　　　

則
一
九
・
平
三
〇
規
則
二
九
・平
三
一
規
則
一
八
・令
二
規
則
一
八
・令
三
規
則
四
六

　　　　

・令
四
規
則
二
九
・令
五
規
則
三
一
・
一
部
改
正
）

　　　　

無
二
款

　

課
、
室
及
び
分
室
の
分
掌
事
務

　　　　

昭^
六
三
規
則
一
五
・平
一
八
規
則
六
一
・改
称
）

　

（課
へ
室
及
び
分
室
の
分
掌
事
務
）

第
九
条

　

課
及
び
室
の
分
掌
事
務
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

九
＝

第
一編

　

総
現

　　

第
一章

　

組
織

（山
口
県
行
政
組
織
規
則
）



リ・物葉廃 課 生 衛 活 生

一

　

廃
棄
物
対
策
及
び
リ
サ
イ
ク
ル
の
促
進
に
関
す
る
総
合

調
整
に
関
す
る
こ
と
。

二

　

産
業
廃
棄
物
に
関
す
る
こ
と
。

三

　

一
般
廃
棄
物
に
関
す
る
こ
と
。

と
。

　　　　　　

「

　

．
・

　

・．：

：

　

．
ｒ
：
－′‘

　

．．．
＃【
き
こ
Ｍ縄
一

一ニ

　

ね
ｒ
：
＝

：

豪

　

雪
．′

す
る
こ
と
。

四

　

：

：

．ｒ

　

．二

　

．
・二
，
；

　　　

迄
に
ｇ
ｒ
．つ
い
」と
。

五

　

住
宅
宿
泊
事
業
に
関
す
る
こ
と
。

六

　

墓
地
、
埋
葬
等
に
関
す
る
こ
と
。

七

　

建
築
物
に
お
け
る
衛
生
的
環
境
の
確
保
に
関
す
る
こ

　

と
。

八

　

水
道
に
関
す
る
こ
と
。

九

　

飲
料
水
の
適
否
検
査
等
に
関
す
る
こ
と
。

十

　

安
心
で
安
全
な
食
の
確
保
に
関
す
る
こ
と
。

十
一

　

食
品
衛
生
に
関
す
る
こ
と
。

十
二

　

食
品
に
関
す
る
表
示
に
関
す
る
こ
と
。

十
三

　

調
理
師
、
製
菓
衛
生
師
及
び
ふ
ぐ
処
理
師
に
関
す
る

　

こ
と
。

十
四

　

食
肉
の
衛
生
に
関
す
る
こ
と
。

十
五

　

化
製
場
等
に
関
す
る
こ
と
。

十
六

　

動
物
の
管
理
に
関
す
る
こ
と
。

十
七

　

動
物
愛
護
セ
ン
タ
ー
に
関
す
る
こ
と
。

第
一
編

　

総
現

　　

第
一
章

　

組
織

（山
口
県
行
政
組
織
規
則
）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

九
八

課

　

策 政 塘 環 課画参同共女男

一

　

興
行
場
、
旅
館
及
び
公
衆
浴
場
に
関
す
る
こ
と
。

二

　

理
容
師
、
美
容
師
及
び
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
業
に
関
す
る
こ

一

　

環
境
の
保
全
及
び
快
適
な
地
域
環
境
の
形
成
に
係
る
基

本
的
施
策
の
企
画
、
調
整
及
び
推
進
に
関
す
る
こ
と
。

二

　

環
境
基
本
計
画
の
推
進
に
関
す
る
こ
と
。

三

・
：
．，ノ
こ
Ｅ
，
．
モ

　　　　　　　　　　

ー
こ
つ
い

て
の
報
告
に
関
す
る
こ
と
。

四

　

地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進
に
関
す
る
こ
と
。

五

　

環
境
の
管
理
に
関
す
る
こ
と
。

六

　

公
害
の
紛
争
等
の
処
理
に
関
す
る
こ
と
。

七

　

公
害
防
止
計
画
の
策
定
及
び
推
進
に
関
す
る
こ
と
。

八

　

大
気
の
汚
染
の
防
止
等
に
関
す
る
こ
と
り

九

　

騒
音
及
び
振
動
の
防
止
等
に
関
す
る
こ
と
。

十

　

悪
臭
の
防
止
等
に
関
す
る
こ
と
。

十
一

　

化
学
物
質
の
対
策
に
関
す
る
こ
と
。

十
二

　

水
質
の
汚
濁
の
防
止
等
に
関
す
る
こ
と
。

十
三

　

環
境
影
響
評
価
の
審
査
及
び
指
導
に
関
す
る
こ
と
。

一

　

男
女
共
同
参
画
の
推
進
及
び
総
合
調
整
に
関
す
る
こ

と
ｏ

　　　　　　　　　　　

．

一
一

　

男
女
共
同
参
画
相
談
セ
ン
タ
ー
及
び
大
内
寮
に
関
す
る

こ
と
。

一

　

興
行
場
、
旅
館
及
び
公
衆
浴
場
に
関
す
る
－

二

　

理
容
師
、
美
容
師
及
び
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
業
に
関
す
る
こ

Ｂ

【山
口
例
①
二
三
五
八
～
六
○
〕

Ｂ
〔山
口
例
①
二
三
五
八
～
六
○
〕

課 策 政

　

療

　

医

一

　

国
民
健
康
保
険
に
関
す
る
こ
と
。

‘工

　

後
期
高
齢
者
医
療
に
関
す
る
こ
と
。

一

　

医
師
及
び
歯
科
医
師
に
関
す
る
こ
と
。

二

　

保
健
師
、
助
産
師
及
び
看
護
師
（健
康
増
進
課
の
主
管

に
属
す
る
も
の
を
除
く
。）
に
関
す
る
こ
と
。

三

　

保
健
医
療
計
画
に
関
す
る
こ
と
。

四

　

救
急
医
療
及
び
へ
き
地
医
療
に
関
す
る
こ
と
。

五

　

死
体
解
剖
、
角
膜
移
植
そ
の
他
医
療
社
会
事
業
に
関
す

る
こ
と
。

六

　

が
ん
対
策
に
関
す
る
こ
と
。

七
．
周
産
期
医
療
対
策
に
関
す
る
こ
と
。

＼

　

－

　　　

．、：
．…
…
迄
；
ｆ
之
餐
鉾
等
こ
き
ー
る
こ

　　　　　

ー；
－≦
↓ノ≧
－“
‘

と
。

五

　

生
活
困
窮
者
の
自
立
支
援
に
関
す
る
こ
と
。

六

　

重
度
心
身
障
害
者
医
療
費
、
乳
幼
児
医
療
費
及
び
ひ
と

り
親
家
庭
医
療
費
の
公
賓
助
成
に
関
す
る
こ
と
。

七

　

民
生
委
員
等
に
関
す
る
こ
と
。

八

　

災
害
救
助
に
関
す
る
こ
と
。

九

　

厚
生
統
計
調
査
に
関
す
る
こ
と
。

十

　

健
康
福
祉
セ
ン
タ
Ｔ
、
社
会
福
祉
事
務
所
、
保
健
所
、

福
祉
総
合
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
及
び
環
境
保
健
セ
ン
タ
ー

に
関
す
る
こ
と
。

五

　

生
活
困
窮
者
の
自
立
支
援
に
関
す
る
こ
と
。

六

　

重
度
心
身
障
害
者
医
療
費
、
乳
幼
児
医
療
費
及
び
ひ
と

り
親
家
庭
医
療
費
の
公
賓
助
成
に
関
す
る
こ
と
。

七

　

民
生
委
員
等
に
関
す
る
こ
と
。

八

　

災
害
救
助
に
関
す
る
こ
と
。

九

　

厚
生
統
計
調
査
に
関
す
る
こ
と
。

十

　

健
康
福
祉
セ
ン
タ
Ｔ
、
社
会
福
祉
事
務
所
、
保
健
所
、

福
祉
総
合
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
及
び
環
境
保
健
セ
ン
タ
ー

に
関
す
る
こ
と
。

　　　

一

　

国
民
健
康
保
険
に
関
す
る
こ
と
。

　

・ず
‘工

　

後
期
高
齢
者
医
療
に
関
す
る
こ
と
。

第
一
編

　

総
規

　　

第
一
章

　

組
織

（山
口
県
行
政
組
織
規
則
）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・九
九

部

　

祉 福

　

康 健

課 政 厚 課 護 保 然

　

目 課旗策対ルクイサ

一

　

保
健
、
医
療
及
び
福
祉
に
関
す
る
基
本
的
施
策
の
企

画
、
調
整
及
び
推
進
に
関
す
る
こ
と
。

二

　

社
会
福
祉
事
業

（他
の
課
の
主
管
に
属
す
る
も
の
を
除

く
。）
に
関
す
る
こ
と
。

三

　

生
活
保
護
に
関
す
る
こ
と
。

四

　

保
護
施
設
に
関
す
る
こ
と
。

一

　

自
然
保
護
の
啓
発
に
関
す
る
こ
と
。

二

　

自
然
環
境
保
全
地
域
、
緑
地
環
境
保
全
地
域
及
び
自
然

記
念
物
の
指
定
及
び
保
全
に
関
す
る
こ
と
。

三

　

自
然
海
浜
保
全
地
区
の
指
定
及
び
保
全
に
関
す
る
こ

　

と
一。

四

　

自
然
公
園
の
整
備
及
び
管
理
に
関
す
る
こ
と
。

五

　

自
然
公
園
の
保
護
及
び
利
用
計
画
に
関
す
る
こ
と
。

六

　

鳥
獣
の
保
護
及
び
管
理
並
び
に
狩
猟
に
関
す
る
こ
と
。

七

　

希
少
な
野
生
生
物
の
保
護
に
関
す
る
こ
と

（他
の
課
の

主
管
に
属
す
る
も
の
を
除
く
。）。

八

　

環
境
緑
化
に
関
す
る
こ
と
。

九

　

自
然
公
園
施
設
及
び
自
然
観
察
公
園
に
関
す
る
こ
と
。

四

　

循
環
型
社
会
の
形
成
の
推
進
に
関
す
る
こ
と
。

五

　

浄
化
槽
に
関
す
る
こ
と

（浄
化
槽
工
事
業
者
に
関
す
る

も
の
を
除
く
。）。

六

　

下
水
道
の
整
備
等
に
伴
う
一
般
廃
棄
物
処
理
業
等
の
合

理
化
に
関
す
る
こ
と
。

ｒイ＊＼



層
．

十
二

　

精
神
保
健
に
関
す
る
こ
と
。

十
三

　

難
病
に
関
す
る
こ
と
。

ー０
０

十
四

　

保
健
師
業
務
の
指
導
に
関
す
る
こ
と
。

十
五

　

精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
及
び
健
康
づ
く
り
セ
ン

　

タ
ー
に
関
す
る
こ
と
。

一

　

薬
事
に
関
す
る
こ
と
。

二

　

薬
剤
師
に
関
す
る
こ
と
。

三

　

毒
物
及
び
劇
物
並
び
に
麻
薬
、
覚
醒
剤
そ
の
他
の
薬
物

　

に
関
す
る
こ
と
。

四

　

血
液
対
策
に
関
す
る
こ
と
。

五

　

温
泉
に
関
す
る
こ
と
。

課

　

会

　

社

　

寿 長

一

　

高
齢
者
対
策
の
総
合
調
整
に
関
す
る
こ
と
。

二

　

高
齢
者
の
福
祉
に
関
す
る
こ
と
。

ーニ

　

老
人
福
祉
施
設
に
関
す
る
こ
と
。

四

　

戦
傷
病
者
、
戦
没
者
遺
族
、
引
揚
者
等
の
援
護
に
関
す

　

る
こ
と
一。

五

　

旧
軍
人
軍
属
等
の
恩
給
等
に
関
す
る
こ
と
。

六

　

戦
没
者
の
鰍
鶏
に
関
す
る
こ
と
。

七

　

介
護
保
険
に
関
す
る
こ
と
。

Ｂ
〔山
口
例
①
二
三
五
八
～
六
０
〕

者害障

一

　

障
害
者
及
び
障
害
児
の
福
祉
に
関
す
る
こ
と
。

二

　

心
身
障
害
者
扶
養
共
済
制
度
に
関
す
る
こ
と
。

三

　

障
害
者
支
援
施
設
等
に
関
す
る
こ
と
。

第
一
縞

　

総
規

　　

第
一
軍

　

組
織

（山
口
県
行
政
組
織
規
則
）

課

　

庭

　

家 も

　

ど

　

こ 課策政もどこ 織一

　

児
童
の
福
祉

（障
害
者
支
援
課
の
主
管
に
属
す
る
も
の

を
除
く
。）
に
関
す
る
こ
と
。

二

　

助
産
施
設
、
乳
児
院
及
び
児
童
養
護
施
設
に
関
す
る
こ

　

と
。

ーニ

　

児
童
委
員
等
に
関
す
る
こ
と
。

四

　

青
少
年
の
健
全
育
成
の
推
進
及
び
調
整
に
関
す
る
こ

と
。

五

　

母
子
家
庭
及
び
父
子
家
庭
並
び
に
寡
婦
の
福
祉
に
関
す

　

る
こ
と
。

六

　

母
子
生
活
支
援
施
設
に
関
す
る
こ
と
。

七

　

児
童
扶
養
手
当
、
特
別
児
童
扶
養
手
当
及
び
児
童
手
当

に
関
す
る
こ
と
。

八

　

児
童
相
談
所
、
育
成
学
校
、
み
ぼ
り
学
園
及
び
母
子
・

父
子
福
祉
セ
ン
タ
ー
に
関
す
る
こ
と
。

一

　

児
童
の
福
祉

（障
害
者
支
援
課
及
び
こ
ど
も
家
庭
課
の

主
管
に
属
す
る
も
の
を
除
く
。）
に
関
す
る
こ
と
。

二

　

少
子
化
対
策
の
推
進
及
び
調
整
に
関
す
る
こ
と
。

三

　

教
育
・
保
育
施
設
に
関
す
る
こ
と
。

四

　

母
子
保
健
に
関
す
る
こ
と
。

四

　

知
的
障
害
者
更
生
相
談
所
、
身
体
障
害
者
更
生
相
談

所
、
身
体
障
害
者
福
祉
セ
ン
タ
ー
、
点
字
図
書
館
及
び
聴

覚
障
害
者
情
報
セ
ン
タ
１
に
関
す
る
こ
と
。

課 進 増 康 健 課

　

険 保 務

　

医

一

　

地
域
保
健
に
関
す
る
思
想
の
普
及
及
び
向
上
に
関
す
る

ご
と
。

ニ

　

ー
．
：
，
正
ヂ
ー
．ｉ
ヨ
キ
’

　

，

　　　　

．・二

惚
こ
関

す
る
ご
と
。

三

　

健
康
づ
く
り
の
指
導
に
関
す
る
ご
と
。

四

　

栄
養
改
善
及
び
栄
養
士
に
関
す
る
こ
と
。

五

　

健
康
増
進
事
業
に
関
す
る
ご
と
。

六

　

食
育
に
関
す
る
ご
と
。

七

　

身
体
障
害
児
の
だ
け
ヨ
は
．べ
圭

　　

三
．ご
に
結
核

　

児
童
の
療
育
医
療
に
関
す
る
ご
と
。

八

　

診
療
放
射
線
技
師
及
び
診
療
エ
ッ
ク
ス
線
技
師
並
び
に

　

臨
床
検
査
技
師
及
び
衛
生
検
査
技
師
に
関
す
る
ご
と
。

九

　

結
核
、
エ
イ
ズ
そ
の
他
の
感
染
症
に
関
す
る
こ
と
。

十

　

検
疫
に
関
す
る
こ
と
。

十
一

　

予
防
接
種
に
関
す
る
ご
と
。

三

　

理
学
療
法
士
及
び
作
業
療
法
士
に
関
す
る
こ
と
。

四

　

あ
ん
摩
マ
ッ
サ
ー
ジ
指
圧
師
、
は
り
師
、
き
ゅ
う
師
及

び
柔
道
整
後
師
に
関
す
る
こ
と
。

五

　

病
院
、
診
療
所
及
び
助
産
所
に
関
す
る
こ
と
。

六

　

原
子
爆
弾
被
爆
者
の
援
護
に
関
す
る
こ
と
。

七

　

萩
看
護
学
校
に
関
す
る
こ
と
。

八

　

地
方
独
立
行
政
法
人
山
口
県
立
病
院
機
構
に
関
す
る
こ

　

と
。

第
一
編

　

総
規

　　

第
一
章

　

組
織

（山
口
県
行
政
組
織
規
則
）

Ｂ
〔山
口
例
①
二
三
五
八
～
六
０
〕

ー０
ー

室進推化秦炭脱業産 課 策 政 葉 産

一

　

企
業
等
の
誘
致
に
関
す
る
こ
と
。

二

　

産
業
団
地
等
の
整
備
に
関
す
る
こ
と
。

三

　

工
場
立
地
の
適
正
化
に
関
す
る
こ
と
。

　　　　　　　　　　

．
：

′メ
ーｉ
‘
－

　　　　　　

」
．」
；

　

－
ー
；
′
ーヤ
の
企
画
、
総

合
調
整
及
び
推
進
に
関
す
る
こ
と
。

一

　

産
業

（農
林
水
産
業
を
除
く
Ｊ

及
び
労
働
に
関
す
る

施
策
の
総
合
企
画
及
び
調
整
に
関
す
る
こ
と
。

二

　

産
業
経
済
動
向
等
の
把
握
に
関
す
る
こ
と
。

三

　

火
薬
類
の
取
締
り
に
関
す
る
こ
と
。

四

　

採
石
に
関
す
る
こ
と
。

五

　

砂
利
の
採
取
に
関
す
る
こ
と

河^
川
区
域
及
び
河
川
保

全
区
域
並
び
に
一
般
海
域
に
係
る
砂
利
の
採
取
計
画
の
認

可
等
に
関
す
る
も
の
を
除
く
。）。

六

　

電
気
工
事
士
及
び
電
気
工
事
業
者
に
関
す
る
こ
と
。

七

　

電
源
及
び
石
油
貯
蔵
施
設
の
立
地
調
整
等
に
関
す
る
こ

　

と
ーｏ

八

　

大
阪
事
務
所
及
び
計
量
検
定
所
に
関
す
る
こ
と
。

t_izac
ハイライト表示



○一般職の職員等の旅費に関する条例
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山ロ県条例第六十号
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定例県議会の議決を経て一般職の職員等の旅費に関する条例を次のように定める。

　　

一般職の職員等の旅費に関する条例

目 次 ・

　　　

，

　

●

　　　

、

　

第一章

　

総則（第一条－第十五条）

　

第二章

　

旅費額（第十六条」第二十九条）

　

第三章

　

雑則（第三十条一策三十三条）

　

附則

　　　　　　

第一章

　

総則

　　　　

（趣旨）

　　　

第一条

　

この条例は、 公務のために旅行する一般職に属する職員（市町村立学校職員給与負担法（昭和二

【

　

・

　

十三年法律第百三十五号）第一条及び第二条に規定する職員を含む。）で地方公営企業法（昭和二十七

　　　　

年法律第二百九十二号．）第十五条第一項に規定する企業職員及び地方公務員法（昭和二十五年法律第二

　　　　

百六十一号）第五十七条に規定する単純な労務に雇用される者以外のもの（以下 「職員」 という。）等

　　　　

に対し支給する旅費について必要な事項を定めるものとする。

　　　

２

　

県が職員及び職員以外の者に対し支給する旅費については、 別に定めがあるものを除くほか、．この

　　　　

条 例の定めるところによる。

（昭三七条例二五・全改、 昭四〇条例三・昭四〇条例五三●・昭四一条例四七・一部改正）

　

（用語の意義）

第二条

　

この条例において次の各号に掲げる用語の意義は、 当該各号に定めるところによる。

　

′－

　

旅行命令権者， 旅行命令又は旅行依頼の権限を有するものをいう。

　

二

　

内国旅行

　

本邦（本州、 北海道、 四国、九州及びこれらに附属する島の存する領域をいう。 以下

　　

同じ。）における旅行をいう。

　

三

　

，外国旅行

　

本邦と外国（本邦以外の領域（公海を含む。）をいう。）との間における旅行及び外国に

　　

おける旅行をいう。

　

四

　

出張

　

職員が公務のため一時その在勤公署（常時勤務する在勤公署のない職員については、 その

　

．住所又は居所）を離れて旅行することをいう。

　

五

　

赴任

　

採用された職員が、 その採用に伴う移転のため住所若しくは居所から在勤公署に旅行し、

　

又は転任を命ぜられた職員がその転任に伴う移転のため旧在勤公署から新在勤公署に旅行すること

　

をいう。

六

　

帰住

　

職員が退職し、 又は死亡した
．場

合において、 その職員若しくはその扶養親族又はその遺族

　

が生活の根拠地となる地に旅行するこ．とをいう。

七

　

．扶養親族

　

職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。 以下同

　

じ。）、 子、 父母、 孫、 祖父母及び兄弟姉妹で主として職員の収入によって生計を維持している者

　

をいう。



＼

　

－）

八ｒ

　

遺族． 職員の配偶者、 子、 父母、 孫、 祖父母及び兄弟姉妹並びに職員の死亡当時職員と生計を－

　

にしていた他の親族をいう。

この条例において 「何級の職務」 という場合には、 一般職の職員の給与に関する条例（昭和二十六年

山口県条例第二号）第四条第一項第一号に規定する行政職給料表及び一般職に属する学校職員の給与

に関する条例（昭和二十七年山口県条例第六号）第五条第一項第一号に規定する行政職給料表による当

該級の職務並びに行政職給料表の適用を受けない者について規則で定めるこれに相当する職務をいう

ものとする。

この，条例において 「何々地」 という場合には、 市町村の存する地域（都の特別区の存する地域にあっ

ては、 特別区の存する全地域）をいうものとする。 ただし、 「在勤地」 という場合には、 在勤公署か

ら八キロメートル以内の地域をいうもの，とする。

（昭三二条例一九・昭六〇条例三五・平一○条例七・－－部改正）

　

（旅費の支給）

第三条

　

職員が出張し＼ 又は赴任した場合には・ 当該職員に対し、 旅費を支給する。

　

●

　　　

・ （「

２

　

職員又はその遺族が次の各号のいずれかに該当する場合には、 当該各号に掲げる者に対し、 旅費を

　

支給する。

　

一

　

職員が出張又は赴任のための内国旅行（以下単に 「旅行」 という。）中に退職、 免職、 失職又は休

　　

職（以下，
「退職等」 という。）となった場合（当該退職等に伴う旅行を必要としない場合を除く。）に

　　

は、 当該職員

　

二

　

職員が出張又は赴任のための旅行中に死亡した場合には、 当該職員の遺族

　

三

　

職員が死亡した場合において、 当該職員の遺族がその死亡の日の翌日から三月以内にその居住地

　　

を出発して帰住したときには、 当該遺族

３

　

，職員が前項第一号の規定に該当する場合において、 地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十－

　

号）第十六条第一号、 第四号若しくは第二十九条各号に掲げる事由又はこれらに準ずる事由により退

　

職等となったときは、 同項の規定にかかわらず、 同項の規定による旅費は、 支給しない。

４

　

職員又は職員以外の者が旅行命令権者の依頼に応じ、公務の遂行を補助するため旅才テした場合に

　

は、 その者に対しミ 旅費を支給する。

５

　

第ー項、 第二項及び前項の規定により旅費の支給を受けることができる者（その者の扶養親族の旅行

　

について旅費の支給を受けることができる場合には、 当該扶養親族を含む。）が、 その出発前に次条

　

第三項の規定による旅行命令等を取り消され、 又は死亡した場合において、 当該旅行のため既に支出

　

した金額があるときは、 当該金額のうちその者の損失となった金額につき次の各号に定めるものを旅

　

費として支給することができる。

　

一

　

鉄道賃、 船賃、 航空賃若しくは車賃として、 又は宿泊施設の利用を予約するために支払った金額

　　

のうち、 所要の払いもどし手続をとったにもかかわらず、 払いもどしを受けることができなかった

　　

額。 但し、 その額は、 その支給を受ける者が、 当該旅行についてこの条例により・支給を受けること

　　

ができた鉄道運賃、 船賃、 航空賃、 車賃又は宿泊料の額をそれぞれこえることができない。

　

工

　

赴任に伴う住所又は居所の移転のため支払った金額で、 当該旅行についてこの条例により支給を

　　

受けることができた移転料の額の三分の一に相当する額の範囲内の額



　　

６

　

第一項、 第二項及び前二項の規定により旅費の支給を、うけるこ．とができる者（その者の扶養親族の旅

　　　

行について旅費の支給を受けることができる場合には、 当該扶養親族を含む。）が旅行中交通機関の

　　　

事故又は天災その他知事が定める事情により、概算払を受けた旅費額（概算払を受けなかった場合に

　　　

は、．概算払を受けることができた旅費額に相当する額）の全部又は一部を喪失した場合には、 その喪

　　　

失した旅費額の範囲内で次の各号に定める金額を旅費として支給する・ことができる。

　　　

－

　

現に所持していた旅費額（輸送機関を利用するための乗車券、 乗船券等の切符類で当該旅行につ，

　　　　

いて購入したもの（以下 「切符類」 という。）を含む。 以下本条において同じ。）の全部を喪失した

　　　　

時以来の旅行を完了するため、 この条例の規定により支給することができる額

　　　

二

　

現に所持していた旅費額の一部を喪失した場合には、 前号に規定する額から喪失を免れた旅費額

　　　　　

（切符類については、 購入金額のうち、 未使用部分に相当する金額）を差し引いた額

　　　　　　　

（昭四八条例三二・令元条例一五・一部改正）

　　　　

（旅行命令等）

　　　

第四条

　

次の各号に掲げる旅行は、当該各号に掲げる区分により、旅行命令権者の発する旅行命令又は

せ

　　

旅行依頼（以下 「旅行命令等」 という。 日こよって行われなければならない。

　　　　

÷

　

前条第÷顎愛の規定に該当する旅行

　

旅行命令

　　　　

二

　

前条第．四項の規定に該当する旅行

　

旅行依頼

　　　

２ 旅行命令権者は、
．電信、 電話、 郵便等の通信による連絡手段によっては公務の円滑な遂行を図るこ１

　　　　

とができない場合で、 かつ、 予算上旅費の支出が可能である場合に限りミ、旅行命令等を発することが

　　　

で き る。

　　　

３

　

旅行命令権者は、 既に発した旅行命令等を変更（取消しを含む。 以下同じ。）する必要があ
．
ると認め

　　　　

る場合で、 前項の規定に該当する場合には、 自ら又は第五条第一項若し，くは第二項の規定による旅行

　　　

者の申請に基づき、 これを変更することができる。

　　　

４

　

旅行命令権者は、 旅行命令等を発，し、 又はこれを変更するには、 旅行命令簿又は旅行依頼簿（当該旅

　　　　

行命令簿又は旅行依頼簿に記載すべき事項を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人

　　　　

の知覚によっては認識するこ．とができない方式で作られる記録であって、 電子計算機による情報処理

＆

　　

の用に供されるものをいう。 以下同じ。）を含む。）（以下 「旅行命令簿等」 という。）に当該旅行に関

　　　　

する事項の記載又は記録をし、 これを当該旅行者に提示してしな．ければならない。 ただし、 次の各号

　　　　

のいずれかに該当する場合には、 口頭により旅行命令等を発し、 又はこれを変更することができる。

　　　　

－ ・旅行命令簿等に当該旅行に関する事項の記載又は記録をし、 これを提示するいとまがない場合．

　　　　

二

　

公用の交通機関、 宿泊施設等を利用する旅行その他の旅行の性質上、 旅行者が当該旅行の実費を

　　　　　

負担することが見込まれないものとして知事が別に定める場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

５

　

旅行命令権者は、 口頭により旅行命令等を発し、 又はこれを変更した場合には、 できるだけ速やか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　

に旅行命令簿等に当該旅行に関する事項の記載又は記録をし、 これを当該旅行者に提示しなければな

　　　　

らない。 ただし、 前項第二号に該当する場合は、 この限りでない。

　　　

６

　

前二項の旅行命令簿等が電磁的記録で作成されているときは、 電磁的方法（電子情報処理組織を使用

　　　　

する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって知事が定めるものをいう。 以下同じ。）を

　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　

もって提示することができる。



７

　

前三項の規定によ．る旅行命令簿等の提示については、 行政手続等における情報通信の技術の利用に

　

関する条例（平成十，六年山口県条例第三十二号。・以下 「情報通信技術利用条例」という。）第四条の規

　

定はゞ 適用しない。

８

　

旅行命令簿等の記載事項又は記録事項、．様式その他の必要な事項は、′知事が定める。

　　　　

（平 二 条例三八・・一部改正）

　

（旅行命令等に従わない旅行）

第五条

　

旅行者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により旅行命令等（前条第三項の規

　

定により変更された旅行命令等を含む。 以下本条において同じ。）に従って旅行することができない

　

場．合には、 あらかじめ旅行命令権者に変更の必要性を証明するに足る資料を添付して旅行命令等の変

　

更の申請をしなければならな，い。

２

　

旅行者は、 前項の規定による旅行命令等の変更の申請をする′いとまがない場合には、 旅行命令等に

　

従わないで旅行した後、できるだけすみやかに旅行命令権者に旅行命令等の変更の申請をしなければ

　

ならない。

３・旅行者が＼前二項の規定による旅行命令等の変更の申請をせず、又は申請をしたがその変更が認め

　

られなかった場合において、 旅行命令等に従わないで旅行したときは、 当該旅行者は、 旅行命令等に

　

従った限度の旅行に対する旅費のみの支給を受けることができる。

　

（旅費の種類）

第六条

　

旅費の種類は、 鉄道賃、 船賃、 航空賃、 車賃、．旅行雑費ゞ 宿泊料、食卓料、移転料、着後手当

　

及び扶養親族移転料とする。

２

　

鉄道賃は、 鉄道旅行について、 路程に応じ旅客運賃等により支給する。

３

　

船賃は、
．水路旅行について、 路程に応じ旅客運賃等により支給する。

４．・航空賃は、 航空旅行について、 路程に応じ旅客運賃により支給する。

５

　

車賃は、 陸路（鉄道を除く。 以下同じ。）旅行について、 路程に応じ一キロメートル当りの定額又は

ｒ

　

実費額により支給する。
６

　

旅行雑費は、 旅行中の日数に応じ－日当たりの定額により支給する。

７

　

宿泊料は、 旅行中の夜数に応じ一夜当たりの定額により支給する。

８

　

食卓料は、 水路旅行及び航空旅行中の夜数に応じ一夜当た．りの定額により支給する。

９

　

移転料は、 赴任に伴う住所又は居所の移転について、 路程に応じ一．定距離当たりの定額により支給

　

す る。

　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

．
．

　　　　　

・

　　　　　　　

１０

　

着後手当は、 赴任に伴う住所又は居所の移転について、 定額により支給する。

１１

　

扶養親族移転料は、 赴任に伴う扶養親族の移転について支給する。

１２

　

第三十条第一項に規定する旅行については、 第 項に掲げる旅費に代え、 日額旅費を旅費として支

　

，．

　

給することができる。

（平一五条例五二・一部改正）

　

（旅費の計算）

第七条

　

旅費は、 最も経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合の旅費により計算する。 但し、

　

公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により最も経済的な通常の経路又は方法によって旅行

　

し難い場合には、 その現によった経路及び方法によって計算する。



　　

第八条

　

旅費の計算上必要な路程の計算は、次の区分に従い」当該各号に掲げるものにより行うものと

　

・

　　

す る。，

　　　　　　　　

．

　

・

　　

，

　　　　　　

，

　　　　

ー

　

鉄道

　

鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）第十三条第」項に規定する鉄道運送事業者．の調

　　　　　

べに係る鉄道旅客貨物運賃算出表に掲げる路程

　　　　

二

　

水路

　

海上保安庁の調べに係る距離表に掲げる路程

　　　　

三

　

陸路，当該旅行の出発箇所又は目的箇所を起点として知事が定めるところにより計算した路程。

　　　　　

ただし、 陸路と鉄道・、 水路又は航空とにわたる旅行についての陸路は、 鉄道駅、 波止場又は飛行場

　　　　

．．をも起点として計算した路程によることができる。

　　　

２

　

前項の規定により路程を計算し難い場合には、 同項の規定にかかわらず、 知事が別・に定めるところ

　　　　

により路程を計算するものとする。

　　　　　　　

（昭六二条例－六・平一○条例七・平一二条例四八・平一五条例一五・平「九条例三四・平二

　　　　　　

一条例三八・一部改正）

に一

　

第九条 旅費計算上の旅行日卿ま・第三項の規定に該当する場合を除く外・ 旅行のために現に要した日

壕

　　　　

数による。 但し、 公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により．要した日数を除く外、 鉄道旅

　　　　

行にあっては四百キロメートル、 水路旅行にあっては二百キロメ｝トル、 陸路旅行にあっては五十キ

　　　　

ロメ ー トルについて一日の割合をもって通算 した日数をこえることができない。

　　

２

　

前項但書の規定により通算した日数に一日未満の端数を生じたときは、 これを一日とする。

　　

３

　

第三条第二項各号の規定に該当する場合には、 旅費計算上の旅行日数は、 第一項但書及び前項の規

　　　　

定により計算した日数による。

　　　

第十条

　

旅行者が同一地域（第二条第三項に規定する地域区分による地域をいう。 以下同じ。）に滞在す

　　　　

る場合における旅行雑費及び宿泊料は、 その地域に到着した日の翌日から起算して、 次の各号に掲げ

　　　

る額に相当する額をそれぞれの定額から減じた額による。

　　　　

一

　

滞在日数三十日を超える場合には、 その超える日数について定額の一割

　　　　

二

　

滞在日数六十日を超える場合には、 その超える日数について定額の二割

　　

，２

　

同一地域に滞在中一時他の地に出張した日．数は、 前項の滞在日数から除算する。

＆

　　　　

（昭五〇条例四一・平一五条例五二・一部改正）

　　

第十「条・ 削除

　　　　　　　

（平二一条例三八）

　　

第十二条．｝日の旅行において、 旅行雑費又は宿泊料（扶養親族移転料のうちこれらの旅費に相当する

　　　

部分を含む。 以下本条において同じ。）について定額を異にする事由が生じた場合には、 額の多い方

　　　

の定額による旅行雑費又は宿泊料を支給する。

（平一五条例五二・一部改正）

第十三条．鉄道旅行、水路旅行、航空旅行又は陸路旅行中における年度の経過、職務の等級の変更等の

　

ため鉄道賃、 船賃、航空賃又は車賃（扶養親族移転料のうちこれらの旅費に相当する部分を含む。）を

　

区分して計算する必要がある場合には、 最初の目的地に到着するまでの分及びそれ以後の分に区分し

　

て計算する。

（昭，三二条例一九・昭六〇条例三五・平二八条例五・一部改正）

（旅費の請求手続１



第十四条

　

旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給を受けようとす．る旅行者及び概算払に係る旅費の支

　

給を受けた旅行者でその精算をしようとするものは、所定の請求書（当該請求書に記載すべき事項を

　

記録した電磁的記録を含む。 以下この条において同じ。）に必要な書類を添えて、 これを当該旅費の

　

支出又は支払をす．る者（以下 「支払担当者等」 という。）に提出しなければならない。

２

　

概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者は、当該旅行を完了した後所定の期間内に、当該旅行につ

　

いて前項の規定による旅費の精算をしなければならない。

３

　

支払担当者等は、前項の規定による精算の結果過払金があった場合には、 所定の期間内に、当該過

　

払金を返納させなければならない。

４

　

第÷項の請求書が電磁的記録で作成されているときは、 電磁的方法をもって提出することができ

　

る。

５

　

前項の規定により請求書の提出が電磁的方法により行われたときは、知事が定める電子計算機に備

　

えられたファイルへの記録がなされた時に当該請求書を提出したものとみなす。

６

　

第一項の請求書の提出については、 情報通信技術利用条例第三条の規定は、．
適用しない。

　　　

・

　　　

．，

７

　

第一項の規定する請求書及び必要な添付書類の種類、 記載事項又は記録事項及び様式並びに第二項

　

及び第三項に規定する期間その他の必要な事項は、 知事が定める。

　　　　

（昭四一条例一九・平二「条例三八・÷部改正）

　

（職員以外の者の旅費）

第十五条

　

第三条第四項の規定により支給する旅費は、 別に定める場合の外、この条例又は山口県実費

　

弁償条例（昭和三十一年山口県条例第二十二号）の規定に準じて知事が定める。

　　　　

（昭四一条例一九・一部改正）

　　　

第二章

　

旅費額

　

（鉄道賃）

第十六条

　

鉄道賃の額は、 次の各号に規定する旅客運賃（以下この条において 「運賃」 という。）、 急行

　

料金及び特別車両料金並びに座席指定料金による。

　

ー その乗車に要する運賃

　

二

　

急行料金を徴する列車を運行する線路による旅行の場合には、 前号に規定する運賃のほか、 急行

　

：、

　　

料金

　

一

　

二級以上の職務にある者が特別車両料金を徴する客車を運行する線路による旅行をする場合に

　　

は●、 第一号に規定する運賃及び前号に規定する急行料金のほか、 特別車両料金

　

四

　

座席指定料金を徴する客車を運行する線路によ，る旅行の場合には、 第一号に規定する運賃、 第二．

　　

号に規定する．急行料金及び前号に規定する特別車両料金のほか、
．座席指定料金

２

　

前項第二号に規定する急行料金は、 次の各号のいずれかに該当する場合に限り、 支給する。

　

一

　

特別急行列車を運行する線路による旅行で片道百キロメートル以上のもの

　

二

　

普通急行列車を運・行する線路による旅行で片道五十キロメートル以上のもの

３

　

第一項第四号に規定する座席指定料金は、特別急行列車又は普通急行列車を運行す・る線路による旅

　

行で片道百キロメートル以上のものに該▲当する場合に限り、・支給す
，
る。



（昭三二条例一九・昭三三条例四八・昭三五条例三八・昭四〇条例三〆．昭四一条例一九・昭四

四条例二一・昭四七条例五０・昭五四条例二七・昭六〇条例三五・平二条例一七・平二一条

例三八・一部改正）

（船賃）

　　

．第十七条

　

船賃の額は、・次の各号に規定する旅客運賃 は しけ賃及び桟橋賃を含む。 以下この条におい

　　　

て 「運賃」 という。）、 寝台料金及び特別船室料金並びに座席指定料金による。

　　　

－

　

運賃の等級を三階級に区分する船舶に．よる旅行の場合には．、 次に規定する運賃

　　　　

イ

　

二級以上の職務にある者については、 中級の運賃

　　　　　

ロ

　

級の職務にある者については、下級の運賃

　　　

二

　

運賃の等級を二階級に区分する船舶による旅行の場合には、 次に規定する運賃

　　　　

イ

　

二級以上の職務にある者については、 上級の運賃

　　　　

ロ

　

ー級の職務にある者については、 下級の運賃

　　　

三

　

運賃の等級を設けない船舶による旅行の場合には、 その乗船に要する運賃

辻－－

　　

四

　

公務上の必要によりＢ１ｉに寝台料金●を必要とした場合には、 前三号に規定する運賃のほか・ 現に支

　　　　　

払 った寝台料金

　　　　

五

　

二級以上の職務にある者が第三号の規定に該当する船舶で特別船室料金を徴するものを運行する

　　　　　

航路による．旅行をする場合には、 同号に規定する運賃及び前号に規定する寝台料金のほか、 特別船

　　　　　

室料金

　　　　

六・座席指定料金を徴する船舶を運行する航路による旅行の場合には、前各号に規定する運賃及び料

　　　　　

金のほか、 座席指定料金

　　　

２

　

前項第一号又は第二号の規定に該当する場合において、 同一階級の運賃を更に二以上に区分する船

　　　　

舶による旅行の場合には、 当該各号の運賃は、 同÷階級内の最上級の運賃による。

　　　　　　　

（昭三二条例一九・昭三七条例二五・昭四〇条例三・昭四一条例一九・昭四四条例二一・昭四

　　　　　　　

七条例五○．昭五四条例二七・昭六○条例三五・平二条例－七・一部改正）

　　　　

（航 空賃）

ー

　

第十八条 航空賃の澱ま 現に支払った旅客運賃による。

　　　

（車賃）

　　　

第十九条

　

車賃の額は、 一キロメートルにつき三十円とする。
・
ただし、 公務上の必要又は天災その他や

　　　　

むを得ない事情により定額の車賃で旅行の実費を支弁す，ることができない場合には、 実費額による。

　　　

２

　

車賃は、 全路程を通算して計算する。

　　　

３

　

前項の規定により通算した路程に一キロメートル未満の端数を生じたと 澱ま、 これを切り捨てる。

　　　　　　　

（昭四八条例三二・昭四九条例九・昭五四条例二七・平二条例－七・平二一条例三八・●一部改

　　　　　　

正）‐

　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　

′

　　　　

（旅行雑費）

　　　

第二十条＼旅行雑費の額は、 一日につき三百円とする。

　　　

２

　

一回の旅行において、 目的地が県外であり、
●かつ、 当該目的地以外の目的地がないものとした場合

　　　　

の路程が百キロメートル以上の旅行における旅行雑費の額は、 前項の規定にかかわらず、 次の各号に

　　　

、 掲げる区分に応じ、 当該各号に定める額による。



ー

　

公共交通機関による旅行 一日につき

　

二千四百円

二

　

公共交通機関によらない旅行 一日につき

　

千二百円

（平一五条例五二・全改、・平二一条例三八・÷部改正）

　

（宿泊料）

第二十一条

　

宿泊料の額は、 宿泊地の区分に応じた別表の定額による。
２

　

宿泊料は、 水路旅行及び航空旅行については、 公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情によ

　

り上陸又は着陸して宿泊した場合に限り、支給するｄ

　

（食卓料）

　　　

．

第二十二条

　

食卓料の額は、 別表の定額による。

２

　

食卓料は、船賃若しくは航空賃の外に別に食費を要する場合又は船賃若しくは航空賃を要しないが

　

食費を要する場合に限り、 支給する。

　

（移転料）

第二十三条

　

移転料の額は、 次の各号に規定する額による。

　

－

　

赴任の際扶養親族を移転する場合には、 旧在勤地から新在勤地までの路程に応じた別表の定額に

　

｛
・

・

　　

よ る 額

　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　

，

　

二

　

赴任の際扶養親族を移転しない場合には、 前号に規定する額の二分の一に相当する額

　

三

　

赴任の際扶養親族を移転しないが赴任を命ぜられた日の翌日から一年以内に扶養親族を移転する

　　

場合には、 前号に規定する額に相当する額（赴任の後扶養親族を移転するまでの間に更に赴任があ

　

．

　　

つた場合には、 各赴任について支給することができ．る前号に規定する額に相当する額の合計額）

２

　

前項第三号の場合において、 扶養親族を移転した際における移転料の定額が、 職員が赴任した際の

　

移転料の定額と，異なるときは、同号の額は、扶養親族を移転した際における移転料の定額を基礎とし

　

て計算する。

３

　

旅行命令権者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情がある場合には、第一項第三号に

　

規定する期間を延長することができる。

　

（着後手当）

第二十四条

　

着後手当の額は、 旅行の区分に応じた旅行雑費定額の五日分及び赴任に伴い住所又は居所

　　

モ

　

を移転した地の存する地域の区分に応じた宿泊料定額の五夜分に相当する額による。
（平一五条例五二・一部改正）

　

（扶養親族移転料）

第二十五条

　

扶養親族移転料の額は、 次の各号に規定す・る額に，よる。

　

－

　

赴任の際扶養親族を旧在勤地から新在勤地まで随伴する場合には、赴任を命ぜられた日における

　　

扶養親族一人ごとに、 その移転の際における年令に従い、 次の各号に規定する額の合計額

　　

イ

　

十二歳以上の者については、 その移転の際における職員相当の鉄道賃、 船賃、 航空賃及び車賃

　

の全額並びに旅行雑費、 宿泊料、 食卓料及び着後手当の三分の二に相当する額

ロ

　

十二歳未満六歳以上の者については、 イに規定する額の二分の一に相当する額

ノ・ 六歳未満の者については、 その移転の際における職員相当の旅行雑費、 宿泊料、－食卓料及び着

　

後手当の三分の一に相当する額。 ただし、 六歳未満の者を三人以上随伴するときは、 二人を超



　　

える者ごと，にその移転の際における職員相当の鉄道賃及び船賃の二分の一に相当する金額を加

　

算する。
一

　

前号の規定に該当する場合を除くほか、第二十三条第一項第÷号又は第三号の規定に該当する場

　

合には、 扶養親族の旧居住地から新居住地までの旅行について前号の規定に準じて計算した額。 た

　

だし、 前号の規定により支給することができる額に相当する額（赴任の後扶養親族を移転するまで

　

の間に更に赴任があった場合には、 各赴任について前号の規定により支給することができる額に相

　

当する額の合計額）を超えることができない。

三

　

第一号イからハまでの規定により宿泊料、 食卓料及び着後手当の額を計算する場合において、 当

　

該旅費の額に円位未満の端数を生じたときは、 これを切り捨てるものとする。

職員が赴任を命ぜられた．日において胎児であった子をその赴任の後移転する場合においては、扶養

親族移転料の額の計算については、その子を赴任を命ぜられた日における扶養親族とみなして、前項

の規定を適用する。
（昭三七条例二五・平一五条例五二・一部改正）

（在勤地内旅行の旅費）

第二十六条

　

在勤地内におけ．る旅行については、移転料、着後手当及び扶養親族移転料は、支給しな

　

い。 ただし、 赴任を命ぜら，れた職員が、 職員のための県設宿舎に居住すること又はこれを明け渡すこ

　

とを命ぜられ、 住所又は居所を移転した場合には、 別表の路程五十キロメートル未満の場合の移転料

　

定額の三分の一に相当する額（扶養親族を随伴しない場合には、その二分の一に相当する額）の移転料

　

を支給する。

２

　

前項ただし書の規定により移転料の額を計算する場合において、当該移転料の額に円位未満の端数

　

を生じたときは、 これを切り捨てるものとする。

（平二一条例三八・全改）

（在勤地以外の同一地域内旅行の旅費）

　　

第二十七条

　

在勤地以外の同一地域内における旅行については、移転料、着後手当及び扶養親族移転料

　　　

は、 支給しない。．ただし、 前条第一項ただし書に該当する場合においては、 同項ただし書に規定する

に

　　

額の移転料を支給する。

　　

２

　

在勤地以外の同一地域内における旅行（第二十条第二項第一号に定める額の旅行雑費が支給される旅

　　　

行に係るものに限る。）のうち路程百キロメートル未満のものについては、 鉄道賃、 船賃及び車賃

　　　

は、 支給しない。 ただし、 公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により特に多額の鉄道賃、

　　　

船賃又は車賃を要す．る場合で、 その実費額が当該旅行について支給される旅行雑費の額を超える場合

　　　

には、 その超える部分の金額に相当する額の鉄道賃、 船賃又は車賃を支給する。

（平一五条例五二・平二一条例三八・一部改正）

（退職者等の旅費）

第二十八条

　

第三条第二項第一号の規定により支給する旅費は、次の各号に規定する旅費とする。

　

一

　

職員が出張中に退職等となった場合には、 次に規定する旅費

　　

イ

　

退職等となった・日（以下 「退職等の日」 という。）にいた地、から退職等の命令の通達を受け、 又

　　　

はその原因となった事実の発生を知った日（以下 「退職等を知った日」 という。）にいた地まで

　　　

の前職務相当の旅費



　　

ロ

　

退職等を知った日の翌日から三月以内に出発して当該退職等に伴う旅行をした場合に限り、 出

　　　

張の例に準じて計算した退職等を知った日にいた地から旧在勤地までの前職務相当の旅費

　

二

　

職員が赴任中に退職等となった場合には、 赴任の例に準じ、 且つ 新在勤地を旧在勤地とみなし

　　

て前号の規定に準じて計算した旅費

　

（遺族の旅費）

第二十九条

　

第三条第二項第二号の規定により支給する旅費は、次の各．号に規定する旅費とする。

　

－

　

職員が出張中に死亡した場合には、 死亡地から旧在勤地までの往復に要する前職務相当の旅費

　

二

　

職員が赴任中に死亡した場合には、赴任の例に準じて計算した死亡地から新在勤地までの前職務

　　

相当の旅費

２

　

遺族が前項に規定す・る旅費の支給を受ける順位は、第二条第 項第八号に掲げる順位により、同順．

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　

位者がある場合には、 年長者を先にする。・

３

　

第三条第二項第三号の規定により支給する旅費は、第二十五条第一項第一号に準じて計算した居住

　

地から帰住地までの鉄道賃、 船賃、 車賃及び食卓料とする。 この場合において、 同号中

　

す赴任を命ぜ

　

られた日」 とあるのは 「職員が死亡した日」 と読み替えるものとする。

　　　

第 三 章

　

雑貝リ

　　　　　　

′

　

（日額旅費）

第三十条

　

第六条第一項に掲げる旅費に代え日・額旅費を支給する旅行は、 次に掲げる旅行のうち当該旅

　

行の性質上日額旅費を支給することを適当と認めたものについで知事が定める。

　

－

　

測量、 調査、 土木営繕工事、 巡察その他これらに類する目的のための旅行

　

二・長時間の研修、 講習、 訓練その他これらに類する目的のための旅行

　

三

　

前二号に掲げる旅行を除く外、その職務の性質上常時出張を必要とする職員の出張

２

　

日額旅費の額、 支給条件及び支給方法は、 知事が定める。 但し、 その額は、 当該日額旅費の性質に

　

応じ、 第六条第一項に掲げる旅費の額についてこの条例で定める基準をこえることができない。

　

（外国旅行の旅費）

第三十一条

　

外国旅行の旅費については、 知事が国の例に準じてその都度定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′ｒノ
′－－

　　

、

　

（旅費の調整）

第三十二条′

　

任命権者は、旅行者が公用の交通機関、宿泊施設等を利用して旅行した場合その他当該旅

　

行における特別の事情により又は当該旅行の性質上この条例の規定による旅費を支給した場合には不

　

当に旅行の実費を超えた旅費又は通常必要としない旅費を支給することとなる場合においては、．その

　

実費を超えることとなる部分の旅費又はその必要としない部分の旅費を支給しないことができる。

２

　

任命権者は、旅行者がこの条例の規定により旅費により旅行することが当該旅行における特別の事

　

情により又は当該旅行の性質上困難である場合には、 知事に協議して定める旅費を支給することがで

き る。
・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　

′

　　

．

，

（昭三－条例三○・昭四一条例一九・平一○条例七・平÷五条例五二・一部改正）

　

（知事への委任）

第三十三条

　

この条例の施行について必要な事項は、 知事が定める。

　　　　

（昭三－条例三○・追加、 昭三二条例一九・・旧第三十五条繰上）

　

附

　

則



　　

１

　

この条例は、 公布の日から施行し、 同日以後出発する旅行から適用する。

　　

２

　

鉄道賃及び船賃の額については、 任命権者が知事に協議して定める旅行（公務上の必要その他特別の

　　

， 事情があるものに限る。）のため支給するものを除き．、 当分の間、 第十七条第一項第二号イ中 「上級

　　　　

の 運賃」 とあるのは 「下級の運賃ｊ とし、 第十六条第一項第三号及び第十七条第一項第五号の規定は

　　　

適用 しない。

　　　　　　　

（昭五四条例二七・全改、 平二一条例三八・一部改正）

　　　　　　

付

　

則（昭和三一年条例第三〇号）

　　　　

この条例は、，公布の日から施行し、 同日以後出発する旅行か．ら適用する。

　　　　　　

付

　

則（昭和三二年条例第一九号）抄

　　　

１

　

この条例は、 規則で定める日から施行する。 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　

（昭和三二年規則第九〇号の二で昭和三二年－二月一日から施行）

　　　

２

　

この条例による改正後の一般職の職員等の旅費に関する条例（以下 「改正後の条例」 という。）の規

　　　

定は、 この条例の施行の日以後に出発する旅行から適用し、 同日前に出発した旅行については、 な

ぞ′

　

お、 従前の例による。

　　

３

　

改正後の条例第十六条、 第十七条及び第十九条に規定する鉄道賃、 船賃及び車賃については、 知事

　　　　

は、 これらの規定にかかわらず、 当分の間、 国の職員との間の権衡及び職員．の旅行の実態を考慮して

　　　

職員に支給する旅客運賃の額の調整をすることができる。

　　　　　　　

（昭四五条例三三・昭四九条例九・ー部改正）

　　　　　　

付

　

則（昭和三三年条例第四八号）

　　　　

この条例は、 公布の日から施行し、 昭和三十三年十月一日以後出発した旅行から適用する。

　　　　　　

付

　

則（昭和三五年条例第三八号）

　　　　

この条例は、 公布の日から施行し、 昭和三十五年七月一日以後出発する．旅行から適用する。

　　　　　　

附

　

則（昭和三七年条例第ご五号）

　　　　

（施行期日）

　　　

１

　

この条例は、 公布の日から施行する。

　　　

（一般職の職員等の旅費に関する条例等の一部改正に伴う経過措置）
も

，２ 改正後の÷般職の職員等の旅費に関する条例及び－般職の職員等の旅費に関する条例の一部を改正

　　　　

する条例の規定は、 この条例の施行の日以後に出発する旅行から適用し、 同日前に出発した旅行につ

　　　　

いて は、 なお従前の例によ●る。

　　　　

（職員の給与等の特例に関する条例の一部改正）

　　　

３

　

職員の給与等の特例に関する条例（昭和二十九年山口県条例第十四号）の一部を次のように改正す

　　　　

る。

　　　　　　　　　　　　　　

・

〔次のよう，〕 略

　

（職員の給与等の特例に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

４・改正後の職員の給与等の特例に関する条例の規定はミこの条例の施行の日以後に出発する旅行から

　

適用 し、 同日前に出発した旅行については、 なお従前の例による。

　　　

附

　

則（昭和四〇年条例第三号）抄

　

（施行期日等）



１・ この条例は、 公布の日から施行する。 ただし、
．第四条及び第五条並びに附則第十五項の規定は、 昭

　

和四十年四月一日から施行する。

　

（一般職の職員等の旅費に関する条・例の一部改正に伴う経過措置）

１７

　

前項の規定による改正後の一般職の職員等の旅費に関する条例の規定は、 この条例の施行の日以後

　

に出発する旅行から適用し、 同日前に出発した旅行については、 なお従前の例による。

　　　

附

　

則（昭和四〇年条例第五三号）

　

この条例は、 公布の日から施行する。

　　　

附

　

則（昭和四「年条例第一九号）

　

（施行期日）

１

　

この条例は、 昭和四十一年四月一日・から施行する。

　

（経過措置）

２

　

改正後の一般職の職員等の旅費に関する条例の規定は、 この条例の施行の日以後に出発する旅行か

　

ら適用し、 同日前に出発した旅行については、 なお従前の例による。

　　　

附

　

則（昭和四一年条例第四七号）

　

この条例は、 昭和四十二年一月一日から施行する。

　　　

附

　

則（昭和四四年条例第二一号）

　

（施行期日）

１

　

この条例は、 公布の日から施行する。

　

（経過規定）

２・改正後の一般職の職員等の旅費に関する条例、 山口県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関

　

する条例並びに知事等の給与及び旅費に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後に出発する旅

　

行から適用し、 同日前に出発した旅行については、 なお従前の例による。

　

ー

　

附

　

則（昭和四五年条例第三三号）

　

（施行期日等）

１

　

この条例は、 公布の日から施行する。

２

　

．第一条の規定による改正後の一般職の職員等の旅費に関する条例の規定及び第三条の規定による改

　

正後の山口県議会議員の報酬、 費用弁償及び期末手当に関する条例の規定は、昭和四十五年四月十七

　

日から適用する。

　

（経過措置）

３

　

改正後の一般職の職員等の旅費に関する条例別表並びに改正後の山口県議会議員の報酬、費用弁償

　

及び期末手当に関する条例別表第二の規定は、 昭和四十五年四月十七日以後に出発する旅行から適用

　

し、 改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例付則第三項の規定は、 この条例の施行の日以後に出

　

発する旅行から適用し、 これらの日前に出発した旅行については、 なお従前の例による。

　

（旅費及び費用弁償の内払）

４

　

改正前の一般職の職員等の旅費に関する条例並びに山口県議会議員の・報酬、費用弁償及び期末手当

　

に関する条例の規定に基づいて、 昭和四十五年四月十七日からこの条例の施行の日の前日までの間に

　

職員及び山口県議会議員に支払われた旅費及び費用弁償は、それぞれ改正後の一般職の職員等の旅費



　　　

に関する条例並びに山口県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の規定による旅費及

　　　

び費用弁償の内払とみなす。

　　　　　　

附

　

則（昭和四七年条例第三七号）

　　　　

（施・行期日）

　　

１ ・この条例は、 公布の日から施行する。

　　　　

（経過措置）

　　　

２

　

．改正後の一般職の職員等の旅費に関する条例の規定は、 この条例の施行の日以後に出発する旅行か

　　　　

ら適用し、 同日前に出発した旅行については、 なお従前の例による。

　　　　　　

附

　

則（昭和四七年条例第五〇号）抄

　　　

（施行期日等）

　　

，１

　

この条例は、 公布の日から施行する。 ただし、 第二条並びに附則第九項から附則第十二項まで及び

　　　　

附貝１１第十四項の規定は、 昭和四十八年一月一日から施行する。

　　　　　　

附

　

則（昭和四八年条例第三二号）
　　　

葛ーー

　　

（施行期日）

　　　

１

　

この条例は、 公布の日から施行する。

　　　　

（経過措置）

　　　

２

　

改正後の一般職の職員等の旅費に関する条例、 山口県議会議員の報酬、 費用弁償及び期末手当に関

　　　　

する条例、 知事等の給与及び旅費に関する条例及び教育長の給与及び旅費に関する条例の規定は、
．昭

　　　　

和四十八年四月一日以後に出発する旅行から適用し

　

同日前に出発した旅行については、 なお従前の

　　　

例による。

　　　　

（旅費及び費用弁償の内払）

　　

・３

　

改正前の一般職の職員等の旅費に関する条例、 山口・県議会議員の報酬、 費用弁償及び期末手当に関

　　　　

する条例、知事等の給与及び旅費に関する条例及び教育長の給与及び旅費に関する条例の規定に基づ

　　　　

いて、 昭和四十八年四月一日からこの条例の施行の日の前日までの間に職員、 山口県議会議員、 知事

　　　　

等及び教育長に支払われた旅費及び費用弁償は、それぞれ改正後の一般職の職員等の旅費に関する条

に

　　

例、 山口県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例、知事等の給与及び旅費に関する条

　　　　

例及び教育長の給与及び旅費に関する条例の規定による旅費及び費用弁償の内払とみなす。

　　　　　　

附

　

則（昭和四九年条例第九号）

　　　　

（施行期日）

　　　

１

　

この条例は、 昭和四十九年四月一日から施行する。

　　　　

（経過措置）

　　　

２

　

改正後の一般職の職員等の旅費に関する条例、 一般職の職員等の旅費に関する条例の一部を改正す

　　　　

る条例及び山口県議会議員の報酬、 費用弁償及び期末手当に関する条例の規定は、 昭和四十九年四月

　　　　

一日以後に出発する旅行から適用し、 同日前に出発した旅行については、 なお従前の例による。

　　　　　　

附

　

則（昭和五〇年条例第四一号）

　　　　

（施行期日）

　　　

１

　

この条例は、 公布の日から施行する。

　　　　

（経過措置）



２
ｒ改正後の一般職の職員等の旅費に関する条例及び山口県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に

　

関する条例の規定は、 この条例の旅行の日以後に出発する旅行から適用し、 同日前に出発した旅行に

　

ついては、 なお従前の例による。

　　　

附

　

則（昭和五四年条例第二七号）

‐（施行期日）

１

　

この条例は、 公布の日から施行する。

　

（経過措置）

２

　

改正後の一般職の職員等の旅費に関する条例（以下 「改正後の職員等旅費条例」，という。）の規定、

　

改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例（以下「改正後の知事等給与条例」という。）の規定及び

　

改正後の教育長の給与及び旅費に関する条例（以下「教育長給与条例」という。）の規定は、 次項及び

　

第四項に定めるものを除き、 この条例の施行の日（以下・「施行日」 という。）以後に完了する旅行につ

　

いて適用し、 施行日前に完了した旅行については、 なお従前の例による。

３

　

改正後の職員等旅費条例第十六条第一項第六号、第ニ項及び第三項の規定、第十七条第一項第六号

　

「 ・

　

の規定、 第十九条第一項の規定並びに別表の の規定（着後手当に係る部分を除く。）、 改正後の山口

　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　

　 　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・ 県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の規定、改正後の知事等給与条例別表の規定

　

（着後手当に係る部分を除く。）並びに改正後の教育長給与条例別表の規定（着後手当に係る部分を除

　

く。）は、 施行日以後に出発する旅行及び施行日前に出発し、 かつ、 施行日以後に完了する旅行のう

　

ち施行日以後の期間に対応する分について適用し、当該旅行のうち施行日前の期間に対応する分及び

　

施行日前に完了した旅行については、 なお従前の例による。

４

　

改正後の職員等旅費条例附則第二項の規定は、施行日以後に出発する旅行から適用し、 施行日前に

　

出発した旅行については、 なお従前の例による。

　　　

附

　

則（昭和六〇年条例第三五号）抄

　

（施行期日等）

１

　

この条例は、 規則で定める日から施行する。

　　　　

【昭和六〇年規則第九五号で昭和六〇年一二月二六日から施行。 ただし、 附則第二十一項の規

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ／・
ー‐、、

　　　　

定 は 昭 和 六 一 年 一月 一 日 か ら施 行）

　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（

　　　

附

　

則（昭和六二年条例第一六号）

　

この条例は、 公布の日から施行し、 第一条の規定による改正後の職員の退職手当に関する条例附則第

二十六項及び第二十七項の規，定は、 昭和六十二年四月一日から適用する。

　　　

附

　

則（平成二年条例第一七号）

　

（施行期日）

１

　

この条例は、 公布の日から施行する。

　

（経過措置）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　

・

２

　

第一条の規定による改正後の一般職の職員等の旅費に関する条例（以下「改正後の職員等旅費条例１

　

という，。）第十九条第一項の規定及び別表の一の表の規定（着後手当に係る部分を除く。）並びに第二

　

条の規定による改正後の山口県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例別表第二の規定

　

は、 この条例の施行の日（以下 「施行日」 という。）以後に出発する旅行及び施行日前に出発し．、 か



　　　　

つ、 施行．日以後に完．了する旅行のうち施行日以後の期間に対応する分について適用し、 当該旅行のう

　　　　

ち施行日前の期間に対応する分及び施行日前に完了した旅行については・ なお従前の例による。

　　

３

　

改正後の職員等旅費条例別表の－の表の規定（着後手当に係る部分に限る。）及び別表のこの表の規

　　　

定は、 施行日以後をこ完了する旅行について適用し、 施行日前に完了した旅行については、 なお建前の

　　　

例に よる。

　　　　　　

附

　

則（平成六年条例第三七号）

　　　　

この条例は、 公布の日から施行する。

　　　　　　

附

　

則（平成「０年条例第七号）

　　　　

（施 行期日）

　　　

１

　

この条例は、 平成十年四月一日から施行する。

　　　　

（経過措置）

　　

２

　

改正後の一般職の職員等の旅費に関する条例の規定は、 この条例の施行の日以後に出発する旅行か

に

　　

ら適用し、 同日前に出発した旅行については、 なお従前の例による。

　　　　　　

附

　

則（平成一二年条例第四八号）

　　　　

こ●の条例は、 平成十三年一月六日から施行する。

　　　　　　

附． 則（平成－五年条例第一五号）

　　　　

この条例は、 平成十五年四月一日から施行するｄ

　　　　　　

附

　

則｛平成－五年条例第五二号）

　　　　

（施行期日）

　　　　　

「

　　　

１

　

この条例は、 平成十六年一月一日から施行する。

　　　　

（経過措置）

　　　

２

　

改正後の一般職の職員等の旅費に関する条例、 山ロ県議会議員の報酬、 費用弁償及び期末手当に関

　　　　

する条例、知事等の給与及び旅費に関する条例及び教育長の給与及び旅費に関する条例の規定は、こ

　　　　

の条例の施行の日以後に出発する旅行から適用し、 同日前に出発した旅行については、 なお従前の例

　　　

に よ る。

髭

　　　　

．

　

附

　

則（平成一七年条例第一〇四号）抄
＼

　　　

（施行期日等）

　　　

１．この条例は、．公布の・日の属する月の翌月の初日（公布の日が月の初日であるときは、 その日）から施

　　　　

行する。 ただし、 次の各号に掲げる規定は、 当該各号に定める日から施行する。

　　

　

　

　

　　　　　　　　　　　

　

　　　　

二

　

第二条、 第四条及び第六条の規定並びに附則第十項から第二十項まで、 第二十二項及び第二十四

　　　　　

項から第三十二項までの規定 平成十八年四月一日

　　　　

（一般職の職員等の旅費に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

　　

， ２９

　

前項の規定による改正後の一般職の職員等の旅費に関する条例（以下この項において 「改正後の旅

　　　　

費条例」 という。）の規定は、 切替日以後に出発する旅行から適用し、．切替日前に出発した旅行につ

　　　　

いては、 なお従前の例による。 この場合において、 切替日の前日において二級の職務にあった者に対

　　　　

する改正後の旅費条例第十六条第一項第二号口及び第十七条第一項第一号ロの規定の適用について

　　　　

は、 その者が改正後の旅費条例における一級の職務にある間は、 改正後の旅費条例第十六条第÷項第



　

二号口中．「二等上とあるのは 「一等」 と、 改正後の旅費条例第十七条第一項第一号ロ中 「下級ｊ とあ

　

るのは 「中級」 とす．る。

　　　

附

　

則（平成一九年条例第三四号）抄

　

（施行期日）

１

　

この条例は、 平成十九年十月一日から施行する。

　　　

附

　

則（平成二一年条例第三八号）

　

（施行期日）

１

　

この条例は、 公布の日から起算して六月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。

　　　　

（平成二一年規則第六五号で平成二一年一〇月一日から施行）

（経過措置）

２

　

改正後の一般職の職員等の旅費に関する条例及び山口県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手

　

当に関する条例の規定は、 この条例の施行の日以後に出発する旅行から適用し、 同日前に出発した旅

　

行については、 なお従前の例による。

　　　

附

　

則（平成二八年条例第五号）

　

この条例は、 平成二十八年四月一日から施行する。

　　　

附

　

則（令和元年条例第一五号）

　

この条例は、 令和元年十二月十四日から施行する。

別表（第二十一条－第二十四条、第二十六条、第二十七条関係）

　

（昭四八条例三二・全改、 昭四九条例九・昭五〇条例四一・．昭五四条例二七

　

五・平二条例－七・平六条例三七・平一五条例五二・平一七条例－○四・、

　

一部改正）

宿泊料及び食卓料

区分 宿泊料（一夜につき）

　

食卓料

（一夜につき）甲地方 乙地方

七級以上の職務にある者 一ニ、一〇〇円 －－、八０○円 二、六〇〇円

六級以下の職務にある者 一○、九〇〇円 九、八〇〇円 二、二〇〇円

・昭六○条例三

平二「条例三八

備考

　

宿泊料の欄中甲地方とは、 国家公務員等の旅費に関する法律（昭和二十五年法律第百十四号卵Ｊ

　

表第一に定める甲地方をいい、 乙地方とは、 その他の地域をいう。 固定宿泊施設に宿泊しない場合

　

には、 乙地方に宿泊したものとみなす。



二

　

移転料

区分 路程五十

キロメート

ル未満

路程五十

キロメート

ル以上百

キロメート

ル未満

路程百キ

口メートル

以上三．百

キロメート

ル未満

戦犯ニ百

キロメート

ル以上五

百キロメー

トル未満

路程五百

キロメート

ル以上千

キロメート

ル未満

路程千キ

口メートル

以上千五

百キロメー

トル未満

路程千五

百キロメー

トル以上

二千キロメ

ートル未

満

　　　　

′

路程二千

キロメート

ル以上

七級以上の

職務にある

者

÷－ノ＼

０００円

－四四・

０００円

－七八・

０００円

ニニ０・

０００円

－九ニ・

０００円

三０六・

０００円

三ニ八・

０００円

三八－・

０００円

六級以下の

職務にある

者

－０七・

０００円 ０００円

－五－
・

０００円

－．八七、

０００円

ニ四八・

０．００円

－ハー、

０００円

ニ七九、

０００円

三ニ四・

０００円

冬－

備考

　

離島に係る旅行の路程の計算については、 水路四分の一キロメートルをもって路程一キロメー

　

トルとみなす。
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（知事の権限に属する事務の決裁権者）・」

　　　　

第十五条

　

本庁の各課において共通に所掌される知事の権限に属する事務のうき琵者

　　　　　

ち財務 会計に関するものの決裁権者は、 別表第一に定めるとおりと，する。

　　　　　

２

　

本 庁 の 各 課 及 び各室において共通に所掌される知事の権限に属する事務の

　　　　

； うち財務会計に関する事務以外のものの決裁権者は、 別表第二に定めるとおり
’
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．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

３

　

前；項に規定するもののぼか、本庁の各課及び各室において個別に所掌され

　

る知事の権限に属する事務の決裁権者は、 別表第三に定めるとおりとするｂ

　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

◆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、
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・

　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　

’

　

４

　

同一の事務について、第一項又は第二項の規．定による決裁権者と前項の規定

－ による決裁権者とが競合するときは ．同項の規定による決裁権者が優先する・も

　

の と す る。

　　　　　　　　　　　

．

　

・

　　

，（会計管理者の権限に属する事務の決裁権者）

　　

、第十六条

　

会計‐管理者の権限に属する事務の決裁権者は、 別表第四に定めると

おりとする，６

　

（所属職員の専決）

第二十条

　

第十七条及び別表第一から別表第四までの規定にかかわらず、 課長

等が？決裁権者と・定められている事務のうち課長等が指定するものは、 当該課長

等が指定する所属職員が専決するものとする。 ．

．
↓
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○山口県職員服務規程

昭和ニ十九年四月ニ十三日

　　

山口県訓令第十一号

庁中一般

各出先機関

山口県労働委員会事務局

　

山ロ県職員服務規程を次のように定める。

　　

山口県職員服務規程

　

（趣旨）

第一条

　

この訓令は、知事が任命する一般職に属する職員（学校に勤務する職員を除く。以

　

下 「職員」 という。） の服務について、 法令、 条例、 規則その他の規程に定めるもののほ

　

か、 必要な事項を定めるものとする。

（昭四〇訓令二・一部改正）

　

（服務の基準）

第ニ条

　

職員は、県民全体の奉仕者であることを自覚し、常に公共の利益のために、公正に

　

してかつ能率的な職務の遂行に専念しなければならない。

（昭四〇訓令二・一部改正）

　

（服務に関する専行権限の範囲）

第三条

　

この訓令において知事が行なうこととされる事項は、特に定める場合を除き、事務

　

の専行に関する規程その他の規程の定めるところによって職員の服務に関する願い及び

届けの処理について知事の権限を専行する者が行なう権限事項に含まないものとする。

（昭四〇訓令二・一部改正）

　

（服務の宣誓）

第四条

　

職員の服務の宣誓に関する条例（昭和二十六年山口県条例第三号）に基づき知事に

　

提出された宣誓書は、 宣誓者の在職中、人事課長が保存する。

（昭三九訓令七・昭四〇訓令二・平一四訓令二・令三訓令五・一部改正）

　

（新任職員の人事記録カード等の提出）

第五条

　

新たに職員となつた者は、着任後すみやかに別記第一号様式による人事記録カード

　

を所属長を経て人事課長に牙－」記第ニ号様式による住所届を所属長にそれぞれ提出しなけ

　

ればならない。

（昭三九訓令七・昭三九訓令八二・一部改正）
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（氏名異動の届出等）

第六条

　

職員は、氏名若しくは本籍に異動があつたとき又は学歴若しくは資格を新たに取得

　

したときは、すみやかに戸籍抄本、卒業証明書の写し又は資格取得証明書の写しを添付し

て、 所属長を経て人事課長に届け出なければならない。

２

　

職員は、住所に異動があったときは、改めて住所届を所属長に提出しなければならない。

　　　　

（昭三九訓令七・昭三九訓令八二・昭四〇訓令二・一部改正）

　

（職員証）

第七条

　

職員は、山口県職員証取扱規程（昭和三十二年山口県訓令第十二号）の定めるとこ

　

ろにより、 山口県職員証を常に所持しなければならない。

　　　　

（昭三九訓令八六・一部改正）

　

（職員記章）

第八条

　

職員は、山口県職員記章取扱規程（昭和三十二年山口県訓令第十三号）の定めると

　

ころにより、 山口県職員記章を常に着用しなければならない。

　　　　

（昭三九訓令八六・一部改正）

　

（秘密保持）

第九条

　

職員が法令による証人、鑑定人等として職務上の秘密に属する事項を発表する場合

　

においては、 あらかじめ知事の許可を受けなければならない。

　

（休暇簿の様式）

第九条の二

　

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（平成七年山口県人事委員会規則

　

第七号。 以下 「勤務時間規則」 という。） 第十七条各項 （第四項を除く。） の休暇簿は、

　

別記第三号様式による。

　　　　

（平七訓令五・全改）

　

（病気休暇に係る証明書類）

第九条の三

　

職員は、勤務時間規則第十七条第二項の規定による病気休暇（結核性疾患によ

　

るものを除く。）の請求をするときは、 医師の診断書 （引き続き五日以上勤務することが

　

できない場合又は所属長が必要があると認める場合に限る。）を提出しなければならない。

　　　　

（平七訓令五・追加）

　

（特別休暇に係る証明書類）

第九条の四

　

職員は、勤務時間規則第十七条第二項の規定による特別休暇（勤務時間規則第

　

十二条第十五号から第十七号までに掲げる場合の特別休暇に限る。）の請求をするときは、

　

医師又は助産師の証明書（勤務時間規則第十二条第十六号に掲げる場合の特別休暇の場合
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にあっては、医師の証明書）を提出しなければならない。ただし、勤務時間規則第十二条

第十五号及び第十七号に掲げる場合の特別休暇の場合において、所属長に母子健康手帳を

提示するときは、 この限りでない。

２

　

職員は、勤務時間規則第十二条第五号又は第六号の規定による申出をするときは、所属

長に医師の証明書を提出しなければならない。

３

　

職員は、勤務時間規則第十七条第四項の規定による届出をするときは、医師又は助産師

の証明書を提出しなければならない。この場合においては、第一項ただし書の規定を準用

する。

　　　　

（平七訓令五・追加、 平一四訓令二・一部改正）

　

（職務専念義務の免除の申請手続等）

第十条

　

職員は、次の各号に掲げる場合において、職務に専念する義務の特例に関する条例

　

（昭和二十六年山口県条例第四号。以下「特例条例」という。）に基づき職務に専念する

義務の免除を受けようとするときは、当該各号に定めるところによらなければならない。

　

－

　

通信教育による面接授業に参加する場合にあっては、その参加することについて、あ

　　

らかじめ、その参加しようとする期間その他必要な事項を記載した書類により、知事の

　

承認を得るものとする。

　

ニ

　

職務に関し、国又は他の地方公共団体若しくは他の公益団体の職を兼ね、その職に属

　　

する事務に従事する場合にあっては、その従事することについて、あらかじめ、その兼

　　

ねようとする職、期間、その職務内容及び勤務の態様並びに兼ねることを必要とする理

　　

由その他必要な事項を記載した書類により、知事の承認を得るものとし、当該事務に従

　

事するに当たっては、 その都度所属長の承認を得るものとする。

　

三

　

国又は地方公共団体の機関、学校その他の団体の講師その他の職を兼ねて講演、講義

　　

等をする場合にあっては、 その講演、講義等をすることについて、あらかじめ、その兼

　　

ねようとする職、期間、講演、講義等をする場所、その科目及び勤務の態様並びに兼ね

　　

ることを必要とする理由その他必要な事項を記載した書類により、知事の承認を得るも

　　

のとし、当該業務に従事するに当たっては、その都度、所属長の承認を得るものとする。

　

四

　

前三号に掲げる場合以外の場合にあっては、あらかじめ、別記第三号様式による休暇

　　

簿によって、 所属長の承認を得るものとする。

２

　

前項第四号の場合において、その勤務しない期間が一日に満たない場合は、半日又は一

　

時間を単位として承認を得なければならない。

３

　

災害、急病その他やむを得ない理由により、あらかじめ第一項第四号に規定する手続を
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執るいとまがないときは、所属長に申し出るとともに、事後速やかに同号の定めるところ

　

によつて、 所属長の承認を得なければならない。

　　　　

（昭三二訓令三・昭三三訓令八ｏ昭四〇訓令二・昭四三訓令－－・昭四六訓令一・

　　　

昭四七訓令八・昭四九訓令二・昭四九訓令－○・昭五〇訓令二・昭六二訓令三・平

　　　

七訓令五・一部改正）

　

（営利企業への従事等に係る許可の申請手続）

第十一条

　

地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号。次条及び第十三条第二項にお

　

いて「法」 という。） 第三十八条の規定に基づき、 職員が営利企業への従事等をしようと

　

するときは、当該営利企業への従事等に係る業務、期間、その職務内容、勤務の態様及び

　

報酬並びに当該営利企業への従事等を必要とする理由その他必要な事項を記載した書類

　

により、 あらかじめ知事の許可を受けなければならない。

　　　　

（昭四○訓令二・昭四三訓令－－・平二八訓令三・一部改正）

　

（専従許可の申請手続）

第十一条の二

　

法第五十五条の二第一項ただし書の規定に基づき、職員が職員団体の業務に

　

もっぱら従事しようとするときは、当該職員団体の名称及び当該職員団体における役職名

　

並びに当該職員団体の業務にもっぱら従事しようとする期間その他必要な事項を記載し

　

た書類により

　

あらかじめ知事の許可を受けなければならない。

（昭四三訓令－－・追加）

　

（出勤）

第十二条

　

職員は、 定刻までに出勤しなければならない。

　　　　

（昭五四訓令九・全改）

　

（出勤状況整理簿等の整理保管）

第十三条

　

各課及び出先機関の長並びに労働委員会事務局長は、別記第四号様式による出勤

　

状況整理簿及び休暇簿を整理保管するものとする。

２

　

各課及び出先機関の長並びに労働委員会事務局長は、職員が次の各号のいずれかに該当

　

する場合は、該当する規定の区分に従って、その都度、出勤状況整理簿に記録するものと

　

する。ただし、第五号の場合において、その期間が一日に満たないときは、この限りでな

　

いｏ

　

一

　

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（昭和二十八年山口県条例第十一号。以

　　

下「勤務時間条例」 という。）第五条の規定により週休日の振替等をされた場合

　

二

　

勤務時間条例第十条第一項の規定により代休日の指定をされた場合
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三

　

勤務時間条例第十二条第三項の規定により年次有給休暇を受けた場合

四

　

勤務時間条例第十九条の規定により病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間、子育

　

て支援部分休暇及び時間外勤務代替休暇の承認を得た場合

五

　

勤務時間規則第十二条第五号又は第十七条第四項の規定により特別休暇に係る申出

　

又は届出をした場合

六

　

研修を受けるため特例条例第二条の規定により職務に専念する義務の免除について

　

承認を得た場合

七

　

前号に掲げる場合のほか、特例条例第二条の規定により職務に専念する義務の免除に

　

ついて承認を得た場合

八

　

職員の自己啓発等休業に関する条例（平成十九年山口県条例第五十四号）第二条の規

　

定により自己啓発等休業の承認を受けた場合

九

　

職員の配偶者同行休業に関する条例（平成二十六年山口県条例第二十五号）第二条の

　

規定により配偶者同行休業の承認を受けた場合

十

　

地方公務員の育児休業等に関する法律（平成三年法律第百十号。以下 「育児休業法」

　

という。） 第二条第一項の規定により育児休業の承認を受けた場合

十一

　

育児休業法第十条第三項の規定により同条第一項に規定する育児短時間勤務の承

　

認を受けた場合（育児休業法第十七条の規定による勤務をすることとなつた場合を含

　

む。）

十二

　

育児休業法第十九条第一項の規定により部分休業の承認を受けた場合

十三

　

職員の修学部分休業に関する条例（平成十七年山口県条例第四号）第二条第一項の

　

規定により修学部分休業の承認を受けた場合

十四

　

職員の高齢者部分休業に関する条例（令和四年山口県条例第三十号）第二条第一項

　

の規定により高齢者部分休業の承認を受けた場合

十五

　

欠勤

十六

　

出張

十七

　

休職

十八

　

法第五十五条の二第一項ただし書の規定によつて専ら職員団体の業務に従事する

　

場合

十九

　

停職

３

　

前項第三号、第四号、第六号、第七号又は第十二号から第十五号までのいずれかに該当

する場合において、その期間が一日に満たないときは、出勤状況整理簿にその時間等を併
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せ記録するものとする。

４

　

各課及び出先機関の長並びに労働委員会事務局長は、別に定めるところにより、所属職

員の出勤状況を人事課長を経由して知事に報告しなければならない。

　　　　

（昭三二訓令三・昭三九訓令七・昭四〇訓令二・昭四三訓令－－・昭四六訓令一・

　　　

昭四九訓令－○・昭五四訓令九・昭五六訓令四・平元訓令四・平七訓令五・平一六

　　　

訓令九・平一七訓令一・平二〇訓令一・平二二訓令二・平二六訓令八・平二七訓令

　　　

一・平二八訓令九・令五訓令一・一部改正）

　

（外出）

第十四条

　

職員は、 勤務時間中、 みだりに執務の場所を離れてはならない。

２

　

職員が勤務時間中執務の場所を離れようとするときは、上司の承認を得なければならな

　

い。

（昭三二訓令三ｏ 一部改正）

　

（退庁）

第十五条

　

職員が退庁するときは、 重要な文書及び物品は非常特出の表示をした書箱等に、

　

その他の文書及び物品は所定の場所に収めておかなければならない。

２

　

職員の退庁後宿直若しくは日直勤務の職員又は守衛等において管守を要する物品は、退

　

庁の際、 これらの者に引き継がなければならない。

　

（時間外勤務及び休日勤務）

第十六条

　

時間外勤務命令及び休日勤務命令は、別記第五号様式による時間外勤務・休日勤

　

務命令簿（勤務時間整理簿） によってするものとする。

　　　　

（昭三二訓令－－・全改、 昭三二訓令四一の二・昭四－－訓令二・一部改正）

　

（宿直又は日直勤務）

第十七条

　

職員は、職員の日直宿直規則（昭和二十八年山口県規則第六十号）並びにこれに

　

基づき本庁及び各出先機関ごとに定められる規程に従って、宿直又は日直勤務に従事しな

　

ければならない。

　　　　

（昭四〇訓令二・一部改正）

　

（公務旅行）

第十八条

　

職員が公務のために旅行するときは、一般職の職員等の旅費に関する条例（昭和

　

二十九年山口県条例第六十号）第四条第一項の規定によつて旅行命令権者が発する旅行命

　

令等に従ってしなければならない。

（昭二九訓令三五・全改、 昭四〇訓令二・一部改正）
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（旅行命令等の変更の申請）

第十九条

　

職員が公務による旅行中、公務上の必要又は災害、急病その他やむを得ない理由

　

により、旅行命令等に従って旅行することができないときは、一般職の職員等の旅費に関

　

する条例第五条第一項の規定によって、旅行命令権者に旅行命令等の変更を申請しなけれ

　

ばならない。この場合において、あらかじめ旅行命令等の変更を申請するいとまがないと

　

きは、旅行命令権者に連絡してその指示を受け、事後すみやかに所定の手続をとらなけれ

　

ばならない。

（昭二九訓令三五・昭四〇訓令二・一部改正）

　

（復命）

第二十条

　

職員は、出張の用務を終わつて帰庁したときは、速やかに書面（一般職の職員等

の旅費に関する条例第四条第五項ただし書の規定により旅行命令袋 〆 旅行依頼簿の提

示がない旅行にあっては、 口頭） により旅行命令権者に復命しなければならない。

　　　　

（昭二九訓令三五・昭四〇訓令二・平九訓令四・平二一訓令七・一部改正）

　

（不在の場合の事務処理）

第二十一条

　

職員が出張、休暇等により不在となる場合は、担任事務を上司の指定する者に

　

引き継ぎ、事務処理に遅滞を生じないようにしなければならない。

　

（着任の期限）

第二十二条

　

新たに職員となった者又は転勤を命ぜられた職員は、すみやかに着任しなけれ

　

ばならない。この場合において、新たに職員となつた日又は転勤を命ぜられた日から着任

　

する日までの期間は、病気その他特別の理由により所属長の承認を受けた場合を除き、辞

　

令又は通知を受けた日から七日をこえることができない。

（昭四〇訓令二・全改）

　

（事務の引継ぎ）

第ニ十三条

　

職員が転勤、休職、退職等によりその職を離れる場合は、担任事務を明細に記

録した事務引継書によって、後任者又は所属長の指定する者に引き継ぎ、これに連署して、

すみやかに所属長に提出しなければならない。分掌事務の変更によって事務の引継ぎを要

　

する場合も、また同様とする。 ただし、所属長が特に認めた場合は、ロ頭で事務の引継ぎ

　

をすることができる。

　　　　

（昭四〇訓令二 ｏ 一部改正）

　

（非常の際の処置）

第ニ十四条

　

職員は、庁舎又はその付近に、火災その他非常の事態が発生したとき若しくは
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発生するおそれがあるとき又はその発生し、若しくは発生するおそれがある旨の連絡を受

　

けたときは、直ちに登庁して上司の指揮を受け、必要な処置をとらなければならない。こ

　

の場合において、事態が急迫しているため上司の指揮を受けるいとまがないときは、上司

　

の指揮をまたず、 臨機の処置をとらなければならない。

　　　　

（昭四〇訓令二ｏ全改）

　

（適用除外）

第二十五条

　

非常勤職員その他の職員で知事が指定するものについては、第四条から第六条

　

までの規定及び第十三条中出勤状況整理簿に関する部分の規定の全部又は一部を適用し

　

ないことができる。

　　　　

（昭四〇訓令二・全改、 昭五四訓令九・一部改正）

　

（知事に対する申請の手続）

第ニ十六条

　

この訓令によって知事の承認を得、 又は許可を受けようとする場合の申請は、

　

人事課長を経由してしなければならない。

　　　　

（昭三九訓令七・昭四〇訓令二・一部改正）

　

（電子情報処理組織の使用等）

第二十七条

　

この訓令の規定（第五条（人事記録カードに関する部分に限る。）及び第六条

　

第一項の規定を除く。） による申請、届出、 命令、復命その他の通知のうち書面により行

　

うこととされているものについては、当該規定にかかわらず、電子情報処理組織を使用し

　

て行うことができる。

２

　

この訓令の規定により作成すべきこととされている書類は、 電磁的記録 （電子的方式、

　

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない記録であって、電子計算機

　

による情報処理の用に供されるものをいう。） をもって作成することができる。

　　　　

（平一六訓令七・追加、 平一七訓令一・令三訓令五・一部改正）

　

（その他）

第二十八条

　

この訓令の実施について必要な事項は、 別に定める。

　　　　

（昭四〇訓令二・一部改正、 平一六訓令七・旧第二十七条繰下）

　

附

　

則

１

　

この訓令は、 公布の日から施行する。

２

　

山口県庁処務細則（昭和十七年十一月山口県訓令人第一号）の一部を次のように改正す

　

る。

〔次のよう〕 略

８／２３



３

　

この訓令施行の日において現に在職する職員に対しては、その日において新たに職員と

なった者とみなして、第五条中住所届に関する部分の規定を適用する。但し、別記第二号

様式に準ずる様式による住所届を既に所属長に提出している職員については、この限りで

ない。

４

　

この訓令施行前に職員が職務に専念する義務の免除について得た承認又は営利企業等

の従事について受けた許可で、その期間がこの訓令施行の日以降にわたるものは、それぞ

れ第十条の規定によって得た承認又は第十一条の規定によって受けた許可とみなす。

５

　

別記第三号様式及び別記第四号様式については、別に指定する日までは、なお、従前の

様式によることができる。

　　

附

　

則 （昭和二九年訓令第三五号）

　

この訓令は、 一般職の職員等の旅費に関する条例施行の日から施行する。

　　

付

　

則 （昭和三〇年訓令第四三号）

　

この訓令は、 昭和三十一年一月一日から施行する。

　　

付

　

則 （昭和三二年訓令第三号）

　

この訓令は、 昭和三十二年三月八日から施行する。

　　

付

　

則 （昭和三二年訓令第一一号）

　

この訓令は、 昭和三十二年八月一日から施行する。

　　

付

　

則 （昭和三二年訓令第四一号の二）

　

この訓令は、 昭和三十二年十二月二十日から施行する。

　　

附

　

則 （昭和三九年訓令第七号）

　

この訓令は、 昭和三十九年一月十七日から施行する。

　　

附

　

則 （昭和三九年訓令第八二号）

　

この訓令は、 昭和三十九年十一月十七日から施行する。

　　

附

　

則（昭和三九年訓令第八六号）抄

　

（施行期日）

１

　

この訓令は、 昭和四十年一月一日から施行する。

　　　

附

　

則 （昭和四〇年訓令第二号）

　

この訓令は、 昭和四十年二月十二日から施行する。

　　

附

　

則 （昭和四〇年訓令第三九号）

　

この訓令は、 昭和四十一年一月一日から施行する。

　　　

附

　

則 （昭和四一年訓令第二号）
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この訓令は、 昭和四十一年四月一日から施行する。

　　

附

　

則 （昭和四三年訓令第一一号）

この訓令は、 昭和四十三年十二月十四日から施行する。

　　

附

　

則 （昭和四六年訓令第一号）

この訓令は、 昭和四十六年二月十九日から施行する。

　　

附

　

則 （昭和四七年訓令第八号）

この訓令は、 昭和四十八年一月一日から施行する。

　　

附

　

則 （昭和四九年訓令第二号）

この訓令は、 昭和四十九年二月一日から施行する。

　　

附

　

則 （昭和四九年訓令第一〇号）

この訓令は、 昭和五十年一月一日から施行する。

　　

附

　

則 （昭和五〇年訓令第二号） 抄

　

（施行期日）

１

　

この訓令は、 昭和五十年四月一日から施行する。

　　

附

　

則 （昭和五四年訓令第九号）

この訓令は、 昭和五十五年一月一日から施行する。

　　

附

　

則 （昭和五六年訓令第四号）

この訓令は、 昭和五十六年四月十二日から施行する。

　　

附

　

則 （昭和六二年訓令第三号）

　

この訓令は、 昭和六十二年四月一日から施行する。

　　

附

　

則（平成元年訓令第四号）

　

（施行期日）

１

　

この訓令は、 平成元年八月二十日から施行する。

　

（用紙の使用）

２

　

この訓令の施行の際、改正前の山口県職員服務規程に定める様式による人事記録カード

等を印刷した用紙で使用中のもの及び残存するものについては、これに所要の調整をして

使用することができる。

　　

附

　

則 （平成六年訓令第三号）

　

この訓令は、 平成六年四月一日から施行する。

　　

附

　

則 （平成六年訓令第一二号）

　

この訓令は、 平成七年一月一日から施行する。

１０／２３



　　

附

　

則 （平成七年訓令第五号）

　

（施行期日）

１

　

この訓令は、 平成七年四月一日から施行する。

　

（用紙の使用）

２

　

この訓令の施行の際、改正前の山口県職員服務規程に定める様式による休暇簿等を印刷

　

した用紙で使用中のもの及び残存するものについては、これに所要の調整をして使用する

　

ことができる。

　　

附

　

則（平成九年訓令第四号）

　

この訓令は、 平成九年四月一日から施行する。

　　

附

　

則 （平成－四年訓令第二号）

　

（施行期日）

１

　

この訓令は、 平成十四年四月一日から施行する。

　

（用紙の使用）

２

　

この訓令の施行の際、改正前の山口県職員服務規程別記第一号様式による人事記録カー

　

ドを印刷した用紙で使用中のもの及び残存するものについては、これに所要の調整をして

　

使用することができる。

　　

附

　

則 （平成一六年訓令第七号）

　

この訓令は、 平成十六年十一月一日から施行する。

　　

附

　

則 （平成一六年訓令第九号）

　

この訓令は、 平成十七年一月一日から施行する。

　　

附

　

則 （平成一七年訓令第一号）

　

この訓令は、 平成十七年四月一日から施行する。

　　

附

　

則 （平成一九年訓令第四号）

　

（施行期日）

１

　

この訓令は、 平成十九年四月一日から施行する。

　

（用紙の使用）

２

　

この訓令の施行の際、改正前の山口県職員服務規程別記第一号様式による人事記録カー

　

ドを印刷した用紙で使用中のもの及び残存するものについては、これに所要の調整をして

　

使用することができる。

　　　

附

　

則 （平成二〇年訓令第一号）

　

この訓令は、 平成二十年四月一日から施行する。
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附

　

則 （平成二一年訓令第二号）

この訓令は、 平成二十一年四月一目から施行する。

　　

附

　

則 （平成二一年訓令第七号）

この訓令は、 平成二十一年十月一日から施行する。

　　

附

　

則 （平成二二年訓令第二号）

　

（施行期日）

１

　

この訓令は、 平成二十二年四月一日から施行する。

　

（用紙の使用）

２

　

この訓令の施行の際、改正前の山口県職員服務規程に定める様式による出勤状況整理簿

等を印刷した用紙で使用中のもの及び残存するものについては、これに所要の調整をして

使用することができる。

　　

附

　

則 （平成二六年訓令第八号）

　

（施行期日）

１

　

この訓令は、 平成二十六年七月二十九日から施行する。

　

（用紙の使用）

２

　

この訓令の施行の際、改正前の山口県職員服務規程に定める様式による出勤状況整理簿

　

を印刷した用紙で使用中のもの及び残存するものについては、これに所要の調整をして使

用することができる。

　　

附

　

則 （平成二七年訓令第一号）

　

（施行期日）

１

　

この訓令は、 平成二十七年四月一日から施行する。

　

（用紙の使用）

２

　

この訓令の施行の際、改正前の山口県職員服務規程に定める様式による出勤状況整理簿

　

を印刷した用紙で使用中のもの及び残存するものについては、これに所要の調整をして使

　

用することができる。

　　　

附

　

則 （平成二八年訓令第三号）

　

この訓令は、 平成二十八年四月一日から施行する。

　　　

附

　

則 （平成二八年訓令第九号）

　

（施行期日）

１

　

この訓令は、 平成二十九年一月一日から施行する。

　

（用紙の使用）
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２

　

この訓令の施行の際、改正前の山口県職員服務規程に定める様式による出勤状況整理簿

　

を印刷した用紙で使用中のもの及び残存するものについては、これに所要の調整をして使

用することができる。

　　

附

　

則（令和元年訓令第四号）

　

この訓令は、 令和元年七月一日から施行する。

　　

附

　

則 （令和三年訓令第五号）

　

この訓令は、 令和三年三月二十六日から施行する。

　　

附

　

則 （令和四年訓令第一号）

　

この訓令は、 令和四年四月一日から施行する。

　　

附

　

則 （令和五年訓令第一号）

　

この訓令は、 令和五年四月一日から施行する。
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別記第’号様式（第５条１榔係）
（表）

年

　　

露
月

　　

（３ｏｍｍ×２４ｍｈ）

暴

氏
名

おか≠

　　

． ｛男女 塁晶 留

　

年

　　

，．
記１

　

． ・

　

１

　

・

　

・

　

１

　

・

　

・
事Ｉ

　　　　　

Ｅ

　　　　　

Ｉ

亦
職

　　　

員

　　　

罰 職

　　

員

　　

記

　　

草

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

・

　　　　　　　

ロ

　　　

．

膿

修

　

学

　

期

　

間 ～

　

校 名

　

．学部科名 修

　

学

　

区

　

分 資
格
…免
許

取

　

得

　

年

　

月

　

日 名 称

　　　

宝Ｍ…，巳

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　

・ 年卒・値

　

中ｉ日

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　

・ 年卒・修・－－ｉ退

前

　　　　　　　　

歴

在

　　

職

　　

期

　　

すＥｉ 換算 勤

　　

務

　　

光 備

　　　

考
打

任

歴

職 自習 年齢 ｊり三間 研

　　

修 １切

　　　　

開

主

　　

任

　

．

　　　　　　

・ 年月

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　

・

　　

．

　　　　　　　　　　　　　

・ 年月 年月

主

　　

査

　

．

　　　　　　　　　　　　

・

　　

・

　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

．

　　　　　　　　　　　　　

・
煤

　　

艮

　

．

　　　　　　

・

　　

．

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　

・

　　

．

　　　　　　　　　　　　　

・

　　

．

　　

．
部次長

　

．

　　　　　　

・

　　

．

　　　

．

　　　　　

～

　　　　　

・

　　

．

　　　　　　　　　　　　　

・

　　

・

　　

・
部

　　

長

　

．

　　　　　

・

　　

．

　　

．

　　　　　

～

　　　　　

・

　

・

　　　　　

～

　　　　　　

．

　　

．

　

．

　　

．

　　　　　　　　　　　　　

・

　　

．

　　

． 犠 Ｉ

　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　

．

ヨ

　

斗ヨ

　

表

　　　

学

　　

歴文字

　

職

　

員

　

号▼ 氏

　　

夕」

　

生年月日

　

性

　

別

　

＝‐見附文字
ふりがな

生年月日

男・女
ｒ． 役・役

事

　

技喉技巽行毎叫雪馬）豊 き）現・大・掛荷中

人事 疎 か ド －。 限

　　　

ド，ｒｒ：▼ヤ ー

１４／２３



（裏及び継続用紙）

Ｎｏ．
‘１； 月

　

Ｈ 履

　　　

歴

　　　

事

　　　

項 発令機関 ｛■；

　

月

　

“ 層

　　　

雁

　　　

事

　　　

項 発令機関

備考

　

用紙の大きさは、日本産業規格^ チリィとする。
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第２号様式（第５条、 第６条関係）

職

　　　

名 氏

　

名

現

　

住

　

所
連

　

絡
先 電話 卓出宅

　

局

　

番

（現住所略図）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

：ｉ

　　　　　

（

備考

　

用紙の大きさは、 日本産業規格ハタＩＨとする。
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嗣
名職

殺

艮属所

　

ふた

　

（

蛤脚擬出 ｒ．・’・’

　　　　

‘

　　

．

　　　　　　　　　　

′ 酬
求
者
等

確
認

休
暇
等
棚

機
銃
の

樋

　

そ
使

　

行
ん

禽
権
ベ

災
民
分

常
公

非

　　

ロ

　

頭
祭

理
鵜
の

生
署
母

　

公
父

病
官

傷

　　

引

　

故
忌

　

事
体
の

年
関
齢
他

休
暇
等
区
分

ら

　

で

か

　

ま

　

ゆ

時

　

時

　

都饗
休

　　　　

暇

　　　　

等

　　　　

累

　　　　

計

回 一事

　　　

諒

　　　

ム脚

傷

　　　　　　

病

一一ぞた

　

裁

所

　

属

　

長

　

ヨ

　　　　

ｉ

酬
年

胡
求
等
期
＝

ム”

　　

．闘蜘 爪
昔
等

確
認、

休
暇
等
期

概
精
の

鑓

　

そ
使

　

行
ん

害
隣
べ

災
民
分

常
公

非

　　

Ｒ

珂
圃
唖

生
署
母

　

公
父

鰍
官

引

　

敏
忌

事
体
の

年
関
嫌
他

休
暇
等
区
分

ら

　

で
酬
喉
圃

回回団
三戸素等暇休

回 唖事

　

由

事

　

由 一 一仙他のそ

一

夫

　

殺

　　

休
暇
等
柳
田

　

事

　

由

　　

た

　

裁

休
暇
等
期

　

事

　

由
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決

　

毅

所属

　

長

　

１

　　　

［ ′一～勤状況雅埋締照合

－

　

鞭

求
者
等

確
認

　　　　　　

７

　　　　　

”“”払 闘
木
暇
等
班
箇

鞭
結
納

交
液
Ｖ

騨
嘘
伊

常
公

＃

　　

Ｈ

理
嫌
味

生
婚
姻

病
官

傷
憐
綿

鍬
卿
鮎
他

休
暇
等
区
分

ら

　

で
嚇
唯
職

閣
馴

休

　　　　

暇

　　　　

像

　　　　

累

　　　　

計

年

　　　　　　　

休

岬事

　

山

　　

甜

　　　

ム

　　　

佑

　　

卿臓

傷

　　　　　　

病

一ー
そ

　

た

　

娘

所属

　

疑

　

１

　　　

Ｅ

叩
紺
求
等
期
日

ムロ鯛卿蜘出 求
普
等

　

｛
綴

　

鄭
ｎ

　

ふホ
ヌ

　

醐“

機
詰
の

通

　　

そ

父
使

　

行
ん

害
揃
べ

災
民
分

常
公

非

　　

日

　

頭
祭

露
出
の

生
署
母

　

公
父

病
官

僻

　　

引

　

故
忌

率
休
め

年
間
婚
他

休
暇
等
区
分

ら

　

で
１

　

ま

　

Ｄ

　

於

　

融

”

　

ｏ

　

時
酬
馴

”副粥等暇鉢

一
時

事

　

由 一 一他のそ

一用紙の大きさは、日木蓮業規格^ 列国とする．

決

毅

　

木
暇
等
班
箇

　

事

山

　

た

放

　

体
零

炉

事

由

　

酵
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第４号様式（第’３条関係）

　　　　　　　　　　　　　　

（表）

年出勤’状況整理樽

　

ＩＮ０，１

　

１職名ｉ

　　

ｌ氏名１

　　　

１

Ｈ、＼－＼旦 ２ ３ ４ ５ ６

１６

２ １７

３ １８

４ １９

５ ２０

６ ２１

７ ２２

８ ２３

９ ２４

１０ ２５

１１ ２６

１２ ２７

１３ ２８

１４ ２９

１５ ３０

＼＼＼＼ ３１ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼
病

　　　　

休（日・時）

休 職・停職 ・ 専休

　　　　　　　

（「“

特体（産休を除く。）

　　　

（日・時・分）
介

　　

護

　　

休

　　

暇

　　　　　

（１コ・１１勃

介

　　

護

　　

時

　　

間

　　　　　

（１１寺・分：

子育て支援部分休

　　　　　

（時‐う
”

　

・
時間外勤務代替休漫

　　　

（日・時・分）

欠

　　　　

勤（日・時）

年

　　　　

休（日・１１劫

１ョ

　　　　　　

休（日）

配

　　　　　　

休（Ｈ）

産

　

休

　

・

　

背

　

休

　　　

（ｎ・時・分）
育

　　　　　　　　

短

　　　

（Ｈ・時・分）
修

　　　　　　　　

体

　　　

（日・時・分）
高

　　　　　　　　　

休

　　　

（ｊ・時・分）

所

　

属

　

長

　

の

　

確

　

認
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（裏）

日
＼＼＼、＼

月 ７ ８ ９ ｌｏ １１ １２

ｉｌｉ １６

２ １７

３ １８

４ １９

５ ２０

６ ２１

７ ２２

８ ２３

９ ２４

１０ ２５

１１ ２６

１２ ２７

１３ ２８

１４ ２９

１５ ３０

３１ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼
病

　　　　

体（日

　

一時）

休 職 ・停 職 ・専併

　　　　　

（日
；

特休（産休を１除く。

　　　

（臼・時・分
介

　　

護

　　

休

　　

暇

　　　　　

（日・Ｈ納

介

　　

護

　　

時

　　

間

　　　　　

（時・分）
子育て支援部分休暇

　　　　　

（時◆分）
時間外勤務代替休１暇

　　　

（日・時・分）

欠

　　　　

勤｛日

　

一時）

年

　　　　

休（Ｈ

　

４お

目

　　　　　　　

休（鴎

艶

　　　　　　

休（日）

産

　

休

　

・

　

合

　

体

　　　

（日・時・分）
青

　　　　　　　　　

短

　　　

（日・時・分）
修

　　　　　　　　　

休

　　　

（Ｈ・ｎ寺・分）
高

　　　　　　　　　

休

　　　

（Ｒ・時・分）

所

　

属

　

長

　

の

　

確

　

認

要勤務日数

日

勤務日数

日

計

注

　

週休日及び休日については、）割に定めるところにより、あらかじめ記人しておくこと。
備考

　

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ効目とする。
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溺６号序式（不風鈴、個体）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

融通－外勤ｒｌ亀山幼Ｆ考命令溺（銭幾日船医‘雌幼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年

　　　　　　　

自分）

ｏ．

　

１月まれ

所
髄
ｉミ

”

　

”

　

ダＯＬ命令

　

〔列

　

ｆ勘
鴎

　　

凹
勤

　

ーみ
時口甲々

講

　　

′ｈ
狩：訪内容

勧

　　　　　　　　　　　　

化

　　　　　　　　　　　　

の

　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　

分

怖

　　　　　

考

ｔ

　　

た＝

　

・

　　　　　　　

チー 効

　　　　　　

ｒ五

”、Ｄ
タもま方

　

Ｔ￥’“’
がり侮キ器 需 嵩 ６０Ｈｆ－ｒー

際〕
十箇
間
・ｏ

　

０

　

０ぶ

　

乱 撮
馬
嶋
５
０ 織〕１

－－

馬
一閲小計切

Ｅ
ーｉ
、

時・
…
′吟

　

′う 「…分吟“

　　

． ＩＩ
．
：
．
：

…… １１
≦≦ ｉｉ

ＩＩ

　

：：

……

２１／２３



　

由

　

麟

　

長

　

刷 爺

　　

嚇
は

　　

間

　　

錦
時

　　

事
客

　　

内

　　

窃

　　

従
業

勤

　　　　　　　　　　　

務

　　　　　　　　　　　　

の

　　　　　　　　　　　　

区

　　　　　　　　　　　

分

欄
Ｆ

　

問

　　　　

” 勤

　　　

″

賜 綴部
一一

抑
一畑

駈一則
駅一柳

隔
一則噺

ｚ
１０
２

　

０

　

＋

　

白ドｕ

鮎
棚
％
①

＋

　

－
－‘

　

－

　

Ｄ、

　　　　　

′

浩
問

２

　

ｍ
縛
００

＋

　　

－

　

‘

撮
鱒
醐

十；
ー０
・
ー．′

咋
：・
の…

　

｛＝ 分 卦
，
分

．

　

もｒ′“

　

・．．・

　

・．．・

　

，．・●

　

’●・

　

，．・●

　

’●・

　　

．

　　

．

　

・‘・

　

・‘・

　　

１

　

●

　

．・

　　

１

　

●

　

．・

　　　

．

　　　

．

　　

・．．・

　　

・．．・

　　

．・．・’・

　　

．・．・’・

／
．●

　

．●・
．●

　

．●・

　　

．・・．

　　

．・・． 禰

獅榊
而

　

１

　

筒 脚
而 御代

外勤称
キ

　

休

　

暇 『

　

算
合噛ＬＩ獅－－ａ隆一 陶岬 獅 輔獅棚 獅職幽剛榊－－算定＆－－一平始獅轍鮎

滑
川

碓
畔

＝ｒ

対

　

経費の支‘”””が靴なるときは、「櫛ｉ５’俄にその１１日名を逆人１‐もこを
同キ

　

ー”紙の大きさは、日牢君敵綻棺，けり，とする，

２２／２３



別記第１号様式（第５条関係）

　　　　

（昭３９訓令８２・全改、 昭５４訓令９

　　　

訓令４・令４訓令１・一部改正）

第２号様式（第５条、 第６条関係）

　　　　

（昭４０訓令２・全改、 昭５４訓令９

　　　

改正）

第３号様式 （第９条の２、 第１０条、 第１３条関係）

平元訓令４・平１４訓令２・平１９訓令４・令元

・平元訓令４・平６訓令３・令元訓令４・一部

（昭５４訓令９・平元訓令４・平６訓令１２・平７訓令５・令元訓令４・令３訓令５

一部改正）

第４号様式（第１３条関係）

（平６訓令１２・全改、 平７訓令５・平１７訓令１・平２０訓令１・平２楓１１令２・平２２

訓令２・平２６訓令８・平２７訓令１・平２８訓令９・令元訓令４・令３訓令５・令５

訓令１・一部改正）

第５号様式（第１６条関係）

（平２２訓令２・全改、 令元訓令４・令３訓令５・一部改正）

２３／２３



○山口県会計規則

　

（支出負担行為）

第四一Ｈコ条

　

知事偏にあっては、麻長）は、予算を税テしようとすると潔亀 支出負担行為をするもの

　　　　

　

　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

とする。，

第四十九条

　

知事鋼毎むこあっては、麻長）は、 支出負担行為をしよう，とする
．
ときはゞ 隊壊第五（甲）に定め

　

る区分に従い、支出負担行為票に決裁をするものとする。ただし 芳－俵第五（甲）に定める支出負担行

　

為であって，も、ＢＩ披第五（乙）に定める経費に係る支出負担行為に該当するものについては、郎壊第五

　

（乙）に定める区分に従い決裁をするものとする。

　

（支出負担行為の通知）

第五十÷条

　

知事簾にあっては、麻長）は、第四十九条の規定にょり支出負担行為をしたとき、又は前

　

条の規定もこより支出負担行為の変更若しく図取消しをしたときは、その旨を‘当該麦支出負担行為票こ

　

別表第五（甲）又そ溺１ｉ表第五（乙）に掲げる当該支出負担行為に必要な主な書類その他当該亥支出負担行為

　

に必要な書類を添付してこれを渦寸することにより、会計管理者鰯華にあっては、廟の出納風に通知

　

するものとする。

」（支出負担行為の確認） ，

第五十二条

　

会評管理者偏牟にあっては、廟の出納員）は、前条の通知を受けたときは、当該娠ご出負担行

　

為について次に掲げる事項を審査の上、確認しなければならない。

　

」、 所属年度又は支出科目；こ誤りがないめも

　

二

　

予算の目的に反していないめも

　

三

　

配当予算額又は令達予算額を超過していない力も

　

四

　

金額の算定に誤ふりがない力も

　

五

　

契約の締結の方法その他支出負担行為の方法が適正であるか。

　

六

　

その他法令に違反していない力も

（支出命令）
第五十六条

　

知事簾翠にありては、廠長）は、経費の支出をしようとするときは、会計管理者傭牟むこあって

　

は、廟の出納員 にその支出命令をするも，のとする。
２

　

前項の支出命令は、請求書鯛と基づいて作成した支出票に決裁をした上、当該支出票に当言嬬青求書等

　

その他当該経費を支出するためそこ必要な書類（結滞き賢の他の給与等に係る経費でその支払の際、Ｅ旅尋

　

税、道府県民税、市岡琳寸民税、共済組合掛金その他法令の規定により控除すべきものがある経費の支、

　

出をしようとするときは、控除内訳票を含む。．）を添付して会評管理者綱再にあっては、廟の出納動

　

にｉ封寸することにより、これをするものとする。 この場合において、 県が第三債務者として債権差押

　

の命令又ば通知を受けた経費に係る支出敷こは遡隅責権者の氏名、 麹押金額その他当該窮竪剰責権こ係

　

る事項を明示するものとする。
３

　

第一項の支出命令は、歳出予算に定める各節ごとにこれをするものとする。

　

（支出命令の確認）

第五十七条

　

会計管理者偏にあってはゞ 膨の出納動は、前条の規定により支出命令がありたときは

　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　

′

　

当該経費について、当該経費に係る支出票及びこれ二添付された当該経費に係る請求書等その他当該

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５



、－

　　　　　　　　

．
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ー

　

ｒ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　

‐
経費を支出するた捌こ必要な書類（次項において「支出票等」●という。）により次に掲げる事項を審査
の上、

‐荷録認しなければならない÷

－，支出命令が前条の規定に『融 通正になされているか。
ニー支出負担行為の確認がなされているめも

　

．

三

　

債務が締竃定÷している力も

　

、

　　　　　　

．

　　

′

－

　　　　

－

　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｌ

　

．

　

－

　　　

－

　　　　

」－

　

－
支出負担行為の整理区分表

節区分 支出負担行為として整理する時期 支出負担行為の範囲 支出負担行為に必要な主な書類

旅費 支出決定のとき 支出しよ．う′とする額．

請求書．，
支出調書
．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　

●

　　　　　　　　　　　

●

　

、
宙中も詰り触 る。類

′

　　

′●

　

－－＼
　

　　

　

，２

　

会計管理者偏にあっては、廠の出納員）は 前項の規定をこよる審査の結果、当該経費をこっし、て同項各

　

号に掲げる事項を確認でき，なかったときは、その理由を明示して会計管理者にあっては知事嫌にあ、

　

っては、 廟磁受）に当該支出票等を返付し都ナればならない。 ．

３

　

廊の出納員は、第一項の規定による審査の結果，当該経費をこっいて同項各号に掲げる事項を確認した

　　

ときは、直ちに当該痴鶴認に係る事項を会計管理者に報告しなければならない。

　　　　　

－

４

　

会言作管理者は、第一項の規定による審査の結果、当該経費について同項各号に掲げる事項を確認した

　　

ときは、直ちに支払の手続をしなければならない。癖の出納員から前項の規定による報告を受けた場

　

合も、 同様とする。
′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

（口座振替）

　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
．

　　

」
１

　　

へ

，第七十玉条

　

会計管理堵は、指定金嗣雌幾関又は指定金融鯛嚢闘と為替取引のある金融機鋤こ預金口座を設、

　

けている債権観戦いらロ座墜振替の方法に謀り支払を受ける旨の申出があったときは、資金交計寸通知書に

　

ロ座振馳誉櫨碩書及びロ座振替 覧表を添え、，これを取りまとめ店（指定金融醐幾関に係るものに限る。）．

　

に交付して口座振替の手続をさせなければならない。
２

　

会計管理者は、指定代型斜融鮒幾闘又は信用事業を行う農業協同組合（県内をこ所在するものに限る。）に
預金口座を設けている債権観戦１ら口座振替の方法により支払を受ける旨の申出があったときは、，資金交
付通知書に口座振替依頼書及び口座振替一覧表を添え、これを取りまとめ店（指定淘塾鐘潮聯関をこ係るも
のに限る。）に交付し．て口座振替の手続をさせなければならない。
３

　

会計管理者は、 前二項の場合において、
．必要があると，認めるときはゞ 当該謝鮒 諸に対しで支ま癒隔知藩

を週寸するものどする。
４

　

第一項汲び第二項の規定による支払の新法は、・これを 眉座辰替ゴ，という。

別表第五（甲）（第四十九条、第五十 条関係）
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○知事等の給与及び旅費に関する条例

昭和三十二年十月一日

　

山ロ県条例第二十号 毒
． ＆
れぎ
もぎ覆す

，

　

，き

　

知事等の給与及び旅費に関する条例をここに公布する。

　　　

知事等の給与及び旅費に関する条例，

　

（趣旨），

第一条

　

この条例は、 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四条第三項の規定に基づき↓知

　

事等の受ける給与及び旅費について必要な事項を定めるものとする。

　　　　

（昭三八条例七・一部改正）

　

（定 義） ●

　　　　　　

●

　　　　　　　

．

第二条

　

この条例において知事等・とは、．次に掲げる者をいう。

－‘

　

知 事

　　　　

．
・
，

　　　　　

●

　　

，

　　　　　　　　

・

　　

、

二

　

副知事

三

　

山口県公営企業管理者

四 教育長

五 人事委員会の常勤の委員

六 常勤の監査委員

‘′－

　
　

　　　　

（昭四一条例二六．昭四五条例三九．昭五○条例二六・平一九条例六・平二七条例三・デ部改

　　　　

正） ．

　

ｈ

　

ｒ

　　　　　　　　　　　　

，

　

，
．

　　

‘

　

●．

　

，

　　　　　　　　　　　　

．
・

　

（給与の種類）

第三条 ．知事等の受ける給与は、 別に条例で定めるもののほか、 給料、 通勤手当及び期末手当とする。

　　　　

（平四条例六・ 部改正）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　

′

　

（給料）

第四条

　

知事等の給料月額は．、 別表に掲げるところによる。

（昭四÷条例二六’昭四五条例三九′昭五四条例二七・一部改正）
た・

第五条・ 新たもこ知事等，になった者には・ その日から給料を支給する。 ただ・し、 退職し・ 又は失職した地

　

方公務員又は国家公務員が即日知事等となったときは、．その日の翌日，から給料を支給する。

第六条・知事等が退職、 解職、 失職、
・罷免又は免職により知事等でなくなったときは、そ の日まで給料

を支給する。

（昭四九条例六四・一部改正）

第六条の二

　

知事等が死亡したときは、 その月まで給料を支給する。

　　　　

（昭四九条例六四′追加）

第七条

　

第五条又は第六条の規定により給料を支給する場合であって月の初日から支給するとき以外の

，とき文は月の末日ま・で支給するとき以外のときは、 その給料の額は、 その月の現日数から日曜日の日

　

数を差し引いた・日数を基礎と、．して白割りによって計算する。

（昭四九条例六四・一部改正）



第八条

　

第五条から前条までに定めるもののほか、 知事等の給料の支給方湖とついては、ず般職の職員

　

の給射こ関する条例 昭和二十六年山口県条例第ニ号も 以下・「職員給与条例」 とい，ぅ。）の適用を受け

　

る職員（以．下 「一般職の職員ｊ という。）の例によ．る。

（昭三八条例七・．全改、 昭四六条例三二・．一部改正）

　

（通勤手当及び期末手，当）

第九条

　

知事等の通勤手当及び期末手当の支給についてはぐ一般職の職員の例による。 ただし、職員給

　

与条例第十六条の玉第二項中「百分の百二十」●とあるのは、 「百分の百六十五」 とし、同条第五項に

　

おいて人事委員会規則で定める．ことと，されている事項については、 知事が定めるものとする。

　　　

， （昭三八条例七・全改、日召四六条例三二・平二条例二六ｔ平三条例ユ六・平四条例六↓平」三

　　　　

条例四・平一四条例五八・平÷五条例五八・平一七条例 ０四・平ニー条例五こ．平ニニ条

　　　　

例三五・平二六条例四四・平二八条例－五・・平二八条例五五‘平三一．条例六，・令元条例二

　　　　

三・令二条例四○・令三条例五六・令四条例四五・一部改正）

　

（兼職者の給与．の取扱い）

第十条・知事等が他の職員の職を兼ねる場合においても，、 その兼ねる職の職員として受けるべき給与又二一

　

は報 酬 は、 支 給 しな い。 ，．
・

　　　　　　　

．

　　

、

　　

．

　　　　

，

　　

．
・

　　　　　　

●・

　　　

，

　

も

（昭三八条例七・・↑部改正）

　

（旅費）

第十 条

　

公務のため旅行する知事等に対し支給する旅費の棚士郎一癖こ掲もずるところによる。 ただ

　

しゞ 一般職の職員等の旅費に関する条例（昭和二十九年山ロ県条例第六十号。
・次項において．「職員等

　

．．，

　

旅
．
費条例」．という。）第二条第一項第二号に規定する内国旅行の場合における日当相当楓ごついて

　

は、 同条例の規定により職員に支給される旅行雑費の額による。・

２

　

知事等の旅費の支給については 職員等旅費条例の適用を受ける職員の例による。

　　　　

（昭三八条例七・平「五条例五二・÷部改正）

　

付

　

則

　

（施行日）

・，１

　

この条例は、ｒ公布の日から施行．し、 付則第五項の規定を除くほか、 昭和三十二年四月一日から適用

　

、

　

．する。 ただ，し、．第十一条の規定は、・規則で定める日以後に出発する旅行から適用し、 同日前に出発じ

　　

」

　

た旅行については、 なお、 従前の例による。
（昭和三二年規則第九〇号の三で昭和三二年－二月－・日から適用）

（昭四一条例二六・昭四四条例二一ｒ平九条例三四・一部改正）

　

（給与の内払）．

，２

　

．この条例の施行前に知事等の給与に関する条例（昭和二十六年二月山口県条例第一号）の規定に基．い

　

てすでに知事等に支払われた昭和三．十二年四月 日からこの条例の施行の日の前日までの期間をとかか

　

る給与は、 この条例の規定による給与の内払とみなす。
（昭四一条例二六・旧第四項繰上）

（期末手当をこ関する特例措置）

平成十年三月に支給する期末手当に関ず，る第，九条の規定の適用をこついては、．同条の規定をこよりその

例によることとされる一般職の職員・の給与をこ関する条例の一部を改正する条例（平成九年山口県条例



　

第三十一号）による改正後の職員給与条例第十六条の五第二項中 「百分の五十五」 とあるのは、
．「百

　

分の五十」 とする。

　　　　

（平九条例三四・，追加）

　

（旅費の特例）

４

　

旅費のうち車賃の額はミ別表の規定にかかわらず、 当分の間、 一般職の職員等の旅費に関する条例

　

の適用を受ける職員の車賃相当額とする。
（昭四八条例三二・全改、 平九条例三四・旧第三項繰下）

　

（条例の廃止）

５

　

次に掲げる条例はＹ廃止する。

　

知事等の給与に関する条例昭和二十六年二月山口県条例第一号）

　

知事等の給与の特例に関する条例（昭和二十九年二月山口県条例第二号）

　

山口県旅費支給条例（昭和二十二年六月山ロ県条例第十八号）

　　　　　　　

（昭四一条例二六‘旧第六項繰上、 昭四四条例三一↑１日第三項繰下ミ
・平九条例三四、 旧第四項

《

　

三 ・

　　

繰下）

　　　　　　

付

　

則（昭和三六年条例第二七号）

　　　　

（施行期日）

　　　

１

　

この条例は

　

公布の日から施行し、．昭和三十六年四月ｒ－，日から適用する。

　　　

（給与の内払）

　　　

２

　

改正前の知．事等の給与及び旅費に関ずる条例の規定に基づいて昭和三十六年四月一日からこの条例

　　　　

の施行の日の前日までの間に知事等に支払われた給与は、 改正後の知事等の給与及び旅費に関する条

　　　　

例の規定による給与の内払とみなす。

　　　　　　

附．則〔昭和三八年条例第七号）

　　　　

この条例は、 昭和三十八年四月 日から施行する。

　　　　　　

附

　

則（昭和三九年条例第六六号）

　　　　

（施行期日）

キ ー

　

この条例は 公布の日から施行する。

　　　

（適用 区分），

　　　

２．改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例（以下 「新条例」という。．）“１ｉ表中常勤の監査委員に関

　　　　

する部分は昭和三十八年十月．一日から、 その他の部分は知事が定める日
．
（以下 「適用日．」 という。ｒ）か

　　　

ら適用 する。
・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　　　　　　　　　　　　　　

▼

　　　

（経過規定）

　　

．３． 知事＼ 副知．事、出納長及び教育委員会の教育長の給与については、この条例の施行の日から知事が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　

前項の規定により適用日を定める日．の前日．
までの間は・ なお従前の例による

　　　　

（給与の内払）

　　　

４

　

改正前の知事等の給与及び旅費に関する条例の規定に基づいて昭和三，十八年十月一．日からこの条例

　　　　

の施行の日の前日までの間に常勤の監査委員に支払われた給与は、 新条例の規定による給与の内払
，
と

みなす。

　　

附．則〔昭和三九年条例第九九号）



１

　

この条例は、 公布の日から施行する。
２

　

改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例の規定は、昭和三十九年十二月十七日以後に出発する

　

旅行から適用し、 同日前に出発．した旅行については．なお従前の例による。

　　　

附

　

則（昭和四一年条例第二六号）

　

（施行期日）

１

　

この条例は、 公布の日から施行し， 昭和四十一年四月一日から適用する。

　

（給与の内払）

２

　

改正前の知事等の給与及び旅費に関する条例の規定に基づいて昭和四十一年四月÷日からこの条例

　

の施行の日の前日までの間に知事等に支払われた給与は、改正後の知事等の給与及び旅費に関する条

　

例の規定による給与の内払とみなす。

　　　

附

　

則（昭和四三年条例第七号）

　

（施行期日等），
１

　

この条例は、 公布の日
，．
から施行し、 改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例別．表の規定は、 昭

　

和四十三年四月÷．日以後において知事が定める日（以下 「適用日」 という。）から適用する。

　

（経過規定）

２

　

知事Ｙ 副知事、
・出納長及び常勤の監査委員の給料については、 この条例の施行の日から適用白の前

　

日までの間は、 なお従前の例による。

　　　

附，則（昭和四四年条例第二一号）
、（施行期日）、

Ｌ・この条例は、．公布の日から施行する。

　

（経過規定）

２

　

．改正後の一般職の職員等の旅費に関する条例

　

山口県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関

　

する条例
．
並びに知事等の給与及び旅費に関する・条例の規定は、この条例の施行の日以後に出発する旅

　

行か二ら適用し、 同日前に拳発した旅行については

　

なお従前の例による。

　　　

附

　

則（昭和四五年条例第一二号）

この条例は、 昭和四十五年四月ー日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　

附

　

則（昭和四五年条例第三三号）抄

　

，

′ノ
（
　

　　

　　

・（施行期日等）

１

　

こ・の条例は、 公布の日から施行する。
・

　

（経過措置）

３

　

改正後の一般職の職員等の旅卿こ関する条例別表並びに改正後の山口県議会議員の報酬、費用弁償

　

及び期末手当に関する条例別表．第この規定は、昭和四十五年四月十七日以後に出発する旅行から適用，

　

・し、改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例付則第三項の規定は、 ；の条例の施行の日以後こ出

　

発する旅行から適用し、 これらの日前に出発・した旅行については、
．なお従前の例こ．よる。

　　　

附

　

則（昭和四五年条例第三九号）抄

　

（施行期日）

１

　

この条例は、 公布の日から施行する。

　　　

附

　

則（昭和四六年条例第三二号）抄



１１＊

（施行期日．等）

この条例は、 規則で定める日から施行する。 ただし、 第二条の規定は、 昭和四十七年「月一日から

施行する。

（昭和四六年規則第七二号で昭和四六年－二月二五日，から施行）

２

　

第一条の規定による改正後の一般職の職員の給与に関する条例（以下「改正後の職員給与条例」 とい

　

う÷

　

）．の規定、第．三条の規定による改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例（以下「改正後の知事

　

等給与条例」という。）の規定及び第四条の規定による改正後の教育長の給与及び旅費に関する条例

　

（以下 『改正後の教育長給与条例」 という。，）の規定は、 昭和四十六年五月一日から適用する。

１４・改正前の職員給与条例、 第三条の規定による改正前の知事等の給与及び旅費に関する条例及び第四

　

条の規定による改正前の教育長の給与及び旅費に関する条例の規定に基づいて切替期間に職員、知

　

，事、 副知事、出納長、 山口県公営企業管理者若しくは常勤の監査委員又は教育委員会の教．育長に支払

　

われた給与は、改正後の職員給与条例、 改正後の知事等給与条例又は改正後の教育長給与条例の規定

　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

による給与の内払，とみなす。

　　

附・‐則（昭和四七年条例第一六号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

▲
この条例は、 昭和四十七年四月一日から施行する。

　　

附．則（昭和四八年条例第三二号）

（施才テ期日）

この条例は、．公布の、日から施行する。

（経過措置）

２，．改正後の」般職の職員等の旅費に関する・条例、山ロ県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関

　

する条例
・知事等の給与及び旅費に関する条例及び教育長の給与及び旅費に関する条例の規定は、 昭

．和四十八年四月一日以後に出発する旅行から適用しＹ同日前に出発した旅行については、 なお従前の

例による。

（旅費及び費用弁償の内払）

　　

・
３

　

改正前の一般職の職員等の旅費に関する条例、．山口県議会議員の報酬、 費用弁償及び期末手当に関 ・

蕉

　

，
ゞ する条例一知事等の・給与及び旅費に関する条例及び教育長の給与及び旅費に関する条例の規定・に基づ

　　　

いて、
．昭和四十八年四月．÷日からこの条例の施行の日の前日までの間に職員、 山口県議会議員、 知事

　　　　

等及び教育長に支払われた旅費及び費用弁償は、それぞれ改正後の一般職の職員等の旅費に関する条

　　　

例

　

山口県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例、．知事等の給与及び旅費に関する条

　　　

例及び教育長の給与及び旅費に関する条例の規定による旅費及び費用弁償の内払とみなす。

　　　　　　

附

　

則（昭和四八年条例第五三号）

　　　

（施行期日）

　　

１

　

この条例は、 公布の日から施行し、 昭和四十八年十二月一日から適用する・

　　　　

（給 与の
．内払） ’

　　　

２

　

改正前の知事等の給与及び旅費に関する条例の規定に基づいて昭和四十八年十二月－．日からこの条

　　　

例の施行の日の前日までの間に知事等に支払われた給与は、 改正後の知事等の給与及び旅費をこ関する

　　　　

条例の規定による給与の内払とみなす。

　　　　　　

附

　

則（昭和四九年条例第六四号）



　

（施行期日等）

ｉ

　

こ．の条例は、 公布，の日から施行し、 昭和四十九年十二月一日から適用する。

　

（給与の内払）

２

　

知事等が、 改正前の知事等の給与及び旅費に関する条例の規定に基づいて、昭和四十九年十二月一

　

日以後の分として支給を受けた給与は、改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例の規定による給

　

与 の 内 払 と・み な す。

　

・．
●

　　

●・ノ

　　

ー

　　　

附

　

則（昭和五〇年条例第二六号）

　

この条例は、 公布の日から・施行する。

　　　

附

　

則（昭和五二年条例第一七号）

　

（施行期日等）

１

　

この条例は、 公布の日から施行し、 改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例（以下 「改正後の条

　

例」 という。）の規定は、昭和五十二年七月「日から適用する。

　

（給与の内払）

２

　

知事等が、 改正前の知事等の給与及び旅費をこ関する条例の規定をこ基づいて、 昭和五十二年七月一日

　

，＼－

　

以後の分として支給を受けた給与は、 改正後の条例の規定による給与の内払とみなす。

　　　

附、則（昭和五四年条例第二七号）抄

　

（施行期．日）

１

　

この条例は、 公布の日から施行する。

　

（経過措置）

２
．

改正後の÷般職の職員等の旅費に関する条例（以下，．「改正後の職員等旅費条例」 という。．）の規定、

　

改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例（以下 【改正後の知事等給与条例」●という。）の規定及び

　

改正後の教育長の給与及び旅働こ関する条例（以下．「教育長給与条例」 という』）の規定は、
．次項及び

　

第四項に定めるものを除き、 この条例の施行の日・（以下 「施行日」 という。）以後に完了する旅行につ

　

いて適用し、 施行日前に完了した旅行については、 なお従前の例による。
３

　

改正後の職員・等旅費条例第十六条第一項第六号ぐ．第二項及び第三項の規定、第十七条第÷項第六号

　

の規定、 第十九条第一項の規定並びに別表の÷の規定（着後手当に係る部分を除く。）、 改正後の山口

　

県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の規定、改正後の知事等給与条例別表の規定・

　　

（着後手当に係る部分を除く。）並びに改正後の教育長給与条例別表の規定（着後手当に係る部分を除

　

く。．）は、 施行日以後に出発する旅行及び施行日前に出発し、 かつ、 施行日以後に完了する旅行のう

　

ち施行白以後の期間に対応する分について適用し、
．当該旅行、のうち施行日前の期間に対応する分及び

　

施行日前に完了した旅行については、 なお従前の例による。

　　　

附

　

則〔昭和五四年条例第二九号）

　

（施行期日等）

１

　

この条例は、 公布の．日から施行し、 改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例（以下 「改正後の条

　

例」 という。
．）の規定は、 昭和五十四年九月「白から適用する。

　

（給与の内払）．

２
．

知事等が、 改正前の知事等の給与及び旅費に関する
．
条例の規定に基づし て、 昭和五十四年九月一日

　

以後の分として支給を受けた給与は、 改正後の条例の規定による給，与の内払とみなす。



　　　

附●

　

則（昭和五六年条例第二四号）

　

．（施行期日等）

１

　

この条例は、 公布の日から施行し、改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例（以下「改正後の条

　

例」 という。）の規定は、昭和五十六年九月一日から適用するも

　

（給与の内払）

２

　

知事等が、 改正前の知事等の給与及び旅費に関する条例の規定に基づいて、 昭和五十九年九月一日

，以後の分と、して支給を受けた給与は、 改正後の条例の規定による給与の内払とみなす。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　

・

　　

一 附

　

則（昭和六〇年条例第三五号），抄

　

．

　

（施才千期日等）

１

　

この条例は、 規則で定める日から‐施行する。

　　　　

（昭和六〇年規則第九五号で昭和六〇年－二月二六日から施行ｄ：ただし、，附則第二十 項の規

　

定は昭和六一年一月一日から施行）

附

　

則（昭和六一年条例第五号）

【

　

（施行期日等）

　　　

１

　

この条例は、 公布の日から施行し、 改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例（以下・「改正後の条

　

例」，という。）の規定は、 昭和六十一年÷月一日から適用する。

　

（給与の内払）

２

　

知事等が、 改正前の知事等の給与及．び旅費に関する条例の規定に基づいて、 昭和六十一年一月一日

　

以後の分，として支給を受けた給与は、 改正後の条例の規定に，よる給与の内払とみなす。

　　　

附

　

則（平成元年条例第二〇号） ′

　

（施行期日等）

１

　

この条例は、 公布の日から施行し、 改正後の知事等の給与及び旅費に関す，る条例（以下 「改正後の条
・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　　

●

　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・◆
，例」 という。）別表の規定は、 平成元年七月－日，から適用する。

　

（給与の内払）

２， 知事等が、
．改正前の知事等の給与．及び旅費に関する条例の規定に基づいて、．平成元年七月一日・以後

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　

の分として支給を受けた給与は、 改正後の条例の規定による給与の内払とみなす。

　　　

附ｒ

　

貝－」（平成二年条例第二六号）抄

　

（施行期日等）

１

　

この条例はト 規則で定める日から施行する。

（平成二年規則第七五号で平成二年一；月二六日から施行）

附

　

則（平成三年条例第二六号）抄

　

（施行期日等）

１

　

こ の条例は、 規則で定める日から施行するｂ

　　　　

（平成三年規則第七一号で平成四年「月「日から施行）

　　　

◆附

　

則（平成四年条例第六号）

　

（施行期日，等）．

１

　

この条例は、 公布の日から施行し、 改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例（以下 「改正後の条

　

例」 という。）別表の規定は、 平成・四年一月－．日から適用する。



　

（給与の内払） ・

　　

． －

２

　

知事等が、 改正前の知事等の給与及び旅費に関する条例の規定に．
基づいて、

．平成四年一月一日以後

・
． の分として支給を受けた給与は、 改正後の条例の規定による給与の内払とみなす。

　　　

附

　

則，（平成六年条例第三七号）

　

この条例は、 公布の日から施，行する。

　　　

附

　

則（平成七年条例第三・六号）

　

この条例は、．平成八年一月一日から施行する。

　　　

附

　

則（．平成九年条例第三四号）

　

この条例は、 規則で定める日から施行する。

　　　

附

　

則（平成÷三年条例第四号）抄

　　　

・・

　　　　　　　　

（施行期日）

１

　

この条例は、 平成十三年四月一日から．施行する。

　　　

附 ・則（平成－四年条例第五八号）抄

　

（施行期日）

１

　

この条例は、 公布の日の属する月の翌月●の初日（公布の日が月の初日であるときは、，その日）から施

　

行する。 ただ．し、 第二条から第五条まで並びに附則第ノ 項、 第十項及び第十一項の規定は、平成十五

　

年 四月 一 日 か ら施 行 す．る。

　　　　

， ，

　　　　

′

　　　

附

　

則（平成一五年条例第五二号）

　

（施行期日）

１

　

この条例は、 平成十六年一月一日から施行する。 ，

　

（経過措置）

２， 改正後の－般職の職員等の旅費に関する条例、 山口県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関・

　

する条例、知事等の給与及び旅費に関する条例及び教育長の給与及び旅費に関．する条例の規定は・こ

　

の条例の施行の日以後に出発する旅行から適用し、 同白前に出発した旅行については、 なお従前の例

　

による。

　　　

附

　

則（平成一，五年条例第五八号）抄

　

（施行期日） －

１

　

この条例は、 公布の日の属する月の翌月・の初日（公布の日が月の初白である．ときは、 その日）から施

　

行する。 ただし、第二条、第四条、 第六条及び第八条並びに附則第八項及び第九項の規定は、 平成十

　

六年四月一日から施行する。

　　　

附

　

則（平成－七年条例第一〇四号）抄

　

（施行期日等）

１．この条例は、 公布の日の属する月の翌月の初日ｒ（公布の日が月の初日である，ときは、 その日）から施

　

行する。 ただし、 次の各号に掲げる規恵ま、 当該各号に定める日から施行する。

　

÷

　

第「条中一般職の職員の給与に関す，る条例（以下 「給与条例」 という。‘）第十六条の八第二項の改

　　

正規定、 第三条、 第五．条及び第七条の規定並びに次・項、・附則第七項から第九項まで、 第二十÷項及

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

び第こ十三項の規定． 規則で定める日

　　　　

（平成－七年規則第一四八号で平成÷七年－二月二七日から施行）



第二条、第四条及び第六条の規定並びに附則第十項から第二十項まで、 第二，十二項及び第；十四

項から第三十二項までの規定 平成十八年四月一日

　　　

２

　

第「条の規定（給与条例第十フ条の八第二項の改正規定に限る

　

）による改正後の給与条例の規定、

　　　　

第三条の規定による改正後の山口県議会議員の報酬、
．費用弁償及び期末手当に関する条例の規定ゞ．第

　　　　

五条の規定による改正後の知事等の給与及び旅費に．関する条例の規定及び第七条の規定による改正後

　　　　

の教育長の給与及び旅費に関する条例の規定は、 平成十七年十二月．「日から適用する。

　　　　

（期末手当の内払）

　　　

２１

　

この条例による改正前の山口県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例、知事等の給

　　　　

与及び旅費に関する条例、又は教育長の給与及び旅費に関する条例の規定に基づいて平成十七年．十二月

　　　　

に支給された期末手当は、改正後の山口県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例、知

　　　　

事等の給与及び旅費に関する条例又は教育長の給与及び旅費に関する条例の規定による期末手当の内

　　　　

払 と みなす６

　　　　

（知事等の旅費に関する経過措置）

ぎ
ー

　

２２
・

第六条の規定による改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例の規定 は 切替日以後に出発する

　　　　

旅行から適用し、 切替日前に出発した旅行については、 なお従前の例による。

　　　　

Ｃ人事委員会への委任）

　　　

２３

　

附則第三項から前項までに定めるもののほか、 この条例の施行について必要な事項は、 人事委員会

　　　　

▼が 定÷め る。

附・，則（平成一九年条例第六号）抄

ず
き
＼

　

この条例は、 平成十九年四月′一日から施行する。

　　　

附

　

則（平成二〇年条例第八号）

ｒこの条例はミ・平成二十年四月一日から施行する。

　　　

附 」則（平成ニー年条例第五二号）

　

この条例は、 公布の日から施行ずる。 ただし、 第二条、 第四条、 第六条及び第八条の規定は

　

平成二

十二年四月－日から施行する。

　　　

附

　

則（平成二二年条例第三五号）

　

この条例は、 公布の日から施行する。 ただし、 第二条、 第四条及び第六条の規定は、 平成二十三年四

，月 一 日．から施行す・る』

　　　

附

　

則（平成二六年条例第四四号）

　

（施 行期日等），

　　

●

　　　　　

′

１

　

この条例はミ 規則で定める日から施行する。 ただし、 第二条、 第四条及び第六条の規定は、 平成二

　

十七年四月 日から施行する。

（平成二六年規則第六三号で平成二六年ー二月二六・日から施行）

２ｒ，第一条の規定をこ，よる改正後の知事等の，給与及び旅費に関する条例（以下・「改正後の知事等給与条例」

　

という。）・の規定、
・第三条の．規定による改正後の教育長の給与及び旅費に関する条例（以下 「改正後の

　

教育長給与条例」 という。）の規定及び第五条の規定による改正後の山口県議会議員の議員報酬、 費

　

用弁償及び期末手当に関する条例（以下「改正後の議員報酬条例」 という。）の規定は、平成二十六年

　

十二月一日から適用するｏ



　

（期末手当の内払）

３

　

第一条の規定による改正前の知事等の給与及び旅費に関する条例、第三条の規定による改正前の教

　

育長の給与及び旅費に関する条例又は第五条の規定による改正前の山口県議会議員の議員報酬、 費用，

　

弁償及び期末手当に関する条例の規定に基．
づいて平成二十六年十二月に支給された期末手当は、．改正

　

後の知事等給与条例、 改正後の教育長給与条例又は改正後の議員報酬条例の規定による期末手当の内

　

払とみなす。

　　　

附

　

則（平成二七年条例第三号）

　

この条例は、 平成二十七年四月 日から施行する。

　　　

附

　

則（平成二八年条例第一五号）

　

（施行期日等）

１

　

この条例は、 規則で定める日から施行する。 ただし、第二条及び第四条の規定は一平成二十八年四

　

月一日から施行する。

（平成二八年規則第九号で平成二八年三月二五日から施行）

２

　

第一条の規定による改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例（以下「改正後の知事等給与条例」

　

ｒ，
、

　

と・いう．）の規定及び第三条の規定による改正後の山口県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手

　

当に関する条例（以下 敏正後の議員報酬条例」という。）の規定は、 平成ニ十七年十ニ月一日から適

　

用する

　　　　

，

　

三 ・・

　　　　　　

．
・

　

：

　

（期末手当の内払）

３

　

第 条の規定によ．る改正前の知事等の給与及び旅費に関する条例又は第三条の規定こ，よる改正前の

　

山口県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の規定に基づいて平成二十七年十二

　

川こ支給された期末手当は、改正後の知事等給与条例又は改正後の議員報酬条例の規定による期末手

　

当の内払とみなす。

　　　

附●

　

則（平成二八年条例第五五号）

　

（施行期日．等）

１

　

この条例は・規則で定める日から施行する。 た，だし、 第二条及び第四条の規定は、．平成二十九年四

　

月 日から施行する。

　　　　

（平成二八年規則第六七号で平成二八年÷二月二七日から施行）

２

　

第一条の規定による改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例（以下．「改正後の知事等給与条例」

　

という。）の規定及び第三条の規定による改正後の山口県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手

　

当に関する条例（以下

　

ｒ改正後の議員報酬条例」，という。）の規定は、 平成二十八年十二月一日から適
用 す る。

　　　　　

・

　　

ｒ
．

　　

・

　　　　　　　　　　　

．

　　　　

●、

　

（期末手当の内払）

３・第一条の規定による改正前の知事等の給与及び旅費に関する条例又は第三条の規定による改正前の

　

山，口県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の規定に基づいて平成二十八年十二

　

月に支給された期末手当は、改正後の知事等給与条例又は改正後の議員報酬条例．の規定によ．る期末手

　

当の内払とみなす。

　　　

附

　

則（平成三一年条例第六号）

　

（施行期日等）



１

　

この条例は、 規則で定める日から施行する。 ただし、
１第二条及び第四条の規定は・ 平成三十一年四

月一日から施行する。

　　　　

（平成三一年規則第九号で平成三一年三月二六日から施行）

　　　

２

　

第一条の規定による・改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例（以下 「改正後の知事等給与条例」．

　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　

という。）の規定及び第三条の規定による改正後の山口県議会議員・の議員報酬、 費用弁償及び期．末手

　　　　

当に関する条例（以下「改正後の議員報酬条例」という。）の規定は、 平成三十年四月一日から適用す

　　　　

る。
・ 二

　

‐

　　　　　

．′

　　　　

｛期末・手当の内払｝

　　

３

　

第一条の規定による・改正前の知事等の給与及び旅費に関する条例又は第三条の．規定による改正前の

　　　　

山口県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の規定に基づいて平成三十年十二月

　　　　

に支給された期末手当は、．改正後の知事等給与条例又は改正後の議員報酬条例の規定による期末手当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

’

　　　

．

　　　　

の内払とみなす。

　　　　　　

附

　

則（令和元年条例第二三号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．・

　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　

・

機

　

（施行期日等）

　　

１

　

この条例は◆規則で定める日から施行する。 ただし、 第二条及び第四条の規定は、 令和二年四月一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　

ｒ

　

・

　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　

◆

　　　　　　　　

・

　

、

　

：日か ら施行する。

　　　　　　　

（令和元年規則第二三号で令和元年－二月二五日から施行）

　　　

２． 第一条の規定による改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例，（以下 「改正後の知事等給与条例」

　　　　

という。，）の規定及び第三条の規定による改正後の山ロ県議会．議員の議員・報酬、 費用弁償及び期末手

　　　　

当に関する条例（以下 「改正後の議員報酬条例」 という。）の規定は、 令和元年十二月一日から適用す

　　

ｒ
●

　　　　　　　　　

●

　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▲

　　　　　　　　　　

・

　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　

・

　　　　　　　

▼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・ー

　　　　

る。 ‐

　　　

．

　　　　

（期末手当の内払）

　

‘

　

３・ 第一条の規定に，よる改正前の知事等の給与及び旅費に関する条例又は第三条の規定による改正前の

　　　　

山口県議会議員の議員報酬、
．費用弁償及び期末手当に関する条例の規定に基づいて令和元年十；月に

　

●
．

　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

●

　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　

・′
‘

　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　

支給された期末手当は 改正後の知事等給与条例又は改正後の議員報酬条例の規定による期末手当の

虜
．

　

内払とみなすｏ

　　　　　　

附・・則（令和二年条例第四〇号）

　　　　

この条例は、 公布の日から施行するＱ ただし、 第二条及び第四条の規定は、，令和三年四月一日から施

　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・・

　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

行する

　　　　　　

附： 則（令和三年条例第五六号）

　　　　

この条例は、 公布の日から施行するｂ

　

ただ．し、 第二条及び第四条の規定は、 令和四年四月 日から施

行するる

　　　

附

　

則（令和四年条例第四五号）

　

（施行期日等）

１

　

この条例は、 規則で定める日，から施行する。 ただし、 第二条及び第四条の規定は、 令和五年四月－

　

日から施行する。

　　　　

（令和四年規則第五一号で令和四年一二月二六日から施行）



　

２

　

第一条の規定による改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例（以下「改正後の知事等給与条例」

　　

という。）の規定及び第三条の規定による改正後の山口県議会議員の議員報酬、 費用弁償及び期末手

　　

当に関する条例（以下 「．改正後の議員報酬条例」 というｄ）の規定は、令和四年十二月一日から適用す
る。

　　　　　　　　　　

・

　

，

　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　

′
，

　　　　　　　　　　　　　

．

　

．（期末手当の内払）

　

３

　

第一条の規定による改正前の知事等・の給与及び旅費に関する条例又は第三条の規定による・改正前の

　　

山口県議会議員の議員報酬、・費用弁償及び期末手当に関する条例の規定に基づいて令和四年十二月に

　　

支給された期末手当は、改正後の知事等給与条例又は改正後の議員報酬条例の規定による期末手当の

　　

内払とみなす。

　

別表・（第四条ゞ第十「条関係）

（昭四一条例二六・全改、 昭四三条例七・昭四五条例一二．昭四五条例三九．昭四七条例－

六・昭四人条例五三↓昭四九条例六四・昭五〇条例二六・昭五二条例 七・昭五四条例二

七‘昭五四条例二九・昭五六条例二四・昭六〇条例三五・昭六一条例五・平元条例二○・平

四条例六・平六条例三七・平七条例三六・平一五条例五二，平一七条例 ○四．平一九条例

六．・平；○条例人・平二÷条例五ニー平二七条例三．一部改正）

区分

　　

給料月額 ，

　

旅費

　

一

知事

　　　　　　　　

、二 九 ０、０ ０ ０ 円，指定職の職務にある者の旅費相

当額副知事 一、０二〇ふ０００円

山口県公営企業管理

壱

　

二

八八．０ ０００円

教育長

　

三 八八０、０００円

人事委員会の常勤の

委員

委員長

　　　　

七』○、０００円 九級の職務にある者の旅費相当

額委員 五八０、０００円

常勤の監査委員 七÷○、００．０円

備考

　

旅費の欄中「指定職の職務」 とは、 般職の職員の給与に関丈る法律（昭和二十五年法律第九
◆十五号）第六条第一項第十「号に規定する指定職俸給表の適用を受ける者の職務をいい、 「九級の

　

職務」，
とふま

　

同項第一号イに規定する行政職俸給表（－）による九級の職務をいうものとする。

（
／

．‐



、Ａ、

　　
、、、

一般職の職員等の旅費に関する．条例及び同施行規則の運用方針

に

　

〉

蛙
、 ．．ノ

条例の部

第２．条関係

第１項

　　　

第７号に規定，する 「扶養親族」 とは、 ÷般職の職員の給与に関する条例 （昭和２６

　　　　　　　　　　　　

▲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
ｒ

　　

年山ロ県条例第２号。 以下 「職員給与条例」 という。） 第９条第１項又は一般職に属

　　

する学校職員の給与に関する条例 （昭和２７年山口県条例第６号ｄ 以下「学校職員給

　　

与条例」 と・いう。）．第１１条第１項の扶養親族をいうものとする。 この場合において

　

，職員給与条例第９条第２項又は学校職員給与条例第１１条第２・項の規定による年齢の

　　　　　　

．．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　　　　

・

　　　

．

　

制限はないものとする。

第３条関係

　

第１．項

　　

職員で他の職務を兼ねるものがその兼ねる職務によって旅行した場合には、 当該職

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

務相当の旅費を支給するものとする。

第４項

　　

「職員又は職員以外の者」．．とは、 旅行命令権者を異にする職員又は職員以外の者を

　　

いうものとする。

第 ６ 項

　　　　　　

，

　　　　　　　　

．

　

、

　　　　　

，

　　　　　　　　　

．

・

　

，

，

　　　

「その他知事が定める事情」 とは、 宿泊施設の火災その他本人の責めに帰すべきで

　　

ない理由で各任命権者が知事と協議して定めるものをいうものとする。
．第４条関係

　

第２項及び第３項

　　　

旅行命令権者は、 旅行命令等を発し、 又は変更する場合に．は、 旅行が条例第７条、

　　

第８条その他旅費の計算に関ず，る規定の趣旨に合致して行われるように留意するもの．

　　

と する。

　

第 ４ 項

　　　　

．

　

・

　　　　　

三

　

・
． ， ． ，

　

．

　　　　　

●

　　

，
●

　

‘

　　　

「知事が別に定める場合」 とは、 次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する場合

　　

をいい、 この場合においては、 旅行命令権者は、 口頭により旅行命令等を発し、 又は

　　

これを変更することができるものとする。，

　　

（１） 目的地が県外であり一

　

かつ、 当該目．的地以外の目的地がないものとした場合の路

　　　

．
程 が １・．０ ０キロメ トル以上の旅行 （以下 「路程１００キ．ロメー トル以上の県外旅

　　　

行」，というか） 以外の旅行

　　

◆（２） 公用の交通機関、 自転車、 徒歩又は旅行者以外の者の使用する自動車による旅行

　　
　　　　　　　

、ふも′／パ
をも′

　

　

　

　

　　．くメード

ミそぎ

　　



　

（３） 通信費等の負・担がない旅行

　

（４） 宿泊を伴わない旅行

　

（５） 日額旅費が支給されない旅行
い第５，項

．１ ・旅行命令権者は、 ロ頭により旅行命令等を発・し、
ｒ
．又はこれを変更した場合には、 原

　

則として、 発令の日の翌●日までに旅行命令簿等に記載又は記録しなければならない．も

　

のとする。

２

　

旅行命令権者は、１の場合において旅行命令簿等に記載又は記録しないうちに旅行

， 命令等を変更したときは、．その変更した旅行命令等に基づいて旅行命令簿等に記載又

　

は記録すれば足り、 変更前の旅行命令等は記載又は記録しないことができるものとす

る

▲

。

　　

、

　　　　

．

　　　

，

　　　　　

▲

　　　

・

　

．

　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　

・

３

　

，旅行命令権者は、
．旅行命令簿等を当該旅行者に提示することができない場合には、

　

その通知をもって提示に代えることができるものとする。
第６項

　

，

　　　

「知事が定めるもの」 とは・ 旅費システム （電子計算機及びプログラム・
（電子計算

　

，

　

　

　　　　　　　　　　　　　

　

　

　

　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　

　

　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

機に対する指令であって、 一の結果を得ることができるように組み合わせたものをい

　　

う。） の集合体であって、 旅行命令等、，旅費の請求その他旅費の取扱いに関する事務

　　

を一体的に処理するよう構成されたものをいう。 以下同じｄ） をいう。

第７条関係

　　

「最も経済的な通常の経路及び方法」 とは、 この条例の規定の範囲内で、 個々の旅行

　

における交通機関の運行状況、 乗換えの利便性、 用務の開始時間及び終了時間、用務先

　

までの距離、所要時間、旅行日数＼運賃等を総合的に勘案して、旅行命令権者が合理的

　

と認めた経路及び方法をいう。＼ただし、
・赴任に係る旅行に，ついては、

．
この限りでない÷

第８．条関係，．
第 １ 項

，

　　

．
●

　　　　　　　　　

．
・
，

　

－

　

，

　　　

「知事が定めるとこ．るにより計算した路程ｆ とは、 旅費システムの電子地図その他

　　

これに類するものにより計算した現にようた経．略に係る距離をいう。
第２項

１

　

旅費システムの電子地図その他これに類する，ものにより路程を計，算じ難い場合に

は、 別に任命権者が定めると．ころにより路程を計算するものとする。
２
．

職員が公用の回転翼航空機を利用して旅行した場合においては、 国土交通省国土

地理院発行の地形図等における出発地及び目的地間の直線距離の合計を路程とみな
す。

　　

・

　　　　　　

．
，

　

．

　　　　　　

，
．

　　　

－

　　

、

２′



３

　

地方公共団体の長 （本県知事を除く。） その他路程の計算について信頼するに足

　

りる者の証明により路程を計算することができる・

第１４条関係

　

，第５項に規定する「知事が定める電子計算機」とは、支払担当者等の使用に係る電子

計算機をいう。

第１６条及び第１７条関係

　

１・

　

ｒ鉄道賃」 又は 「船賃」・とは、 鉄道事業法 （昭和６１年法律第９２号） 第１６条又

　　

は海上運送法 （昭和２４年法律第１８７号） 第８条・（同法第２３条の規定により準用

　　　　　　　　　　

＼ノ

　　　　　　　　　　

，

　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　

●

　　　　　　

．
・

　

する場合を含む。．） の規定に基づいて、 鉄道運送事業者、
．旅客定期航路事業者及び旅

　　

客不定期航路事業者がそれぞれ定めた運賃又は料金をいう。・

　

２

　

「特別車両料金」 とは、鉄道事業法第ｉ６条の規定に基づいて 旅客会社等（旅客

　

鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律 （昭和６１年法律第８８１号），第

　　

１条第１項に規定する旅客会社及び旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関

　　

する法律の一部を改正す●る法律（平成１３年法律第６１号）●附則第２条第１項に規定

　　

する新会社をいう。 以下同じ。） が定めた特別車両の料金をいい、，旅客会社等所有の

　

，．特別車両が旅客会社等以外の鉄道運送事業者の線路に運行される場合に、当該鉄道運

　　

送事業者が鉄道事業法第１６条の規定に基づいて定めた当該特別車両の料・金を含むも

　

の と す る。

　

３
●

，「特別船室料金」 とは、 海上運送法第８条の規定に基づいて、 旅客会社が国土交通，

　

，大臣の許可を受けて定め．る特別船室の料金をいう。

　

４，往復割引乗車券が利用できる鉄道旅行における運賃の額は、往復割引運賃の額とす

　　

る。
・

　　

．
ｒ

　　　　　　　　　　　　　　

・
・．

　

‐

　

；

　　　　

、
●
．
・

　　　　

，

　

５

　

急行料金は÷の急行券の有効区間ごとに計算するものとする・ この，場合において、

　　

普通急行列車を運行する線路による旅行で普通急行列車の客車の金席が座席指定とな

　　

っている場合には、 普通急行料金．と座席指定料金の合計額を急行料金として支給する

　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　

． ．・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　

も のと．す る。

　

６

　

特別急行列車を運行する線路による旅行で片道１００キロメートル以上の場合は、・・

　　

当該特別急行列車を利用す，る場合に限り、・特別急行料金を支給するものとする。
ｒこの

． 場合において、新幹線の特別急行列車とその他の路．線の急行列車又は特別急行列車と

　　

を相互に乗継ぎをする場合は、 それらの乗糸医ぎに要する料金とする。

　

７

　

普通急行列車を運行する線路による旅行で片道５０キロメ｝トル以上の場合は、．
当

　　

該普通急行列車を利用する場合に限り、普通急行料金を支給するものとする． ただし

　　

、
・特別急行料金が支給される場合は、 普通急行料金は支給しないものとする。

３



８・．条例第１６条第１項の座．席指定料金は－の座席指定券の有効区間ごとに計算す・るも

のとする。

９

　

条例第１７条第．１項の座席指定料金は、 船室の設備の利用料金は含まないものとす
る。

　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

ｒ

　　　　　　　

．

　　　

‐

　　　　

ｒ ・

　　　　

．

１０

　

条例第１６条第１項及び第１・７条第１項の座席指定料金は、指定席を利用する場合
に限り支給するものとする。

第，１９条関係

　　

定期的に一般旅客営業を行っているバスを利用して旅行するのが通常の経路である陸

　

路旅行の場合におい．てゞ 当該運賃の実費が当該旅行について支給される条例第１９条第，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

１項本文に定める車賃の額を超えるときは、
．
当該運賃の実費額を車賃として支給するこ

　　

とができる。 ただし・、県内旅行については ・ 般職の職員等の旅費に関する条例等の－

　

部を改正する条例′（昭和３２年山口県条例第１９号） 付則第３項関係に定めるところに

　

よ る も の と す る。

　　　　　　

‘ ・

　

▲

　　　

′

　　　　

，

　

．

　　　

－

　　　　　　　　　　

ｒ
、

　

，
＼ ノ

第・２６条関係

　　

第１項ただし書に規定する 「職員のための建設宿舎」 とはミ職員のために設けられた

　

宿舎をいうものとする。

第２７条関係

　　

第１項に規定する 「在勤地以外の同一地域」 とは、 県内においては別表に定める地域

　

により区分するもの，とする。

第．３１条関係

　

１・． 職員の外国旅行に係る旅費をミ 当該職員の職務の等級・（行政職給料表の適．用を受け

　　

ない者にあっては、 一般職の職員等の旅費に関する条例施行規則別表第４の規定によ

　　

る当該給料表の各級等に相当する行政職給料表の級ｙに対応する一般職の職員の給与

　　

等に関する法律 （昭和２５年法律第９５号） 第６条第１項第１号イに規定する行政職

　

●－

　

俸給表（１）の級の職務にある者の外国旅行の旅費相当額と・して支給する場合において

　　

は、 その都度知事が定めたものとして処理して差し支えないものとする。 ただし一 国

　

家公務員等の旅費に関する法律 （昭和２５年法律第１１４号） 第３９条に規定する支

　

度料に相当する額については」 支給しない。

　

２
・

職員が外国旅行に特有の準備及び携行品等を要する．ための経費・（任命権者が特に認

　　

めるものに限る。）‘を支，出した場合であって

　

前項ただし書の規定を適．用した場合に

　

旅行す●る，ことが困難である場合には、 任命権者は、 当該経費の支出を証明する書類に

　　

よって旅費額を決定することがで，きるもｒのとする。

　

３１ 職員が海外視察団等に加入して旅行する場合であって、当該外国旅行中に係る経費

４▼



　　

が予定されている場合において、，第１項の規定を適用した場合には不当に旅行の実費

　　

を超えることとなる場合又は旅行することが困難である場合には、 任命権者は、 第１

　　

項の規定にかかわらず当該海外視察団等の発行する見積書等及び経費の支出を証明す

　　

る書類によって外国旅行中の旅費額を決定することができるものと．する。

　

４

　

外国旅行における航空賃は、 知事、 副知事、 山口県公営企業管理者、 教育長及び山

　　

口県議会の議員又はこれらに相当する職務にある者に随行する旅行を除き、 原則と・し

　　

て最も下位の級の運賃とする。

第３２条関係

第 １ 項，

　　　　　　

●

　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　

，

　

，「この条例の規定による旅費を支給した場合には不当に旅行の実費を超えた旅費又

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

は通常必要，としない旅費を支給することとなる場合」，とはゞ 次の各号に掲げる場合の

　

ように条例の規定どおりの旅費を支給することが旅費計算の建前，に照らして適当でな

　

い場合．をいい、 ごの場合においては、 任命権者は、 当該各号に掲げる基準により旅費

　

の調整を行うものとする。

　

（１） 職員．の職務の等級がさかのぼっ・て変更された場合にお．いては、
．当該職員が既に行

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　

・

　　　　

・
、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　

ー

　　

った旅行につい，ては、 その変更に伴う旅費額の増減は行わないものとする。

　

（２） 旅行者が公用の交通機関、宿泊施設、
．食堂施設等を無料で利用した場合において

　　

は、．鉄道賃、 船賃、 航空賃、 車賃、 宿泊料又は食卓料の全額を支給しないものとす・

　　

る。．・－．

　　

ｒ

，
．

　　　

・

　　　　　　　　　　

，

　　　　

，

　　　　　

．

　

（３） 県の経費以外の経費から旅費が支給され．る場合においては、 当該旅費のうちｒ県．の

　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　

●

　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆

　　

経費以外の経費から支給される旅費に相当する旅費は支給しないものとする。ｒ

　

（４） 「のぞみ早特往復きっぷ」、
．「新幹線回数券」 その他鉄道運送事業者が企画する

　　

切符を利用し，た場合においては、 鉄道賃は現に支払った額を支給するもの・とする。

　

（５） 鉄道の乗車券等と宿泊施設の利用券．とが－体となった商品を利用した場合におい

、 ては、 当該商品の額から、 次のアからェまでに掲げる商品の．区分に応じて、それぞ

　

． れ当該ァからェまでに掲げる額に宿・泊日数を乗じて得た額を控除した額を鉄道賃と

　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　

」

　

みなすものとする。

　　

ア

　

朝食及び夕食の支給される商品宿泊料の定額

　　

イ
‘ 朝食のみ支給される商品宿泊料定額から、食卓料定額の３分の２に相当する額

　　　

（その額に５０未満の端数があるときはこれを切り，捨てた額とし、 ５０円以上１

　　　

０ ０円未満の端数があるときはこれを主Ｏ０円に切り上げた額とする。 以下同じ

　　

。） を控除 した額

　　

ゥ

　

夕食のみ支給．される商品宿泊料定額から、 食卓料定額の３分の ”；相当する額

’５



　　

（その額に５０・円未満の端数があるときはこれを切り捨てた額とし、 ５０円以上

　　

１００円未満の端数があると きはこれを１００円に切り上げた額とする。 以下同

　　

じ。） を控除 した額

　

エ．アからウまでに掲げ．る商品以，外の商・品宿泊料定額から食卓料定額に相当する額

　　

を控除した額 ▲

（６） 航空券と宿泊施設の利用券とが一体となった商品を利用した場合における航空賃

　

の取扱いについては、・前号の規定を準用するものとする。
（７） 路程１００キロメートル以上の県外旅行以外の．旅行において、

．通信費等の負担が

　

ない場合については、 旅行雑費は支給しないものとする。．ただし、 公務上の必要に

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　

よ，り有料で駐車場を利用した場合でく当該旅行において支給される旅行雑費の額を

　

超えない駐車場料金を負担した場合の旅行雑費の額については、 現に支払った駐車

　

場料金に相当する額とする，ものとする。
（８） 研修施設で実施される研修（別に任命権者が定めるものに限る。

‘） に参加する場

　

合においては、 旅行雑費
．
の額については１日に．つき３ ００円とし、 宿泊料の額につ

． いては１，夜につ き１．， ２００円とする。 ただし、 通信費等の負担がない場合につい

　

ては、 旅行雑費は支給しない．ものとする。

（９）・県外の研修施設で実施される研修に参加する場合・（当該研修施設と宿泊施設とが

　

同一敷地内にある等により費用を負担して通所する必要がない場合に限・る。・．） の滞

　

在中の旅行雑費の額については．通信費等の負担の有無にかかわらず、．１日につき

　

１， ２ ００円どす．る。

（１０） 旅行者が旅行中の公務傷病等により旅行先の医療施設等を利用して療養した場
合においては、

・当該医療中の旅行雑費及び宿泊料定額の２分の１に相当する額は支

　

給しないものとする。，‘
（１１） 宿泊施設の利用料金の額が宿・泊料定額に満たない場合においては、

’宿泊料を当

該宿泊施設の利用料金の額に調整する・ものとする。 ただし、 次のアからウまでのい
▲ ずれかに該当する場合には、当該宿泊施設の利用料金の額に、それぞれ当該アから

　

ウまでに掲げる額を加算した額（宿泊料定額を限度とする。） を宿泊料として支給
するものと・する。

ア

　

宿泊施設の利用．料金の額に朝食代及び夕食代が含まれていない場合食卓料定額

　

に相当する額

イ ・宿泊施設の利用料金の額に朝食代が含まれていない場合食卓料定額の，３分の１

　

に相当する額

　

ウ

　

宿泊施設の利用料金の額に夕食代が含まれていない場合食卓料定額の３分の２

すご一

６



Ｇ番
い
ｉｌ

　　

に相当する額

　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　　　　　　　　　　　　　　　

．

（１２）
・
実家，、・親戚宅、 知人宅、 無料宿泊施設その他宿泊施設の利用料金を支払う必要

　

がない場所に．宿泊した場合においては、
．食卓料定額に相当する額を宿泊料として支

　

給するものとする。

鰹）配偶者のある職員のうち
・
配偶者・と別居した；とにより単身赴任手当（職員給与

　

条例第・２条又は学校職員給与条例第３条に規定する単身赴任手当をいう。 以下同じ

　

。） の支給を受けている職員が、 配偶者の居住する住宅に宿泊・した場合又は配偶者

　

のない職員のうち子と別居・したことーこより単身赴任手当の支給を受けている職員が

　

、 当該子の居住する住宅に宿泊した場合においては 宿泊料は支給し，ないものとす

　

る。

　　　　　　　　　　

．

　　　　

，
．

　　　　　　　　

．

　　　　　　

、 ，

　　　

．

　

Ｌ

（１４） 赴任に伴う現実の移転の路程が旧在勤地から新在勤地までの路程に満たない場

　

合においては、 その現実の路程に応じた移転料の額による．ものとする。

（１５） 次のアからウまでのいずれかに該当する場合に支給する着後手当の額は、 それ

　

ぞれ当言亥アからウまでに掲げる額によるものとする』
・

　　　　　

′

　

ア・新在勤地に到着後直ちに職員のための建設宿舎又は自宅に入る場合．旅行の区分

　　

に応じた旅行雑費定額の２日分．及び宿泊料定額の２夜分に相当する額

　

イ

　

赴任に伴，う移転の路程が１ ００キロメートル未満の場合旅行の区分に応じた旅．・

　　

行雑費定額の２日分及び宿泊料定額の２夜分に相当する額

　

ウ．赴任に伴う移転の路程が１００キロメー トル以上３００キ・ロメ」 トル未満の場

　　

合 （アに該当する場合を除く。） 旅行の区分に応じた旅行雑費定額の．３日・分及

　　

び宿 泊 料 定額 の ３夜 分 に相 当 す る額

　

，

　

，

　　

・

　　　　　　

．

　

， ．

　

．

　

〆

（１６） 在勤地内における旅行については、 公署から用務先までの一般的に利用しうる

　

最短の経路の長さが２キロメートル未満である場合は、 旅費は支給しないものとす

　

る。 ただし、 特に任命権者が旅費の支給を，必要と・認めた場合は、 この限りでない。

（１７｝

　

赴任に伴い住所又は居所を移転しない職員が・自宅から直接新勤務公署へ旅行す

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

る場合の赴任に係る旅費については、 支給しないものとするｄ

（１８）・通勤のため，自動車又は原動機付自転車 （以下・「自動車等」 という。．） を使用し

ノ

　

ている職員のうち通勤手当◆（職員給与条例第２条又は学校職員給与条例第３条に，規

　

定する通勤手当をいうＱ

　

以下同じ。） の支給を受けている職員が一要勤務日に、 目

、動車等を使用・して、 次のア又はイに掲げる旅行をする場合の車賃の額についてはゞ

　

それぞれ当該ア又はイに掲げる額によるも，のとする。

　

ア・住居地から直ちに日的地に向かい、 用務終了後勤務公署に向か●う旅行 （以下 「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

直行旅行」 という。） 又は勤務公署から目的地に向かい、 用務終了後直ちに帰宅

７



　　　　

する旅行・（以下・「直帰旅行」・という。）

　

自動車等の使用に係る車賃の額から、

　　　　　

当該職員の通勤手当の定に係る自動車等．を使用す．る片道の距離に対応する額を４

　　　　

２で除して得た額 （その額に１円未満の端数があるときは．・これを切り捨てた額

　　　　

）●（以下 「通勤調整額」 という。） を差し引いた額

　　　

イ

　

住居地から日的地に直ちに向かい、 用務終了後直ちに帰宅する旅行 （以下 「直

　　　　

行．直り帯旅行」 という。）．・自動車等の使用に係る車賃の額から、，通勤調整額に２

　　　　

を乗じて得た額を差し引・いた額

　　

（１９） 通勤のため交通機関を利用してしる職員のうち通勤手当の運賃等相当額（職員

　　　

給与条例第・１・１条第２項第１号又は学校職員給与条例第，１３条第２項第１号に規定

　　　

する運賃等相当額をいう。 以下同じ。），が定期券の価額によって認定されている職

　　　

員が、 当該定期券に係る区間と重複する区間のある旅行をする場合についでは一 当

　　　

該重複する区間に相当する額の鉄道賃、，船賃及び車賃については支給しないものと

三
す るｏ

　

、

　　

．

　

・

　　　　

．

　　

′

　　

．

　　　

・

　　

（２０）．通勤のため交通機関を利用している職員のうち通勤手当の運賃等相当額が回数

　　　

乗車券等の通勤回数分の運賃等の額によって認定されている職員が、 要勤務．日に、

　　　

当該回数乗車券等に係る区間と重複する区間のある直行旅行、 直帰旅行又は直行直

　　　

帰旅行をする場合については、 当該重複する区間に相当する額の鉄道賃、 船賃及び

　　　

車賃については支給しないものとする。

　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　

●

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

，

　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　

‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

．

　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▲

　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　

‐

　

第２項．

　　

， 次の各号に掲げる場合は

　

．「この条例の規定による旅費により旅行することが当該

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

旅行における特別の事情により又は当該旅行の性質上困難である場合」，として、 当該

　　　　　　　　　　　　　　　

ヒ

　　

▲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　

．

　　

各号に定めるところにより旅費の調整を行うことができるものとする。 この場合にお

　　

いては、 知事に協議があったものとみなすものとする。
“

　　

（１） 公務上の必要その他特別の事情をこより旅行命令権者が特別急行列車を利用するこ

　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

とが適当と認め．る旅行で当該線路の利用区間が片道５０キロメートル以上１０．０キ

　　　

ロメ」トル未満である．場合は、 当該線路の利用区間に係る自由席特急料金に相当す

　　　

る額を支給する，ものとし、 当該支給額は、 条例第１６．条に規定する鉄道賃として取

　　　

り扱うものとする。

　　

（２） 在勤地内における赴任を命ぜ・られた職員が、 新勤務公署と旧勤務公署との間の地

　　　

理的条件等の特殊事情により、・やむを得ず住居を移転した．場合で、．特をこ任命権者が
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○山口県庁用自動車管理規則

　

昭和５１年８月３Ｉ日「

山口県規則．第５３号Ｊ

　　　　　　　　　　

一番山口県庁用自動車管理規貝－Ｊをここに公布する。

　

山口県庁用自動車管理規則

山口県庁用自動車管理規則（昭和２８年山口県規則第９２号）の全部を改正する。

．目次

　

第１章

　

総員－ｉ（第１条－第６条）

　

第２章

　

整備（第７条－第９条）

　

第３章

　

使用（第１０条－第１４条）

　

第４章

　

雑則（第１５条・第１６条）

　

附則

　

第１章

　

総則

（趣旨）

第１条

　

この規則は、別に定めがあるものを除くほか、庁用自動車の管理について必要な事項を

定めるものとする。
（用語の意義）

第２条

　

この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

　

による。

　

（１） 本庁

　

山口県会計規則（昭和３９年山口県規則第５４号。 以下「会計規則」 という，）第２条

　

第３号に規定する本庁（山口県警察本部を除く。）をいう。

　

（２） 課

　

会計規則第２条第５号に規定する課（山口県警察本部讐務部会計課を除く。）をいう。

　

（３） 出先機関

　

会計規則第２条第４号に規定する出先機関（山口県公安委員会の管理に属する

　

行政機関を除く。）をいう。

　

（４） 所属長

　

課及び出先機関の長をいう。

　

（５） 庁用自動車

　

道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第２条第２項に規定する自動車及

　

び同条第３項に規定する原動機付自転車で本庁及び出先機関において管理するものをいう。

　

（６） 集中管理自動車

　

庁用自動車で会計管理局物品管理課において集中管理するものをいう。

　

（７） 運転者

　

庁用自動車を運転する者をいう。

　　　　　　　　　　

（昭５４規貝－ｉ２１・平９規則６２・平１１規則５４・平１４規則６１・一部改正）

　

（，庁用自動車に関する事務の総括）

第３条

　

会計管理局長は、 庁用自動車に関する事務を総括する。

２

　

会計管理局長は、 必要があると認めるときは、 所属長に対し、 庁用自動車について、報告を

　

求め、 実地に調査をし、 又は必要な措置を求めることができる，

　

（所属長の職務）

第４条

　

所属長は、庁用自動車を常に良好な状態において管理し、その適正かつ効率的な使用を

　

図るとともに事故の防止に努めなければならない。



２

　

所属長は、 庁用自動車の管理及び使用状況を常に明らかにしておかなければならない。

　

（安全運転管理者等）

第５条・ 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第７４条の３第１項に規定する安全運転管理者（以

　

下 「安全運転管理者」 という。）は、 所属長が選任する。

２

　

安全運転管理者は、 庁用自動車の安全な運転に必要な業務を行う。

３

　

安全運転管理者を置く必要がない場合にあっては、 所属長は、 前項に規定する業務を行わせ

　

るため、 安全運転管理担当者を選任するものとする。

　

（副安全運転管理者）

第５条の２

　

道路交通法第７４条の３第４項に規定する副安全運転管理者（以下「副安全運転管理

　

者」 という。）は、 所属長が選任する。
２

　

副安全運転管理者は、 安全運転管理者の業務を補助する。
（昭５４規貝ｌｉ２１・追加）

（整備管理者等）

第６条

　

道路運送車両法第５０条第１項に規定する整備管理者（以下「整備管理者」という。）は、

所属長が選任する。
２

　

整備管理者は、庁用自動車の点検及び整備並びに庁用自動車の車庫の管理に関する業務を行

　

つ。

３

　

所属長（第１項の規定により整備管理者を選任する者を除く。）は、 必要があると認めるとき

　

は、 前項に規定する業務を行わせるため、 整備管理担当者を選任することができる。

４

　

整備管理者を置く必要がなく、 かつ、整備管理担当者を選任していない場合にあっては、所

　

属長は、安全運転管理者又は安全運転管理担当者に第２項に規定する業務を行わせるものとす

　

る。
（平８規則２２・一部改正）

　

第２章

　

整備

　

（庁用自動車経歴簿の備付）

第７条

　

所属長は、 庁用自動車経歴簿（別記第１号様式）を備え、 必要な事項を記載し、 常に整理

　

しておかなければならない。
（庁用自動車の日常点検）

第８条

　

運転者は、 １日１回、 庁用自動車の連行の開始前に、 日常点検表（別記第２号様式）によ

　

り庁用自動車を点検し、その結果を、整備管理者又は整備管理担当者（以下「整備管理者等」と

　

いう。）が置かれている場合にあっては整備管理者等に、整備管理者等が置かれていない場合に

　

あっては安全運転管理者又は安全運転管理担当者に報告しなければならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（昭５９規則 １３・平 ８規則２２・一部改正）

第９条

　

削除 ［平成２０年規則第９号〕

　　

第３章

　

使用

（庁用自動車の使用の原則）

第１０条

　

庁用自動車は、 公務以外の目的に使用してはならない。

（集中管理自動車以外の庁用自動車の使用）



第１１条

　

集中管理自動車以外の庁用自動車を使用しようとする者は、庁用自動車使用同簿幌‘」記

　

第４号様ェｂにより、 所属長の承認を受けなければならない。

　

（集中管理自動車の使用）

第１２ 条

　

集中管理自動車を使用しようとする課の長は、 使用しようとする日の前日ま．でに物品

　

管理課長に配車の申込みをしなければならない。 ただし、緊急その他やむを得ない理由のある

　

ときは、 その都度配車の申込みをすることができる。
２

　

物品管理課長は、前項の配車の申込みを受けた場合において、当該配車の申込みの日的が適

　

当であると認めたときは、 配車の承認をし、 当該配車の申込みをした課の長に、 その旨を通知

　

するとともに、 当該集中管理自動車の運転者に連行の指示をしなければならない。

　　　　　　　　　　　

（昭５６規則６・平９規則６２・平１１規則５４・平１４規則６１・一部改正）

　

（集中管理自動車の使用に係る経費）

第 １３条

　

物品管理課長は、 別に定める基準により一月ごとの集中管理自動車の使用に係る経費

　

を算定し、翌月１５日までに当該集中管理自動車を使用した課の長に通知しなければならない。

２

　

前項の通知を受けた課の長は、 その月末までに所定の手続を行わなければならない。
（平９規則６２・一部改正）

（運転日誌等の提出）

第１４条

　

運転者は、１日の運転業務を終了したときは、当該庁用自動車の点検及び清掃を行い、

所定の場所に格納した上、 運転日誌（別記第４号様式）に必要な事項を記載し、 当該庁用自動車

のかぎとともに所属長に提出しなければならない。

　

第４章

　

雑則

　

（研修）

第１５条

　

所属長は、運転者に対し、運転及び整備に関する研修の機会を与えなければならない。
（平８規則２２・旧第１６条繰上）

（交通事故の報告・等）

第 １６ 条

　

運転者は、 その運転する庁用自動車について交通事故が発生したときは、 直ちにその

　

旨を所属長に報告しなければならない。
２

　

所属長は、前項の報告を受けたとき又は交通事故が発生したことを知ったときは、直ちに実

　

情を調査し、 必要な措置をとらなければならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（平８ 規則 ２２・ 旧第１７条繰 上・一部改正）

　

附

　

則ｌ

（施行期日）

１

　

この規則は、 昭和５１年９月１日から施行する。

（経過措園

２

　

この規則の施行の際、 この規則による改正前の様式による自動車経歴簿その他の用紙で残存

するものについては、 その残存分に限り、 これに所要の調整をして使用することができる。

（山口県事務委任規則の一部改正）

３

　

山ロ県事務委任規則（昭和４４年山口県規則第２１号）の一部を次のように改正する。

　　　

［次のよう〕 略



　

附

　

則（昭和５４年規則第２１号）

この規則は、 昭和５４年４月１日から施行する。

　

附

　

則（昭和５６年規則第６号）

この規則は、 昭和５６年４月１日から施行する。

　

附

　

則（昭和５９年規則第１３号）

この規則は、 昭和５９年４月１日から施行する。

　

附

　

則（平成８年規則第２２号）

　

この規則は、平成８年４月１日から施行する。 ただし、 第８条の見出しの改正規定、同条の改

正規定（「連行前点検表」 を 「日常点検表」 に改める部分に限る，）、 別記第２号様式の改正規定

（「ｉ

　

整

　

備

　

管

　

理

　

者

　

印

　

ｉｊを「１ 整

　

備

　

管

　

理

　

者

　

等

　

ＥＰ

　

Ｉ」に改める部分を除く一

並びに同様式の注１及び備考の改正規定は、 公布の日から施行する。

　　

附

　

則（平成９年規則第６２号）

この規則は、 平成９年４月１日から施行する。

　

附

　

則（平成１１年規則第５４号）

この規則は、 平成１１年４月１日から施行する。

　　

附

　

則（平成１４年規則第６１号）

この規則は、 平成１４年４月１日から施行する。

　　

．附

　

則（平成１９年規則第５４号）

　

この規則は、 平成１９年４月１日から施行する。 ただし、 第５条第１項及び第５条の２第１項

の改正規定は、公布の日から施行する。

　　

附

　

則（平成２０年規則第９号）

この規則は、 平成２０年４月１日から施行する。

　　

附

　

則（平成２４年規則第３８号）

この規則は、公布の日から施行する。

　　

附

　

則（令和元年規則第２号）

この規則は、 令和元年７月１日から施行する。

　　

附

　

則（令和２年規則第３１号）

この規則は、 令和３年３月１６日から施行する。
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日本基督教団宇部緑橋教会

　

様

山ロ県健康福祉部長寿社会課長

「知事の山ロ県護国神社参拝．を取り止めることの要望」 について，（回答）

２０１８年１２月１１日付けで要望のありましたこのことについて、 下記のとおり回答

します。
記

　

山口県護国神社慰霊大祭について、 県は、 これまでも県遺族連盟等からの案内を受け、
知事や健康福祉部長等が出席してきたところです。

　

県では、 平常業務として戦没者遺族等の援護に関する業務を担当しており、この慰霊大

祭には多数の御遺族が参列されていることから、 戦没者及び御遺族に対する社会的儀礼と

して参列し、 県を代表して御遺族の皆様に挨拶をしているところです。

　

今後も案内があれば、 知事や健康福祉部長等が出席し、 戦没者及び御遺族に対する慰．籍

慰霊の意を表し・でまいりたいと考えています。



軍３ １長寿社会第 ５・４ 号
平成．３１年（２０１９年）４月１０日

日本基督教団宇部緑橋教会

　

様

　　　　　　　　　　

　 　

山．ロ県健康福祉部長寿社会課長

　　

雌義，

「知事の山ロ．県護国神社参拝に関する質問と要望」 について・（回答）

　

２０１９年３月 １８日付けで要望のありましたこのことについて、・下記のとおり．回答し
ま すも

　　　

●

　　　　　　

●
－

　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

二

記
【質問項目１１

　　　　　

ｒ

　

案内状は、，山口県遺族連盟、 山口県護国神社、 山口県護国神社崇敬奉賛会 英霊にこ
たえる会の４′者連名で発出されており、 当該４者が主催者である，と考えています。

【質問項目２１
．資料が残っている平成８年以降は出席していますが、 それ以前は不明です。

【質問項目３１

　

質問項目１を御覧ください。
【質問項目４１

　

春季慰霊大祭には、知事、健康福祉部長、長寿社会課長及び同課援護班長の４名が出
席し、 秋季慰霊大祭には、 健康福祉部長、 長寿社会課長及び同課援護班長の３名が出席
しています。

　

なお、 春季・秋季とも慰霊大祭は、 午前１０時３０分から午後０時１５分まで出席．し

ています。
【質問項目５１

　

知事は公用車、 他の職員は公用使用の職員の自家用車で移動しています。
【質問項日６１

　

玉串料や真榊料な・凹ま、 奉納していません。
【質問項目，７１

　

山口県遺族連盟から、 全戦没者の英霊を慰め、 その遺徳を顕彰するため、 他の宗教施
設において開催する慰霊祭等への案内があった場合、 出席について検討します。

【質問項目８｝

　

慰霊大祭には、 多数の御遺族が参列されていることから、 戦没者及び御遺族に対する
社会的儀礼として参列しているものです。

【質問項目９１ ・

　

戦没者の慰霊に関することについては、 長寿社会課の分掌事務であるため、 長寿社会
課．長名で回答しています。 ま．た、 権利の得喪に関係のない回答文書については、 公印省

略としています。




